
J. Natl. Inst. Public Health, 65（3）: 2016258

研究活動

　政策技術評価研究部では，根拠に基づく医療

（Evidence-based Medicine）および根拠に基づく健康・
医療政策（Evidence-based Health Policy）に関する手法
の開発と応用，世界標準技術の探査と科学的評価，生物

統計学の理論・応用研究などを実施した．その他，保健

医療，社会福祉に関する研究動向の分析，技術の科学的

及び倫理的評価，統計情報の高度利用，保健統計の解析

などにかかる研究を行っている．

　平成２７年度には，１）RCTの研究デザインと分析に関す
る統計的方法論，２）臨床研究（試験）情報検索のポー

タルサイトの構築・利便性評価研究，３）臨床研究の実

施状況管理のためのデータベースに関する研究，４）臨

床試験登録の現状：WHO国際臨床試験登録プラット
フォーム（ICTRP: International Clinical Trials Registry 
Platform）に関する記述疫学研究，５）がん臨床研究の
国際比較：国際臨床試験登録データベースによる比較，

６）臨床研究・トランスレーション医学研究の実施にか

かる教育教材の開発，７）AEDの費用対効果に関する研
究，８）エビデンスに基づいた統合医療の基盤整備，社

会的決定要因との関連に関する研究，９）地方自治体の

健康づくり運動への参画，１０）健康危機管理・コミュニ

ケーションの評価・立案，１１）医療情報の電子化，診断

支援システムの開発・評価，などに関する研究を行った．

教育訓練

　教育活動においては，専門課程コア科目として「政策評価

概論」を担当している．また，生物統計学（Biostatistics）
および疫学（Epidemiology）分野の教育として，本院の
専門課程Ⅱ「生物統計分野」を主宰し，関連する教育科

目として，統計方法論，疫学概論，疫学方法論を担当し

た．また，社会調査法等の専門課程の講義科目，栄養調

査等の短期研修，遠隔教育にも寄与した．

行政支援

　当部では行政支援として，「臨床試験情報登録事業」，

「臨床試験情報ポータル事業」，「特定健康診査・特定保

健指導データベース事業」を実施した．

　臨床試験情報登録事業においては，大学病院医療情報

ネットワーク研究センター等のJPRN（Japan Primary 

Registries Network）３登録センターの試験情報を統合し
た臨床研究（試験）情報検索システム（以下，ポータル

サイト）を運用・管理し，WHOにそのデータを提供し
た．登録情報の精度管理のため，厚生労働省医政局研究

開発振興課を含むJPRN各機関と定期的に会合を持ち，
制度的・技術的な問題について相互に認識を深め，解決

に取り組んでいる．また，国内外の臨床試験登録の動向

や，各機関の今後の取り組み等についても情報を共有し

ている．

　これと関連した臨床試験情報ポータル事業では，臨床

試験に関連する情報（国内外の臨床試験情報，治療薬，

病気の解説などの情報）をワンストップ型のウェブサイ

トとして提供し，治験推進のための情報基盤を構築した．

　さらに，特定健康診査・特定保健指導データベース事

業では，「特定健診・特定保健指導」の円滑な運営を目

的として，特定健康診査機関・特定保健指導機関に関す

る情報を集積し公開した．

１） 政策技術評価研究部の構成と異動について

　政策技術評価研究部に平成２７年度在籍した研究官は，

部長：佐藤元，主任研究官：藤井仁（併任：研究情報支

援研究センター），湯川慶子，佐々木美絵（平成２７年４

月１日着任）の４名である．このほか特定研究員が５名

在籍した．

２） 臨床研究・RCTの研究デザインと分析に関する統計的

方法論

　公衆衛生上の問題解決のための生物統計学的方法論の

開発を行うテーマ分野の１つとして，政策技術評価研究

部ではRCTにおける検定，統計的モデル化，推定，被験
者数の計算方法といった医学研究（臨床試験）に応用さ

れる新しい方法論を開発するとともに，試験統計家とし

て臨床試験に参画し，臨床医との共同研究を行っている．

３） 臨床研究（試験）情報検索ポータルサイトの構築・

利便性評価

　臨床研究（試験）情報を公開した各種データベースが

一般に利用可能であるが，これらは主として研究者向け

のものであり，一般の医療関係者，患者・一般国民に

とって使い勝手がよくないとの意見が従来より寄せられ
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ている．そのため，国立保健医療科学院では，情報ポー

タルサイトのあり方に関して先端的また標準的な技術・

デザインを継続的・国際的に探査すると共に，サイトの

改善を図っている．サイト構成やユーザビリティの向上

のために，アクセスログの解析や情報ニーズの分析を進

めると共に，治験に関心のある患者会代表者，医療情報

や患者教育の専門家，Web構築の専門家等への聞き取り
調査を実施，サイト評価を通じて，より使いやすい情報

提供のあり方を模索した．

４） 臨床研究の実施状況管理のためのデータベースに関

する研究

　平成２５年度より，高血圧治療薬等の臨床研究における

不適正事案の発生を受けて，国が定めた検討会では臨床

研究事案の状況把握及び再発防止策等の具体的方策が検

討され，①認定臨床研究審査委員会の審査，管理体制の

構築，②臨床研究の実施状況管理データベースの開発，

③有害事象報告の受付・管理システムの開発と運用準備

が必要だとされた．これを踏まえて現在，これらを制度

化するための新法の制定・施行が見込まれている．この

うち②を具体化するため，平成２７年度厚生労働科学特別

研究事業「臨床研究の実施状況管理のためのデータベー

スに関する研究」にて，国内外の関連情報を収集，利便

性・セキュリティー保持の手法に検討を加え，基盤とな

る情報システムの制度ならびにデータベースの設計を

行った．本研究は，厚生労働省医政局研究開発振興課，

医薬品医療機器総合機構，日本製薬工業協会，米国NIH
等の協力を得て実施した．

５） 臨床試験の登録・実施にかかる国際的現状について

の調査研究

　現在，オールジャパンでの医薬品創出はわが国予算に

おける重点プロジェクトと位置付けられ，創薬支援ネッ

トワークの構築，開発研究費補助など各種振興が図られ

ている課題である．本研究では，WHO国際臨床試験登録
プラットフォーム（ICTRP: International Clinical Trials 
Registry Platform）に登録された世界各国・各地域で実
施されている治験・臨床研究の現状について情報収集を

行い，記述疫学的に検討を加えた．本研究では，国別の

研究実施動向，研究デザイン，試験Phase別の登録の経
時変化についてその特徴を明らかにした．

６） がん臨床研究の国際比較：国際臨床試験登録データ

ベースによる比較

　わが国は，平成２４年度に閣議決定された「がん対策推

進基本計画」に基づき，平成２６年度からの「がん研究１０

か年戦略」を定め，文部科学省，厚生労働省，経済産業

省が一体となってがん研究の総合的かつ計画的な推進に

取り組んでいる．ここでは，がんの予防・治療，医薬品

開発等にかかる臨床研究が重要な位置を占めており，研

究開発の動向監視は政策上求められる諸点を明らかにす

るために必須である．そこで，ICTRPに登録された全臨
床試験登録データから，特に我が国において死亡率の高

い肺がん，大腸がん，胃がんに関連する研究について抽

出し，記述疫学的に検証した．臨床研究（試験）のうち，

がんの臨床試験の占める割合，国際共同試験の国別変化，

臓器別経年変化およびがん登録件数の地域別推移につい

て明らかにした．

７） 臨床研究・トランスレーション医学研究の実施にか

かる教育教材の開発

　基礎研究を医薬品・医療機器開発に役立てるトランス

レーション医学領域の研究実施には，医薬品開発のプロ

セス，医薬品・医療機器等法やGLP/GCP/GMPを始め
とする法令・ガイドライン，厚生労働省・PMDAおよび
日米EU医薬品規制調和国際会議（ICH）など規制機関
の役割，研究倫理，特殊な研究デザインやアウトカム評

価法，医薬品シーズのビジネス（事業化）プロセスなど，

幅広い知識と技能が求められる．国際共同研究あるいは

複数国での医薬品認可を目指した研究開発事業が増加し

ている昨今，これら事項にかかる教育・訓練は国際標準

を意識して企画・実施することが必要とされている．

　日本医療研究開発機構（AMED）より資金を得て実施
した本研究「先端医療開発を担う人材養成のための標準

化教育プログラムの策定と実践：医師等研究者養成カリ

キュラムの標準化に関する研究」においては，東京大学

医科学研究所，東京大学TLO，横浜市立大学と共同で，
求められる事項を整理し教育プログラムを開発中である．

教育プログラムは，バハレーン・アブダビ等の中東諸国，

東京大学大学院等の国内教育機関にて展開・評価の過程

にある．また，研究成果の一部は公開講座として一般に

公開した（https://www.tr-education.jp/）．

８） AEDの費用対効果に関する研究

　わが国においても，心原性心停止患者に用いる自動体

外式除細動器（Automated external defibrillator，以下
AED）の設置は徐々に広まって来ているが，その効果
の評価は十分に行われていないのが実情である．そのた

めAED配置の最適化を検討する目的で，経済効率性の
観点から経済評価を試みた．自治体等，公費等によって

AEDの設置コストが賄われているものに関しては公共
の場所全体に設置するのは非効率であり，選択的な設置

が望ましいことが明らかとなった．これらの結果は，病

院前救急医療体制の構築・再検討を行う上で重要な情報

の提供となり，国内外問わず，救急医療体制の整備と政

策立案に大いに貢献することが期待できる．

９） エビデンスに基づいた統合医療の基盤整備，社会的

決定要因との関連に関する研究

　東京有明医療大学等と共同で，エビデンスに基づいた

統合医療の基盤整備を目的に，統合医療の利用状況調査

の国際比較に関する調査を3Phaseに分けて行うととも
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に，欧州と日本との比較を行った．また，東洋大学等と

共同で，統合医療と健康の社会的決定要因の関連に関す

る量的調査及び質的調査，文献調査を行った．さらに，

帝京大学等と共同で，情報発信やユーザビリティ向上の

観点から，統合医療の情報発信サイト（Information site 
for evidence-based Japanese Integrative Medicine; eJIM）
の利用者に対する調査を行った．

１０） 地方自治体の健康づくり運動への参画

　東京都・埼玉県を始めとする近隣地方自治体における

健康づくり運動に参画し，その事業評価に助力した．具

体的には，健康づくり運動の効果を正確に計測できるよ

う事業計画の策定に助言を行い，事業結果を分析，事業

報告書の基礎資料を提供した．また，質問紙を用いた栄

養調査の設計とデータ解析に協力した．これらは，自治

体における根拠に基づく公衆衛生政策の実践に大きく資

すると期待されるものである．

１１）健康危機管理・コミュニケーションの評価・立案

　東日本大震災やエボラ熱の発生への対応と関連して，

災害時・リスクコミュニケーションに関する評価研究を

継続，種々の健康影響調査の企画立案，WHOの提唱す
る地域（コミュニティー）における安全向上を目指した

「セーフ・コミュニティー（Safe Community）」の確立と
評価に関する研究，先進また既存の医療技術のリスク評

価とコミュニケーションに関連する研究に参画している．

１２）医療情報の電子化，診断支援システムの開発・評価

　東京大学，国立病院機構・災害医療センターと共同で，

救急医療現場・救命救急外来における医療安全の向上を

目指した電子カルテの開発・評価，診断支援システムの

開発・評価を実施している．診療情報の入力・管理・利

用，オーダリングシステムとの連携，患者管理の動的な

情報支援など先端的なシステム設計・評価研究を継続中

である．

１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Originals

　Fujisawa T, Kagawa K, Ochiai K, Hisatomi K, Kubota 
K, Sato H, Nakajima A, Matsuhashi N. Prophylactic 
efficacy of 3-cm or 5-cm pancreatic stents for preventing 
post-ERCP pancreatitis: a prospective, randomized trial. 
Journal of Clinical Gastroenterology. 2016;50(3):e30-34.
　Inokuchi R, Sato H, Iwagami M, Komaru Y, Iwai S, 
Gunshin M, Nakamura K, Shinohara K, Kitsuta Y, 
Nakajima S, Yahagi N. Impact of a new medical record 
system for emergency departments designed to 
accelerate clinical documentation: a crossover study. 
Medicine (Baltimore). 2015;94(26):1-5 (e856).
　Kitamura T, Torii S, Oka N, Horai T, Itatani K, Yoshii T, 
Nakamura Y, Shibata M, Tamura T, Araki H, Matsunaga 
Y, Sato H, Miyaji K. Impact of the entry site on late 
outcome in acute Stanford type B aortic dissection. 
European Journal of Cardio Thoracic Surgery. 2015;48 
(5):655-681.
　Sasaki M, Ishikawa H, Kiuchi T, Sakamoto T, 
Marukawa S. Factors affecting layperson confidence in 
performing resuscitation of out-of-hospital cardiac arrest 
patients in Japan. Acute Medicine & Surgery, Japanese 
Association for Acute Medicine. 2015;2:183-189.
　Noguchi S, Ogino D, Sato H. Information channels and 
needs of health professionals of clinical trials in Japan. 
Pharmaceutical Care and Health Systems. 2015;2:144-149.
　Noguchi S, Sato H. Health Risk Management and Mass 
Media: Newspaper reports on BSE in South Korea. 
Claborn D, ed. InTech. 2015. p.279-299.

　Ohashi-Fukuda N, Inokuchi R, Sato H, Nakamura K, 
Iwagami M, Wada T, Jona M, Hisasue T, Nakajima S, 
Yahagi N. Poorer prognosis with ethylenediaminetetraacetic 
acid-dependent pseudothrombocytopenia: A single-center 
cohort study. Medicine. 2015;94 (15):1-4 (e674).
　澤井明香，工藤典代，細山田康恵，野首孝祠，杉崎幸

子，藤井仁，吉牟田陽子，小野高裕．検査用グミゼリー

を用いた幼児の咀嚼能力の評価．日本咀嚼学会雑誌．

２００５；２５（１）：１５-２２．
　野口都美，荻野大助，佐藤元．神経筋疾患レジストリ

患者における臨床研究・治験の情報利用に関する現状と

課題．臨床評価．２０１５；４３（１）：w９１-w１０５.
　渡邉くるみ，端井しげみ，田中良明，佐藤元．健康的

な食事「すぎなみごはん」の普及啓発の取組とソーシャ

ルキャピタルの醸成（第一報）．健康福祉政策情報．

２０１５；７２（２）： ２-３．

総説／Reviews

　大島勉，佐藤元．麻酔科領域における医療の質の評

価：米国における最近の動向を中心に．臨床麻酔．

２０１５；３９（５）：７７１-７７５.
　佐藤元．医薬品の研究開発にかかる規制：倫理，ガイ

ドライン，法令の基礎．保健医療科学．２０１５；６４（４）：

３８２-３９１.
　佐藤元．臨床研究（試験）の基盤整備と情報公開・コ

ミュニケーション．保健医療科学．２０１５；６４（４）：２９２-２９６.
　佐藤元，藤井仁，湯川慶子．臨床研究（試験）の登録

制度と情報公開：臨床試験登録の歴史・現状・課題．保

健医療科学．２０１５；６４（４）：２９７-３０５.
　藤井仁，湯川慶子，佐藤元．我が国の臨床試験登録

�
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データベースの公開・利用促進：経緯，現状，課題．保

健医療科学．２０１５；６４（４）：３０６-３１１.
　湯川慶子，新井一郎，鶴岡浩樹，元雄良治，津谷喜一

郎．EUの補完代替医療研究プロジェクト（CAMbrella）
とロードマップ―日本への示唆―．薬理と治療．２０１６；

４４（３）：３３３-３４３.

その他／Others

　津谷喜一郎，湯川慶子，長澤道行，新井一郎．代替医

療に関する情報の問題点と情報ニーズ：２０１４年医師調査

から．日本医師会雑誌．２０１５；１４４（２）：３１８-３２２.（報告）
　湯川慶子，佐々木美絵，荻野大助，藤井仁，佐藤元．

日本の臨床試験・治験登録データベースの品質保証：品

質評価，現状，課題．保健医療科学．２０１５；６４（４）：３７４-
３８１.（報告）

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　元雄良治，湯川慶子，津谷喜一郎．EU の医師向けの
補完代替医療モデルガイドライン．薬理と治療．２０１６；

４４（３）：３１３-３１９.
　元雄良治，湯川慶子．「代替医療（CAM）と地域医
療」日本における代替医療の利用実態：欧州との比較も

含めて．月刊地域医学．２０１５；２９（６）：４１０-４１３.
　湯川慶子，佐藤元．国立保健医療科学院 臨床研究情
報ポータルサイト：新しくなったポータルサイト利用に

向けての機能紹介．薬理と治療．２０１５；４３（９）：１２２１-１２２８.
　湯川慶子，津谷喜一郎．「統合医療」情報発信サイト

eJIMの役割と課題：医師・患者の利用者の視点から．医
学のあゆみ．２０１５；２５４（４）：３０８-３１４.
　湯川慶子，津谷喜一郎．補完代替医療における患者視

点：患者にとっての長所と肯定的変化．医学のあゆみ．

２０１５；２５４（７）：５０９-５１５.
　湯川慶子，中山健夫，鶴岡浩樹．補完代替医療におけ

るコミュニケーションのコツ．医学のあゆみ．２０１５；２５４

（１３）：１１９１-１１９８.
　湯川慶子，ジョージ・ルイス，津谷喜一郎．CAMの利
用状況の国際的動向：欧州におけるCAMbrella projectよ
り．医学のあゆみ．２０１５；２５５（７）：７７１-７７８.
　湯川慶子．代替医療の利用状況―健康被害から

Perceived Positive Changesまで―（前編）．医道の日本．
２０１５；７４（５）：１４７-１５３.
　湯川慶子．代替医療の利用状況―健康被害から

Perceived Positive Changesまで―（後編）．医道の日本．
２０１５；７４（６）：１４６-１５０.

著書／Books

　湯川慶子．CAMの利用状況の国際的動向（３章），
「統合医療」情報発信サイトeJIMの役割と課題（７章），
補完代替医療における患者視点（８章），補完代替医療

におけるコミュニケーションのコツ（１０章）．大野智，

津谷喜一郎，編．別冊「医学のあゆみ」補完代替医療と

エビデンス．東京：医歯薬出版；２０１６．p.１３-２０, p.３９-４５, 
p.４６-５２, p.５９-６６.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　Hata Y, Matsuguma H, Yoshino I, Chida M, Nakayama 
M, Iizasa T, Okumura M, Shiono S, Kato R, Iida T, 
Matsutani N, Sakao Y, Funai K, Suda K, Akiyama H, 
Sugiyama S, Kanauchi N, Shiraishi Y, Kawamura M. 
Thoracoscopic surgery versus open surgery for lung 
metastases of colo-rectal cancer: A multi-institutional 
retrospective analysis using propensity score adjustment. 
The 23rd European Conference on General Thoracic 
Surgery; 2015.5.31-6.3; Lisbon, Portugal. Prceedings.
　Kojima M, Nakayama T, Yukawa K, Tsutani K. Findings 
from Comprehensive Survey of Living Conditions in 
Japan: Use observational study in CPG development for 
traditional medicine. The 4th International Symposium of 
CPGs in TM; 2015.10.27; Daejeon, Korea. Proceedings. 
p.103.
　Sasaki M, Sato H. Clinical trials in emergency 
medicine: Comparison among European countries, 
United States and Japan. Congress of the European 
Resuscitation Council; 2015 10.29-31; Prague, Czech 
Republic. Resuscitation. 2015;96(Supplement 1):118-119.
　Misawa J, Yukawa K, Kondo K, Tsuruoka K, Tsutani K, 
Kishimoto Y, Kazuo K. A Study on the Utilization of 
Complementary and Alternative Medicine from the 
Perspective of Social Determinants of Health in Japan. 
MMIRA Asia Regional Conference; 2015.9.20; Osaka, 
Japan. Proceedings. p.88.
　Murakawa T, Sato H, Okumura S, Nakajima J, Horio H, 
Ozeki Y, Asamura H, Ikeda N, Sasaki M, Sakamoto T, 
Hiraide A, Kobayashi D, Sato H, Hashimoto H. 
Cost?benefit analysis of public access defibrillation in 
Japan. Congress of the European Resuscitation Council; 
2015.10.29-31; Prague, Czech Republic. Resuscitation. 
2015;96(Supplement 1):78.
　市川学，佐々木美絵，晁丁丁．ABMを用いたAEDの
最適配置に関する研究．第１０回社会システム部会研究

会；２０１６.３.16-18；石垣島．同概要集．p.９.
　井口竜太，若井聡，園生智弘，軍神正隆，橘田要一，

中島勧，前原弘武，田上俊輔，山口陽子，佐藤元，矢作

直樹．救急外来に特化した電子カルテの開発と評価．第

４３回日本救急医学会総会・学術集会；２０１５.１０.２１-２３；東京．
日本救急医学会雑誌．２０１５；２６（８）：２９２（MRS０１２-６）．
　佐々木美絵，佐藤元．救急医療における臨床試験登録

の現状．第４３回日本救急医学会総会・学術集会；

２０１５.１０.21-23；東京．日本救急医学会雑誌．２０１５；２６（８）：
４７１.
　佐々木美絵，佐藤元．救急医療における臨床試験：米
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国の法令・倫理規則．第４３回日本救急医学会総会・学術

集会；２０１５.１０.21-23；東京．日本救急医学会雑誌．２０１５；
２６（８）：４７１.
　佐々木美絵，湯川慶子，藤井仁，佐藤元．がん臨床研

究の国際比較：国際臨床試験登録データベースによる比

較．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．
日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：２７２.
　佐々木美絵，藤井仁，湯川慶子，佐藤元．国立保健医

療科学院「臨床研究（試験）情報検索ポータルサイト」

の利用実態．第９回日本薬局学会学術総会；２０１５.９.２６-
２７；横浜．同講演要旨集．p.１８９.
　佐々木美絵，湯川慶子，藤井仁，佐藤元．臨床試験登

録の現状：WHO 国際臨床試験登録プラットフォーム
（ICTRP：International Clinical Trials Registry Platform）
に関する記述疫学研究．日本臨床試験学会第７回学術集

会総会；２０１６.３.１１-１２；名古屋．同抄録集．p.９１.
　佐々木美絵，湯川慶子，藤井仁，佐藤元．我が国にお

ける臨床試験登録の品質評価．日本臨床試験学会第７回

学術集会総会；２０１６.３.１１-１２；名古屋．同抄録集．p.９２.
　佐藤元，宮川大輔，原伸一，藤井仁，湯川慶子，佐々

木美絵．新臨床研究ポータルサイトの構築と活用と発展

に向けて．第３５回医療情報学連合大会；２０１５.１１.３；沖縄．
第３５回医療情報学連合大会プログラム・抄録集．p.３３４
（CD）．
　佐藤洋子，湯川慶子，川尻洋美，加藤悟，酒井洋治，

水島洋．難病情報・支援ネットワークシステムの構築～

その運用状況と課題について～．第３回日本難病医療

ネットワーク学会学術集会；２０１５.１１.１３；宮城．同学会機
関誌．p.６３.
　澤井明香，工藤典代，黒柳令子，細山田康恵，野首孝

祠，藤井仁，小野高裕．検査用グミゼリーを用いた年代

別の咀嚼能力の評価と目視スコア表の活用．第２６回日本

咀嚼学会学術大会；２０１５.９.２７；横浜．同プログラム抄録
集．p.３.
　宿南緑，田中良明，佐藤元．地域分析によるヘルシー

メニュー推奨店事業の新たな展開への一考察．第７４回日

本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生
雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：２５３.
　冨尾淳，堀成美，佐藤元．エボラウイルス病に関する

一般市民の知識・リスク認知と医療機関への受診意思．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５-１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１２０特別附録）：４６８.
　並木英巳子，鈴木道代，山口洋子，蓮見美代子，阿部

宏美，藤井仁，佐藤加代子．児童の朝食に関する教育効

果とその持続性．第６１回日本栄養改善学会学術総会；

２０１５.９.２４；福岡．同講演集．p.２４８.
　藤井仁，湯川慶子，佐々木美絵，佐藤元．新臨床研究

情報ポータルサイトの構築．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
特別附録）：２１９.
　藤井仁，湯川慶子，佐々木美絵，佐藤元．臨床研究

ポータルサイトのあり方の検討と再構築．第２１回日本薬

剤疫学会；２０１５.１１.８；埼玉．同学術総会プログラム・抄
録集．p.９２.
　湯川慶子．代替医療としての音楽療法：疫学研究から

のエビデンス．第１８回日本ヒト脳機能マッピング学会；

２０１６.３.８；京都．同プログラム講演抄録集．p.３６.
　湯川慶子，藤井仁，佐々木美絵，佐藤元．新臨床研究

情報ポータルサイトの構築と活用：難治性疾患の臨床試

験登録状況と医療情報．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.５；長崎．日本公衆衛生雑誌．p.４２８.
　湯川慶子，藤井仁，佐々木美絵，佐藤元．臨床研究情

報検索ポータルサイトの再構築と今後の活用にむけて．

第９回日本薬局学会学術総会；２０１５.９.２６；横浜．同講演
要旨集．p.１８９.

その他／Others

　Sasaki M. Cost-Effectiveness Analysis of AED:An Ex-
post Evaluation. 京都大学健康科学センター Summer 
Seminar；２０１５.９.１２-１３；京都．

研究調査報告書／Reports

　佐々木美絵，湯川慶子，藤井仁，佐藤元．海外の臨床

試験に関する情報基盤および登録内容の検討．厚生労働

科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「臨床研究

の実施状況管理のためのデータベースに関する研究」

（研究代表者：佐藤元．H２７ ─ 特別 ─ 指定 ─ ０１９）．平成２７
年度分担研究報告書．２０１６. p.５１-８４.
　佐藤元．臨床研究の実施状況管理のためのデータベー

スに関する研究．厚生労働科学研究費補助金厚生労働科

学特別研究事業「臨床研究の実施状況管理のためのデー

タベースに関する研究」（研究代表者：佐藤元．H２７ ─ 特
別 ─ 指定 ─ ０１９）平成２７年度総括研究報告書．２０１６.
　津谷喜一郎，湯川慶子，長澤道行．患者・医療者の役

割の観点から見たShared Decision Making．厚生労働科
学研究費補助金地域医療基盤開発推進研究事業「社会的

責任に応える医療の基盤となる診療ガイドラインの課題

と可能性の研究」（研究代表者：中山健夫．H２６ ─ 医療 ─ 
指定 ─ ０３８）平成２７年度分担研究報告書．２０１６.
　藤井仁，佐々木美絵，湯川慶子，佐藤元．臨床研究の

実施状況管理のためのデータベースのセキュリティ要件．

厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業

「臨床研究の実施状況管理のためのデータベースに関す

る研究」（研究代表者：佐藤元．H２７ ─ 特別 ─ 指定 ─ ０１９）
平成２７年度分担研究報告書．２０１６. p.９７-９９.
　水島洋，佐藤元．海外における臨床研究データベース

の調査．厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研

究事業「臨床研究の実施状況管理のためのデータベース

に関する研究」（研究代表者：佐藤元．H２７ ─ 特別 ─ 指定 
─ ０１９）平成２７年度分担研究報告書．２０１６. p.８５-８９.
　森永裕美子，藤井仁，松岡宏明．DWH-CUBE活用に
よるがん検診未受診者対策及び受診精度管理への有効性．
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厚生労働科学研究費補助金健康危機・危機管理対策総合

研究事業「保健医療福祉計画策定のためのデータウェア

ハウス構築に関する研究」（研究代表者：岡本悦司．

H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００１）平成２７年度総括・分担研究報告
書．２０１６.
　湯川慶子，佐々木美絵，藤井仁，佐藤元．新データ

ベースの項目，突合鍵等に関する研究．厚生労働科学研

究費補助金厚生労働科学特別研究事業「臨床研究の実施

状況管理のためのデータベースに関する研究」（研究代

表者：佐藤元．H２７ ─ 特別 ─ 指定 ─ ０１９）平成２７年度分担
研究報告書．２０１６. p.９０-９６.
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　生涯健康研究部では，生涯にわたる疾病及び障害の予

防，健康の保持及び増進並びに保健指導についての調査

研究と人材育成方法の開発を行い，全てのライフステー

ジを通じて幅広い視点から人の健康の保持及び増進を図

るための課題に取り組む．特に，国および地方自治体と

連携して研究を進める．

　具体的には，乳幼児期の発育，幼年期や少年期におけ

る家庭での生活習慣の確立等，青年期での予防知識や技

術の普及，壮中年期以降に多い生活習慣病の予防，高年

期のQOLの向上とそのための障害の低減など，全ての
ライフステージを通じて幅広い視点から人の健康の保持

及び増進を図るための課題に取り組む．また，地方公共

団体及び地域組織の保健活動と連携し，保健活動のシス

テム開発に向けた理論開発と政策に関する研究，地域母

子保健活動及び施策に関する研究，保健活動方法の開発

と評価に関する研究，保健指導の計画・評価・マネジメ

ント技術開発，健康相談・健康教育・地域組織活動の育

成支援方法・技術開発に関する調査研究等を行いながら，

その研究成果を施策化して現場へ反映し，現場のニーズ

を踏まえてさらに調査研究を推進することで，行政施策

に直結した研究・教育活動を行う．

１） 生涯健康研究部の構成と異動について

　平成２７年度の生涯健康研究部は，横山徹爾（部長），

【地域保健システム研究領域】石川みどり（上席主任研

究官），守屋信吾（上席主任研究官），逢見憲一（主任研

究官），吉田穂波（主任研究官），大久保公美（主任研究

官），【公衆衛生看護研究領域】松本珠実（上席主任研究

官：４月採用），川崎千恵（主任研究官），森永裕美子

（主任研究官：４月採用），堀井聡子（主任研究官：４月

採用）で構成されている．年度途中での異動はなかった．

２） 母子保健

〇　わが国における平均出生体重の減少要因

　近年わが国では平均出生体重が減少し低出生体重児の

割合が増えていることが，乳幼児身体発育調査や人口動

態統計調査結果から示されている．１９８０年から２０１０年ま

での３０年間の人口動態統計特別集計データを用いて，日

本の出生体重減少に影響を及ぼしてきた要因とその影響

の大きさについて，相対危険，人口寄与危険度割合等の

観点から分析を行っている．出生体重の低下はわが国を

将来支えていく国民の健康に大きなインパクトを与える

問題であり，低出生体重児増加の要因が解明されれば現

在の母子保健における方向性を決めるものとなる．

〇　乳幼児期の健康診査

　市町村における乳幼児健康診査における栄養指導の標

準化にむけて，標準的な乳幼児期の健康診査と保健指導に

関する手引き～「健やか親子２１（第２次）」達成に向けて

～（厚生労働省健康局母子保健課：http://www.mhlw.go.jp/ 
file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/ 
tebiki.pdf）を作成し公表され，全国市町村において活
用されている．本手引書の市町村での多職種連携による

有効な活用のための実態調査を行うことを目的として，

効果的な栄養指導に関する先行研究レビュー，市町村で

乳幼児期の健診時・フォロー時の栄養指導のために連携

協力している組織と内容に関する調査の実施し，その結

果は「標準的な健康診査モデル作成にむけた提言」にま

とめられた．

○　災害時の母子保健

　災害時に求められる母子保健，特に東日本大震災にお

ける母子の健康影響に関する研究において実践的な妊産

婦救護トレーニングコースを開発・開催し，その成果か

ら，臨床現場と地方行政が災害時に協働で機能するよう

な政策研究を進めている．

　東日本大震災で妊婦がどのような健康状態にあったの

かを明らかにし，診療データの解析や人口動態統計死亡

票の解析を行い，死亡時年齢を分析・比較して震災によ

る犠牲が多かった年代を明らかにした．震災当日に平時

よりも遙かに多い乳児が死亡していたことを統計的に明

らかにし，平時から地域，自治体，医療機関，教育機関

で連携して災害時母子救護システムを作る重要性を示し

た．また，内閣府少子化対策，内閣府防災との連携によ

り，これらの救護所における妊婦や新生児への診療内容

から得られた知見を保健行政や地元医療機関の指針およ

び災害対応時マニュアルに反映させた．

　災害時次世代救護における人材育成手法を開発・検証

し，実証研究によって改善を図った．この研修の中で災

害時要援護者への避難所環境を検討する際の要点が抽出

された．１２自治体で災害時母子救護事業が展開された．

また，開発した次世代対応防災啓発ツールの中でも，①

妊産婦・乳幼児のチェックリスト，②避難所災害時要援

護者名簿，③搬送手段と搬送先・連絡先のバックアップ

システム④啓発パンフレットに関して有効性と必要性が

認められた．

３） 生活習慣病対策

○　健康増進施策

　生活習慣病対策におけるポピュレーション・アプロー

チの柱として健康日本２１をはじめとする国民健康づくり

運動の展開が重要である．しかし，地方自治体等で地域

診断に基づいて健康課題を抽出し，健康増進施策を進め

るための方法論は十分に確立されていない．そこで，健

生涯健康研究部
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康日本２１（地方計画，第二次を含む）を効果的に推進す

るために，これらの課題に関する調査研究に取り組むと

ともに，科学院の研修等を通じてその成果を全国に普及

させることを目的として，研究成果をマニュアルや報告

書としてまとめ，今後のわが国における健康増進施策推

進に役立つよう，「地方自治体における生活習慣病関連

の健康課題把握のための参考データ・ツール集」として

WEB上で誰でも利用できるように公開した（http://www. 
niph.go.jp/soshiki/07shougai/datakatsuyou）．これらの
教材やツールは，短期研修「健康・栄養調査の企画・運

営・評価に関する研修」等を通じて地方自治体に提供し

人材育成に活かしている．

　健康日本２１（第二次）では，最上位の目標として「健

康寿命の延伸」と「健康格差の縮小」を掲げているが，

「健康格差の縮小」の指標としては「日常生活に制限の

ない期間の平均（健康寿命）の都道府県格差の縮小」と

されているだけであり，具体的な分析・評価方法は決

まっていない．そこで，平成２２年と２５年の健康寿命の値

を用いて具体的な分析方法を検討した．都道府県別健康

寿命の推定値の誤差の影響を補正したうえで両年次間で

比較したところ，男性では，健康寿命の分布全体が高い

方に移動しており，低順位ほど移動幅が大きく，都道府

県のバラツキ（格差）を意味する標準偏差は，約１７％縮

小がみられた．女性では，健康寿命の分布は高い方に移

動していたが，低順位では変化はみられず，標準偏差は

約６％のわずかな縮小だった．これらの検討結果は，平

成２７年１２月の厚生科学審議会（健康日本２１（第二次）推

進専門委員会）において報告した．

○　特定健診・特定保健指導

　わが国では，生活習慣病対策のためのハイリスク・ア

プローチとして特定健診・特定保健指導，ポピュレー

ション・アプローチとして健康日本２１等の国民健康づく

り運動が，それぞれ施策の重要な柱となっている．

　特定健診・特定保健指導の制度のもとでは，健診・保

健指導データとレセプトデータが実施主体である医療保

険者に集まるため，これらのデータを突合したデータ分

析によって優先すべき対象の選択や事業の評価・見直し

を行い，PDCAサイクルを展開して健診・保健指導事業
を改善し効果的に実施して行くことが可能である．しか

し，同制度が開始されて８年が経過するが，積極的に

データを活用している保険者はまだ十分とは言えない．

また，近年では各保険者がデータヘルス計画を作成・推

進することが求められており，データ活用の重要性はま

すます増している．そこで，どの自治体や保険者におい

ても健診・医療・介護等のデータを活用して地域の健康

課題を明らかにしたうえで保健事業の立案と展開を行い，

生活習慣病対策を効果的に実施して行くことができるよ

うに，保健活動における主な場面別に，データの入手・

集計（加工）・分析（読み取り）の一連の作業を具体的

な手順書として整理し，「自治体における生活習慣病対

策推進のための健診・医療・介護等データ活用マニュア

ル」を作成した．また，都道府県や国保連合会等でデー

タを活用した生活習慣病対策の計画立案・実施・評価に

関する人材育成を体系的に推進するために，「健診・医

療・介護等のデータを活用した効果的な生活習慣病対策

の立案・実施・評価のための人材育成プログラム・実践

ガイド」を作成した．これらのマニュアル・ガイドと

ツール類は，前記と同じ国立保健医療科学院のホーム

ページで公開した．また，科学院の短期研修「生活習慣

病対策健診・保健指導に関する企画・運営・技術研修」

等を通じて地方自治体等に提供し人材育成に活かしてい

るほか，各自治体等が主催する研修会に直接出向いて，

研究成果を自治体支援にも活用している．

　その他，平成３０年度からの特定健診・特定保健指導の

見直しに向けて，「健診・保健指導の研修ガイドライン

改訂に向けての提案」を，主に国における研修の対象や

内容に関して分担し検討・提案した．

４） 高齢期

○　高齢者の食事，食行動，食環境

　高齢者人口において独居世帯の割合が増加している．

また，栄養問題においては，健康寿命や介護予防の観点

から，過栄養・低栄養，両者の問題の重要性が高まって

いる．そこで，独居高齢者の食事，食行動（調理，買い

物行動等），健康・栄養状態（虚弱，介護度等），食環境

（食料品店の地理的状況）を明らかにすること，高齢期

の食事・栄養素等摂取量の個人内・個人間変動は年齢に

よりどのように変わるのかを明らかにすること，食事に

問題がある高齢者を簡便にスクリーニングするための食

生活項目（日本のフードセキュリティ指標）を作成する

ことを目的とする．５県の独居高齢者の食生活，食料品

店の地理的情報，食事記録の調査を実施し，解析をすす

めた．また，北海道に居住する高齢者に筋力及び食事調

査を実施し，高齢者の健康を維持する筋力と食事摂取に

関する解析を行っている．これらの研究から，独居高齢

者の健康・栄養状態，買い物の困難さ，フードアクセス，

飲酒行動，ソーシャルサポートの関連を明らかにした．

○　介護予防推進のための地域保健活動に関する縦断的

研究

　埼玉県某自治体において，地域自立高齢者を対象とし

た健康格差にかかわる社会経済的要因を示し，介護予防

推進のための政策提言を目的とした健康調査を実施した．

横断的調査から，口腔機能向上を含む介護予防施策に対

する行動変容ステージの状況とそれに影響する要因，ま

た社会経済状況とそれに影響すると考えられる潜在的な

要因と健康状態との相互の関連性を詳細に分析した．さ

らに今後，長期的に縦断的調査を行い，行動変容ステー

ジの状況，社会経済状況，健康状態，身体的・社会動性，

社会貢献性，心理的状態などが，日常生活活動性の低下，

要介護認定状況にどのように関連するかを検討する．

生涯健康研究部
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５） 全世代

○　人材育成

　地域保健総合推進事業「保健師活動指針の活用に係る

現状と課題」において，活用にかかる課題を抽出し，提

言を付け，厚生労働省本省とも調整して報告書を完成，

事例も収集した．これらの成果は「保健師に係る研修の

あり方等に関する検討会」の資料としても活用された．

○　住民組織活動

　住民が地域活動に参加することの意味や意義を明らか

にする目的で，エスノグラフィーのためのフィールド調

査を行い，質的記述的研究と量的研究を進めた．

○　健康的な食品構成の検討

　近年，所得をはじめとする社会経済状態の違いによる

健康・栄養状態の格差が大きな問題となっていることか

ら，経済指標を取り入れた食事評価法およびその解析手

法の確立，さらに格差縮小のための具体的な栄養政策に

つながるようエビデンスの構築が必要である．そこで，

食品市場価格を考慮した健康的な食品構成の検討を行う

ために，最適化法を用いた解析手法の開発を進めた．

○　日本人の食事構造

　すべてのライフコースに共通し，現在の日本人の食事

構造を明らかにするために，栄養素，食品・食品群レベ

ルでの評価に加え，料理レベルでの評価を可能にするた

めの新たな食事評価法の開発に取り組んでいる．

○　データウエアハウス活用

　厚生労働科学研究を分担し，以下の３テーマについて

検討した．胃がん検診受診の，初回受診者と非初回受診

者におけるがん発見率を検証する活用案と，子宮がん・

乳がん検診の未受診者にがん患者がいる割合の推計値を

算出し，未受診者対策の根拠の参考値とする活用案を提

示した．健康危機管理に関する都道府県の地域防災計

画・保健医療計画をレビューした上で，必要な情報項目

についてデータ分析を行った．各保健所区域における入

院・外来のレセプト件数（国保・被保険者１人あたり）

を経時的に都道府県・全国と比較する分析方法を考案した．
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ほ，三浦宏子，吉池信男．１９９０年代以降の国際機関の

食・栄養政策，食事・栄養素等基準に関する動向．国際

保健医療．２０１６；３１；１３-２２.
　小林真琴，小林秀子，石川みどり，横山徹爾．長野県

における脳血管疾患死亡率の地域差と関連する生活習慣

及びリスク要因．栄養学雑誌．２０１５；７３： １-１１.
　桜井良太，清水由美子，川崎千恵，長谷部雅美，村山

幸子，倉岡正高，藤原佳典. ソーシャル・キャピタルに
着目したヘルスサポーターの養成プログラム作成の試

み：参加者特性と養成講座参加に伴う意識変化の検討．

応用老年学．２０１５； ９：１２９-１３７.
　中川夕子，石川みどり，横山徹爾．集団におけるエネ

ルギー及び各栄養素の短期間（１日間及び２日間平均

値）と習慣的な摂取量の分布の違い．栄養学雑誌．

２０１５；７３：１１９-１３２.
　細井舞子，安井典子，松本珠実，奥町彰礼，廣川秀徹，

半羽宏之．障がい者福祉施設職員におけるHIV 感染者の
自施設利用に関する意向及び関連する要因．日本エイズ

学会．２０１５；１８：７２-７８.
　森永裕美子，難波峰子，二宮一枝．育児期における父

親の親性と母親の育児負担感に関する研究．小児保健研

究．２０１５；７４：５１９-５２６.
　吉田穂波，林健太郎，太田寛，池田裕美枝，大塚恵子，

原田菜穂子，新井隆成，藤岡洋介，春名めぐみ，中尾博

之．東日本大震災急性期の周産期アウトカムと母子支援プ

ロジェクト（Primary Care for Obstetrics Team：PCOT）．
日本プライマリ・ケア連合学会誌．２０１５；３８：１３６-１４２.
　吉葉かおり，武見ゆかり，石川みどり，横山徹爾，中

谷友樹，村山伸子．埼玉県在住一人暮らし高齢者の食品

摂取の多様性と食物アクセスとの関連．日本公衆衛生雑

誌．２０１５；６２：７０７-７１８.
　村本あき子，中村誉，杉田由加里，武見ゆかり，中村

正和，林芙美，真栄里仁，宮地元彦，横山徹爾，和田高

士，津下一代．保健指導技術に関する自己評価結果につ

いての考察．人間ドック．２０１５；３０（３）：６２３-６３１.
　横山顕，松下幸生，遠山朋海，中山秀紀，瀧村剛，木

村充，米田順一，真栄里仁，水上健，樋口進，横山徹爾．

認知行動療法後の再発アルコール依存症患者に対す

る 再飲酒予防トレーニングCopingSkillsTrainingと
CueExposureTreatmentと手紙療法．日本アルコール・
薬物医学会雑誌．２０１５；５０（２）：８８-１０３

総説／Reviews

　松本珠実．超高齢社会における公衆衛生看護の人材育

成の推進．保健医療科学．２０１６；６５：２４-３５.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　逢見憲一．水島府県別生命表における刊行経緯・方法

の変遷と生命表精度に関する認識．日本医史学雑誌．

２０１５；６１：３２５-３２６.
　吉田穂波．小さな命を救え．災害時の母子救護⑪震災

から学んだことを未来へ：災害時の妊産婦，乳幼児への

支援．近代消防．２０１５；５３：１１４-１１５.
　吉田穂波，渡邊直子．災害時の妊産婦の救助・支援：

産婦人科医として何ができる？山梨産科婦人科学会誌．

２０１６； ６： ２-９.
　吉田穂波．研究機関での取り組み：小児科医師のキャ

リアステップの中に研究職や行政職というチョイスを―

ワークライフバランスを追及して見えてきたもの―．小

児内科．２０１６；４８：６２-６５.
　吉田穂波．女性医師本人が身に付けると望ましいこと

―受援力とその実践―．治療．２０１５；９７：１７０４-１７０８.
　吉田穂波．最近の母子保健疫学から見える新たな母親

生涯健康研究部



J. Natl. Inst. Public Health, 65（3）: 2016268

像．チャイルドヘルス．２０１５；１８： ６-１１.
　吉田穂波．助産師だからこそできる，少子化社会対策．

助産雑誌．２０１５；６９；４７１-４７８.
　吉田穂波．小さな命を救え！災害時の母子支援．診療

研究．２０１５；５０５：３３-３８.
　吉田穂波．小さいけれど，大きな未来を抱えたいのち

―災害時に胎児や子どもを守るため，どんなシステム作

りが進められているのか，何が出来るのか．近代消防．

２０１５；５３：１１８-１２０.
　吉田穂波．身に染みてわかった産後ケアの重要性．助

産雑誌．２０１５；６９：７２-７７.

その他／Others

　堀井聡子．アジア・アフリカ・ラテンアフリカの看護

教育はいま．看護教育．２０１５；５６：１１１８-１１２３．（資料）
　松本珠実，野崎真美，七堂美香．健康日本２１（第２

次）の推進と保健師活動．保健師ジャーナル．２０１５；７１：

４８５-４９０.
　松本珠実．ソーシャル・キャピタルの醸成にかかる保

健師の能力形成プロセスについて．公衆衛生情報．

２０１５；４５：１０-１２.
　吉田穂波．小さな命を守れ！災害時の次世代救護．近

代消防．東京：近代消防社；２０１５．（２０１５年１月より１年

間１２回連載）

著書／Books

　Okubo H, Robinson SM. Early Life Nutrition and 
Metabolic Syndrome. In: Isaias Dichi I and Simao AN, ed. 
Nutritional intervention in metabolic syndrome. CRC 
Press. 2015. p.117-128.
　Okubo H, Robinson SM, Godfrey KM. Maternal 
nutrition and its influence on the health of the next 
generation: The “developmental origins hypothesis”. 
Tremellen K, Pearce K, ed. Nutrition, Fertility, and 
Human Reproductive Function. Boca Raton, FL: CRC 
Press; 2015. p.107-127.
　石川みどり．食環境の変遷と現状，公衆栄養プログラ

ムの展開，公衆栄養学―栄養政策，地域栄養活動の理論

と展開―．吉池信男，編著．東京：第一出版；２０１５．

p.１５１-１６１, ２３９-２４９.
　石川みどり．理論と研究の基礎：実行に移すための環

境的サポートを促進する，これからの栄養教育論―研

究・理論・実践の環―．足立己幸，衛藤久美，佐藤都喜

子，監訳．Isobel R. Content： Nutrition Education. 東京：
第一出版；２０１５．p.１７７-２００. 
　石川みどり．栄養教育に活用する基礎知識と教材，栄

養教育論（第３版）．春木敏，編．東京：医歯薬出版；

２０１６．p.１４１-１４８. 
石川みどり，西田美佐．諸外国の栄養・健康問題とその

施策．公衆栄養学実習（第２版）．上田伸男，編．公衆

栄養学実習（第２版）．東京：化学同人；２０１６．p.１６３-

１７０.
　石川みどり．栄養教育のマネジメントサイクル．武見

ゆかり，赤松利恵，編．日本栄養改善学会，監修．栄養

教育論―理論と実践―．東京：医歯薬出版；２０１６．p.５３-６７.
　厚生統計協会，他，編（横山徹爾他分担執筆）．衛生

の主要指標２-１～２-１２．図説・国民衛生の動向２０１５/２０１６．
東京：厚生統計協会；２０１５．

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　Horii S, Kan A, Kam Gouba SE,Minoungou A, Tapsoba 
V, Millogo JJ. Subjective health of women in rural burkina 
faso: Community-based participatory research utilizing 
photo voice.143rd APHA annual meeting and exposition; 
2015.10.31-11.4; Chicago, USA. Proceedings.
　Horii S, Kan A, Kam Gouba SE, Minoungou A, Tapsoba 
V, Millogo JJ. Association between maternal and child 
health and mutual support through Accumulating Saving 
and Credit Associations (ASCA) in Rural Burkina Faso. 
MMIRA Asia Regional Conference; 2015.9.19-20; Osaka, 
Japan. Proceedings.
　Horii S, Kan A, Kam Gouba SE, Minoungou A, Tapsoba 
V, Millogo JJ.Development of participatory community 
assessment methodologies in sub-Saharan Africa: An 
innovative approach to health disparity. The 6th 
international conference on community health nursing 
research; 2015.8.19-21; Seoul, Korea. Proceedings.
　Ishikawa M. The situation of Fiji and the possibility pf 
cooperation based on Japan’s experience, how can we 
monitor new global health agenda on post MDGs? 
symposium; 2015.9.5; Tokyo. Proceedings. p.25-52.
　Ishikawa M, Kaoru Kusama, Saiko Shikanai. Food and 
nutritional improvement action of communities in Japan: 
Lesson for the world. Asian Congress of Nutrition; 
2015.5.14-18; Yokohama. Symposium proceeding. p.72.
　Kumakawa T, Taneda K, Horii S. Development of 
personnel  training  support  system  to  sustain  UHC in 
an ageing society. 47th APACPH Conference; 2015.10.21-
23; Bandung, Indonesia. Proceedings.
　Yoshida A, Suzuki H, Suzuki H, Okamoto Y, Yoshida H, 
Hishinuma A, Okuzumi K, Nishimura K, and Clinical 
Cryptococcus Study Group (CCSG) & Infection Forum 
Tokyo (IFT). Characteristics of cryptococcal capsular 
Polysaccharide (CPS) genes in clinical isolates in eastern 
Japan. 19th ISHAM; 2015.5.5-7; Melbourne, Australia. 
Final Abstract. p.63.
　石川みどり，守屋信吾，横山徹爾．高齢者の肥満と食

事回数，食材種類数，食事パタンとの関連．第７４回日本

公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑
誌．２０１５；６２（１０特別抄録）：５２６.
　大久保公美．食事調査の有用性と限界．食事摂取基準

と実践栄養をどうつなぐか～エネルギーから考える～．
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第６２回日本栄養改善学会総会；２０１５.９.２５；福岡．同抄録
集．p.７３.
　大久保公美，三宅吉博，佐々木敏，田中景子，廣田良

夫．幼少期の野菜・果物摂取に関連する胎児期・乳児期

の要因．第４回日本DOHaD研究会学術集会；２０１５.８.２；
東京．同抄録集．p.１２２.
　逢見憲一．地域健康指標としての生命表の精度―沖縄

の出生・死亡と平均寿命の長期推移の分析例―．第１１６

回日本医史学会総会；２０１５.４.２５-２７；大阪．日本医史学雑
誌．２０１５；６１（１）：１００.
　逢見憲一．水島府県別生命表における刊行経緯，方法

の変遷と生命表精度に関する認識．日本人口学会第６７回

大会；２０１５.６.５-７；名古屋．同報告要旨集．p.１０９.
　逢見憲一．医学教育カリキュラムにみる“ドイツ医

学” “アメリカ医学”の変容―近代日本医学の通奏（執
拗）低音―．第４７回日本医学教育学会大会；２０１５.７.２４-
２５；新潟．医学教育. ２０１５； ４６（suppl.）：１１２.
　逢見憲一．水島府県別生命表における刊行経緯，方法

の変遷と戦前沖縄の乳児死亡精度に関する認識. 第７４回
日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛
生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：２２１.
　逢見憲一．水島府県別生命表における刊行経緯，方法

の書誌的変遷と生命表精度に関する認識．第８０回日本民

族衛生学会総会；２０１５.１１.１３-１４；弘前．民族衛生．２０１５； 
８１（suppl.）：３２-３３.
　奥田博子，森永裕美子．自治体保健師の人材管理体制

の実態（第１報）職務，研修，長期休暇等の履歴管理と

活用．第４回日本公衆衛生看護学会学術集会；２０１６.１.２３-
２４；東京．同講演集．p.２１６.
　久保田チエコ，守屋信吾，渡邊裕，濱洋平，水口俊介．

地域自立高齢者における知的能力，教育歴と定期歯科受診

との関連性．第２６回日本老年歯科医学会総会；２０１５.６.１２-
１４；横浜．老年歯科医学．２０１５；３０：１１７-１１８.
　武見ゆかり，石川みどり．公衆栄養分野の管理栄養士

としての専門職の展開．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：２０１５. p.８１.
　伊達岡要，吉田穂波，内田聖人，日高武英，伊藤雄二．

BLSOインストラクターコースアンケート結果からの考
察．第１回ALSO-Japan学術集会；２０１５.９.２６；金沢．同抄
録集．p.７.
　豊下祥史，川西克弥，小池智子，佐々木みづほ，河野

舞，會田英紀，守屋信吾，三浦宏子，越野寿．軽度認知

障害を有する有床義歯装着者の口腔機能に関する調査．

第２６回日本老年歯科医学会総会；２０１５.６.１２-１４；横浜．老
年歯科医学．２０１５；３０：１９６-１９７.
　堀井聡子，曽根智史．保健人材のAAAQのモニタリン
グ・フレームワークに関する研究．第３０回国際保健医療

学会；２０１５.１１.２１-２２；石川．同抄録集．
　松本珠実，岡島さおり，朽木悦子，黒橋真奈美，小西

美香子，西嶌知子，吉田知可，佐伯和子，半澤節子，横

山美江．保健師によるソーシャル・キャピタルの醸成過

程．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-９；長崎．日
本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４０８.
　松本珠実，黒橋真奈美，岡島さおり，小西美香子，朽

木悦子，西嶌知子，吉田知可，佐伯和子，半澤節子，横

山美江．ソーシャル・キャピタルの醸成に至る保健師の

公衆衛生看護展開過程．第４回日本公衆衛生看護学会；

２０１６.１.２３-２４；東京．同学術集会講演集．２０１６. p.１３６.
　村松真澄，守屋信吾，村松宰．介護保険施設の看護管

理者への口腔ケアマネジメント研修の効果検証．第７４回

日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛
生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：３９４.
　森永裕美子．リーダー後期（経験１８年以上）における

研修効果と意義の検討．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生会誌．２０１５；６２（１０特別
付録）：４９５.
　森永裕美子，奥田博子．自治体保健師の人材管理体制

の実態（第２報）産休・育休に係る復帰支援．第４回日

本公衆衛生看護学会学術集会；２０１６.１.２３-２４；東京．同講
演集．p.２１７.
　守屋信吾，石川みどり，横山徹爾．地域自立高齢者の

咀嚼能力と食事摂取状況との関連性．第７４回日本公衆衛

生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：
４４１.
　守屋信吾，久保田チエコ，渡邊裕，村松真澄，豊下祥

史，川西克弥，越野寿．地域自立高齢者における社会的

健康格差要因　歯数についての分析．第２６回日本老年歯

科医学会総会；２０１５.６.１２-１４；横浜．老年歯科医学．
２０１５；３０：１３７-１３８.
　諸岡歩，磯部澄枝，小田雅嗣，阿部絹子，酒井登実代，

石川みどり，村山の伸子，芳賀めぐみ，渋谷いづみ．健

康日本２１（第二次）推進における効果的栄養施策の構築

に関する検証（第２報）．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：５２９.
　山岸絵美，石川源，吉田穂波，菅原準一，中井章人．

災害時妊産婦救護のための地域連携システム構築を目

指し―南多摩医療圏に見る現状と対策案―．第２１回日

本集団災害医学会学術集会；２０１６.２.２７-２９；山形．
J.J.Disast.Med. ２０１６；２０（３）：４９２.
　吉田穂波，中尾博之，新井隆成，菅原準一，鶴和美穂，

倉野康彦．産科医療従事者における災害医療研修のあり

方―統計学的解析から見えてきた必要性とニーズ―．第

２１回日本集団災害医学会学術集会；２０１６.２.２７-２９；山形．
J.J.Disast.Med. ２０１６；２０（３）：４９４.
　吉田穂波，新井隆成．災害時妊産婦救護による組織横

断的ネットワークの可能性．第１回ALSO-Japan 学術集
会；２０１５.９.２６；金沢．同抄録集．p.８.
　吉田穂波，新井隆成，渡邉直子，平田修司．災害時に

おける妊産婦疫学調査から見えてきた組織横断的ネット

ワークの可能性と課題．第１３０回関東連合産科婦人科学

会総会・学術集会；２０１５.１０.２４-２５；千葉．関東連合産婦人
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科学会誌．２０１５；５２（３）４６４.
　吉田穂波，新井隆成，春名めぐみ，中尾博之．領域横

断的な災害時母子救護システム構築の最先端．第２０回日

本集団災害医学会学術集会；２０１５.２.２５-２８；東京．
J.J.Disast.Med. ２０１５；１９（３）：４１０.
　吉葉かおり，武見ゆかり，村山伸子，石川みどり，横

山徹爾．埼玉県在住一人暮らし高齢者の食品摂取の多様

性と食物背摂取状況との関連．第７４回日本公衆衛生学会

総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５. p.３４２.
　渡邊裕，守屋信吾，小原由紀，枝広あや子．地域在住

二次予防高齢者に対する複合プログラムの開発と効果検

証．第６４回日本口腔衛生学会・総会；２０１５.５.２７-２９；口腔
衛生学会雑誌．２０１５；６５：１９６.
　鷲尾昌一，小橋元，清原千香子，岡本和士，横山徹爾，

三宅吉博，大浦麻絵，森満，井手悠一郎，井手三郎．日

本人女性における全身性エリテマトーデスの危険因子 
症例対照研究．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-
６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：４２７.
　杉田由加里，水野智子，横山徹爾．自治体における生

活習慣病対策の保健事業に関するデータ分析・活用の体

制づくり．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；
長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：２５８.
　杉山賢明，遠又靖丈，武見ゆかり，津下一代，中村正

和，橋本修二，宮地元彦，山縣然太朗，横山徹爾，辻一

郎．健康日本２１（第二次）に関する健康意識・認知度調

査とその推移．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-
６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：２３６.
　鎌田陽子，横山顕，今関ひろみ，林恵美子，村田成範，

木下健司，北川義徳，横山徹爾．飲酒継続中のアルコー

ル依存症男性のALDH２遺伝子多型と唾液中のアセトア
ルデヒドレベルの関連．平成２７年度アルコール・薬物依

存関連学会合同学術総会；２０１５.１０.１１-１３；神戸．日本ア
ルコール・薬物医学会雑誌．２０１５；５０（４）：２２３.
　横山顕，鎌田陽子，今関ひろみ，林恵美子，村田成範，

木下健司，北川義徳，横山徹爾．飲酒継続中のアルコー

ル依存症男性のADH１BとALDH２遺伝子多型とアル
コール代謝速度との関連．平成２７年度アルコール・薬物

依存関連学会合同学術総会；２０１５.１０.１１-１３；神戸．日本
アルコール・薬物医学会雑誌．２０１５；５０（４）：２２２.
　鈴木有佳，松浦広明，横山徹爾，井上真奈美，池田愛

.将来の婚姻状況による循環器疾患の余剰死亡者数予測
に関する研究．第５１回日本循環器病予防学会学術集会；

２０１５.６.２６-２７；大阪．日本循環器病予防学会誌．２０１５；５０
（２）：１３９.
　横山徹爾．他領域から助産師，産婦人科医へのアドバ

イス出生前コホート研究の意義と期待．第３３回東京母性

衛生学会学術集会；２０１５.５.３１；東京．東京母性衛生学会
誌．２０１５；３２（Suppl.１）：S１４.
松下由実，中川徹，篠原通浩，山本修一郎，高橋義彦，

溝上哲也，横山徹爾，野田光彦. ウエスト周囲長と体格
組成との関係．日本糖尿病学会；２０１５.５.２１-２４；山口．糖

尿病．２０１５；５８（Suppl.１）：S-２７６.
　堀圭介，岡田裕之，小西一男，津田享志，堅田親利，

横山徹爾，石川秀樹，武藤学. 食道癌内視鏡的治療後患
者における飲酒状況とヨード不染帯程度の変化に関する

検討―多施設前向き試験JECstudyより―．第８９回日本
消 化 器 内 視 鏡 学 会 総 会；２０１５.５.２９-３１；名 古 屋．
Gastroenterological Endoscopy. ２０１５；５７（Suppl.１）：８４１.

研究調査報告書／Reports

　石川みどり，三好美紀，草間かおる，水元芳，野末み

ほ，吉池信男，三浦宏子．国際機関の食・栄養政策，食

事・栄養素等基準に関する動向．厚生労働科学研究費補

助金地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関す

る研究事業「持続可能性と科学的根拠に基づく保健関連

ポストミレニアム開発目標の指標決定のプロセス分析と

評価枠組みに関する研究」（研究代表者：三浦宏子．

H２７ ─ 地球規模 ─ 一般 ─ ００２）平成２７年度総括・分担研究
報告書．２０１６. p.２９-４０.
　大久保公美，足立己幸．日本人の食事を構成する核と

なる料理に使用された食材料の種類，出現数および摂取

量分布に関する検討．厚生労働科学研究費補助金循環器

疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「健康増

進・栄養政策の推進における国民健康・栄養調査の活用

手法の開発」（研究代表者：古野純典．H２７ ─ 循環器等 ─ 
一般 ─ ００３）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６.
　堀井聡子，横山徹爾，杉田由加里．健診・医療・介護

等のデータを活用した効果的な生活習慣病対策の立案・

実施・評価のための「人材育成プログラム・実践ガイド」

の開発．厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病

等生活習慣病対策総合研究事業「健診・医療・介護等の

データベースの活用による地区診断と補機園事業の立案

を含む生活習慣病対策事業を担う地域保健人材の育成に

関する研究」（研究代表者：横山徹爾．H２５ ─ 循環器等
（生習） ─ 一般 ─ ０１４）平成２７年度分担研究報告書．２０１６. 

p.２９-５３.
　松本珠実，永井仁美．健康危機管理に資する平常時に

把握すべきデータに関するデータウェアハウス構築と分

析・活用の試み．厚生労働科学研究費補助金健康安全・

危機管理対策総合研究事業「保健医療福祉計画策定のた

めのデータウェアハウス構築に関する研究」（研究代表

者：岡本悦司．H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００１）平成２７年度総括・
分担研究報告書．２０１６. p.１２７-１３９.
　松本珠実，分担事業者．地域保健総合推進事業「保健

師活動指針の活用に係る事例の収集」平成２７年度事業報

告書．２０１６.
　松本珠実．地域保健総合推進事業「地域包括ケアシス

テム構築における保健所・市町村保健師の保健活動に関

する研究」（分担事業者：浅井澄代）平成２７年度事業報

告書．２０１６.
　森永裕美子，藤井仁，松岡宏明．DWH-CUBE活用に
よるがん検診未受診対策及び検診精度管理への有用性～
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子宮頸がん，乳がん検診，胃がん検診の例～．厚生労働

科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業

「保健医療福祉計画策定のためのデータウェアハウス構

築に関する研究」（研究代表者：岡本悦司．H２７ ─ 健危 ─ 
一般 ─ ００１）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６．
p.１５７-１６８.
　吉田穂波．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機

管理対策総合研究事業「妊産婦・乳幼児を中心とした災

害時要援護者の福祉避難所運営を含めた地域連携防災シ

ステム開発に関する研究」（研究代表者：吉田穂波．

H２５ ─ 健危 ─ 若手 ─ ０１６）平成２７年度総括研究報告書．
２０１６

　吉田穂波．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機

管理対策総合研究事業「妊産婦・乳幼児を中心とした災

害時要援護者の福祉避難所運営を含めた地域連携防災シ

ステム開発に関する研究」（研究代表者：吉田穂波．

H２５ ─ 健危 ─ 若手 ─ ０１６）平成２７年度総合研究報告書．
２０１６

　吉田穂波．継続率向上のための研究．厚生労働科学研

究費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研

究事業「研究マインドを持つ臨床医に対する疫学教育プ

ログラムの開発と基盤整備」（研究者代表者：高橋理．

H２５ ─ 循環器等（生習） ─ 一般 ─ ００４）平成２７年度研究報告
書．２０１６. p.４８-６２.
　吉田穂波．震災時公文書の検証，整理．厚生労働科学

研究費補助金成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業

「東日本大震災被災地の小児保健に関する調査研究」（研

究代表者：呉繁夫．H２４ ─ 次世代 ─ 指定 ─ ００７）「産科領域
の災害時役割分担，情報共有のあり方検討Working 
Group」（研究分担者：菅原準一）平成２７年度研究報告書．
２０１６. p.１０５-１６８.
　吉田穂波，岩室紳也，仙田幸子，岡本悦司．地域別，

年齢別・夫婦の職業別にみた出生の「質」分析．厚生労

働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事

業「保健医療福祉計画策定のためのデータウェアハウス

構築に関する研究」（研究代表者：岡本悦司．H２７ ─ 健危 
─ 一般 ─ ００１）平成２７年度研究報告書．２０１６. p.１６９-１７５.
　横山徹爾，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金循

環器疾患・糖尿行頭生活習慣病対策政策研究事業「健

診・医療・介護等データベースの活用による地区診断と

保健事業の立案を含む生活習慣病対策事業を担う地域保

健人材の育成に関する研究」（H２５ ─ 循環器等（生習） ─ 一
般 ─ ０１４）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６.
　横山徹爾，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金循

環器疾患・糖尿行頭生活習慣病対策政策研究事業「健

診・医療・介護等データベースの活用による地区診断と

保健事業の立案を含む生活習慣病対策事業を担う地域保

健人材の育成に関する研究」（H２５ ─ 循環器等（生習） ─ 一

般 ─ ０１４）平成２５-２７年度総合研究報告書．２０１６.
　横山徹爾．健康寿命の都道府県格差の分析手法に関す

る研究．厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病

等生活習慣病対策総合研究事業「健康日本２１（第二次）

の推進に関する研究」（研究代表者：辻一郎．H２５ ─ 循環
器等（生習） ─ 一般 ─ ００１）平成２７年度分担研究報告書．
２０１６. p.４４-４９.
　横山徹爾．疾病構造の将来予測のためのツール開発．

厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習

慣病対策総合研究事業「人口構成，社会経済状況，生活

習慣の変化を考慮した疾病構造と経済的負担の将来予

測」（研究代表者：井上真奈美．H２５ ─ 循環器等（生習） ─ 
一般 ─ ００２）平成２７年度分担研究報告書．２０１６. p.４５-５４.

視聴覚資料やディジタル媒体などによる研究成果／Visual media

　横山徹爾．地方自治体における生活習慣病関連の健康

課題把握のための参考データ・ツール集．（厚生労働科

学研究費補助金「健診・医療・介護等データベースの活

用による地区診断と保健事業の立案を含む生活習慣病対

策事業を担う地域保健人材の育成に関する研究」）

http://www.niph.go.jp/soshiki/０７shougai/datakatsuyou/
　石川みどり．乳幼児期健康診査における保健指導と評

価の標準的な考え方：全国調査データと標準的な乳幼児

健康診査モデル作成のための論点整理．（平成２７年度国

立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）乳幼児
期の健康診査を通じた新たな保健指導手法等の開発のた

めの研究）

　吉田穂波．内閣府防災 避難所の確保と質の向上に関
する検討会 質の向上ワーキンググループ．災害時に妊
産婦・乳幼児を守るためのツール．http://www.bousai.go. 
jp/kaigirep/kentokai/hinanzyokakuho/wg_situ/dai3kai.html
　吉田穂波．受援力ノススメ．https://ndrecovery.niph. 
go.jp/quartett/ask_help.pdf
　吉田穂波．妊産婦向け防災ブックレット「ママと赤

ちゃんの防災ノート」．https: //cloud.niph.go.jp/s/fd/ 
kg6X0Qc6Ey2ciLETz7Hy
　吉田穂波．妊産婦向け避難所運営ゲーム（HUG）
ツール．https://cloud.niph.go.jp/fileshare/download?file 
=XhpKkHX6vS3sniwm1TNM
　吉田穂波．厚労省研究班「健やか親子２１」．http:// 
sukoyaka21.jp/saigai.html
　吉田穂波，研究代表者．国立保健医療科学院健康危機

管理支援ライブラリー（H-CRISIS）．厚生労働科学研究
費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業「妊産

婦・乳幼児を中心とした災害時要援護者の福祉避難所運

営を含めた地域連携防災システム開発に関する研究」

（研究代表者：吉田穂波．H２５ ─ 健危 ─ 若手 ─ ０１６）研究班
作成パンフレット．http://h-crisis.niph.go.jp/?p= 75940

生涯健康研究部
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　医療・福祉サービス研究部においては，保健・医療・

福祉サービスの質と効率の向上に向けた研究および研修

活動に取り組んでいる．質や効率をどのように評価し，

どのように改善していくかが重要なテーマである．質に

関してはストラクチャー，プロセス，アウトカムといっ

た各側面からの評価のアプローチや，PDCAサイクルの
活用といった改善活動へ継続的に取り組むしくみの確立

が求められる．また効率に関しては個別技術やサービス

の費用対効果といった評価に加え，提供体制や機能分化

と連携，地域包括ケア等，提供システム全体としての効

率性の評価と向上のしくみ作りに向けた研究・研修が重

要であると考えている．

　具体的には，医療サービス研究領域においては，保健

医療サービスの提供体制に関する研究や保健医療福祉

サービスのニーズに関する研究，医療安全および医療の

質の向上に関する研究，保健医療の経済性評価に関する

研究等に取り組んでいる．また福祉サービス研究領域に

おいては，地域包括ケアシステムに関する研究や介護

サービス提供体制の質向上と人材育成に関する研究等に

取り組んでいる．

　研究の実施に当たっては，可能な限り実証的な観点を

含み，国や自治体といった様々なレベルでの政策に関連

する研究という視点を含むことを心がけ，さらに現時点

での課題への対応だけでなく，将来的な保健・医療・福

祉分野での課題を見据えた取り組みに留意している．

　平成２７年度は，ヘルスケアシステム全体のパフォーマ

ンス向上を目的として，主に１．保健医療福祉サービス

の提供体制に関する研究と２．保健医療福祉サービスの

ニーズに関する研究に取り組んだ．１．保健医療福祉

サービスの提供体制に関する研究においては３つの課題

（課題１医療機関における新たな概念と手法を用いたマ

ネジメント教育に関する研究；課題２医療施設へのアク

セシビリティの研究；課題３介護サービス提供体制の質

向上と人材育成に関する研究）を実施し，２．保健医療

福祉サービスのニーズに関する研究においては課題４レ

セプトデータ突合による医療費増加のリスク因子の検討

を実施し，その研究成果を国内外の学会・研究会等で積

極的に発表するのみならず，当院の研修にも直接反映さ

せ国内外の保健医療福祉分野の人材育成に貢献した．

１） 医療・福祉サービス研究部の構成と異動について

　平成２７年４月１日現在，医療・福祉サービス研究部は，

福田敬（部長），種田憲一郎　（上席主任研究官），玉置

洋（上席主任研究官），小林健一（上席主任研究官，生

活環境部兼務），深尾信悟（上席主任研究官），森川美絵

（特命上席主任研究官），熊川寿郎（主任研究官），松繁

卓哉（主任研究官），米山正敏（主任研究官），白岩健

（主任研究官），森山葉子（主任研究官），大夛賀政昭

（研究員）で構成されている．年度途中での異動はな

かった．

２） 主な研究

　①　保健医療福祉サービスの提供体制に関する研究

＜研究要旨＞

　保健医療福祉サービスの提供体制に関する研究は，以

下の３つテーマの視点から研究が進められている．

○課題１　医療機関における新たな概念と手法を用いた

マネジメント教育に関する研究

　ヘルスケアシステムにおいてパフォーマンスを向上さ

せるためには各レベルにおいて関連する構成要素および

構成要素間の関係を強化することが重要である．そのた

めには国・地方自治体・コミュニティーの連携が必要で

あり，各レベルそれぞれの戦略が整合性を持たなくては

ならない．保健医療介護サービスの各レベルにおける

リーダーは，それぞれ具体的な仕事の役割が異なる．ヘ

ルスケアシステム全体としてパフォーマンスを生み出す

ためには，それぞれのリーダー戦略的整合性のベクトル

が一致することが必要である．

○課題２　医療施設へのアクセシビリティの研究

　本研究は，少子・高齢化，人口分布の偏在，財政状況

の悪化などを背景として，居住者からの医療施設への移

動的利便性（アクセシビリティ）の視点によって地域の

医療提供体制を包括的に検討する．医療施設配置に関す

る近年の研究では直線距離でなく経路距離を用いた研究

や移動に係る時間距離や身体的負担を加味した研究など

によってより実態に即した説明モデルが発表されている

が，医療施設配置に関しては検討が行われてこなかった．

本研究では，新たな測定手段により算出したアクセシビ

リティ指標により，医療施設配置の適正化についてジニ

係数を用いた検討を行う．

○課題３　介護サービス提供体制の質向上と人材育成に

関する研究

　本研究は地域包括ケアの推進にあたり，保険者および

地域人材の機能強化について検討し，戦略的な機能強化

のモデルとモデル成立の要件を提示することを目的とす

る．包括ケアの推進は国際的潮流だが，人口１～２万の

地域を単位としたシステムは日本独特のものである．地

域での包括的ケアに資する保険者や人材の機能の開発・

強化の方法論は未開拓である．日本の事例を国際的な包

括ケアに関する議論をふまえて位置付けることにより，

包括ケアに関する新たな理論についても検討する．

３．医療・福祉サービス研究部

（１）平成２７年度活動報告

医療・福祉サービス研究部
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＜研究目的＞

　保健医療福祉サービスの提供体制に関する研究の目的

は，社会環境の変化により顧客のニーズが変化する中で，

限られた経営資源を効率よく活用して，継続的に良質な

保健医療福祉サービスの提供体制を検討することである．

○課題１　医療機関における新たな概念と手法を用いた

マネジメント教育に関する研究においては，ヘルスケア

システム全体としてパフォーマンスを生み出すために，

国・地方自治体・コミュニティーの各レベルのリーダー

の間で，戦略の整合性を強化する手法について検討する．

○課題２　医療施設へのアクセシビリティの研究におい

ては，地域の居住者からの医療施設へのアクセシビリ

ティをネットワークディスタンスの測定の視点から測定

した結果を用い，医療施設の適正配置についてジニ係数

により検討する．

○課題３　介護サービス提供体制の質向上と人材育成に

関する研究においては，地域包括ケアの推進にあたり今

後の課題とされている保険者および地域人材の機能につ

いて，機能強化プロセスを分析することによって，戦略

的な機能強化のモデルとモデル成立の要件を提示するこ

とを目的とする．

＜研究方法＞

○課題１　医療機関における新たな概念と手法を用いた

マネジメント教育に関する研究

　一般産業界で生み出された戦略マネジメントという概

念は，変革期のリーダーがリーダーシップを発揮するた

めに必要な概念である．戦略マネジメントとは組織の長

期にわたる業績を決定する経営上の決断と行動であり，

そのプロセスは計画，実行，評価を包含するPDCAのス
テップにより構成される．本研究では，戦略マネジメン

トプロセスのヘルスケアシステムへの導入について検討

する．

○課題２　医療施設へのアクセシビリティの研究

　標榜別医療施設立地情報および３次救急医療施設（県

が公開している情報），人口（国勢調査基本単位区，国

勢調査小地域別，等），将来推計人口（国立社会保障人

口問題研究所，独自のコーホート推計，等），道路情報

（国土数値情報，等）を用い，地理情報システム（GIS: 
Geographic Information System）に仮想都市空間を構築
する．この仮想都市空間上で，標榜３４診療科別に医療施

設と居住者間の距離をGIS上のネットワーク分析で計測
する．また上記の分析結果をもとに，標榜診療科別のジ

ニ係数において地域格差を測定する．なおジニ係数は，

都道府県レベル，二次医療圏レベル，市町村レベルの３

段階で計測した．

○課題３　介護サービス提供体制の質向上と人材育成に

関する研究

　「地域ケア会議（ないし，これと同様の目的である，

多職種協働の支援ネットワークを目的に設定されている

会議）の開催運営を担当する市町村職員」「地域包括支

援センター職員」，および，「生活支援の資源開発・ネッ

トワーク構築において行政の主たる協働相手である関係

機関の職員」へのヒアリングを通じ，「臨床的統合に寄

与する地域連携の仕組みづくり」の機能強化の方向に向

かっているかどうか，そのプロセスの分析を行う．また，

包括的な地域ケアシステムの運営方法論について，国際

的な動向についても把握し，日本における課題を明らか

にする．

＜研究実施状況＞

○課題１　医療機関における新たな概念と手法を用いた

マネジメント教育に関する研究

　ヘルスケアシステム全体としてパフォーマンスを生み

出すために，国・地方自治体・コミュニティーの戦略の

共有が重要なポイントになる．昨年度構築したシステム

ズ・アプローチの問題解決モデルとバランストスコア

カードを融合したフレームワークに戦略マネジメントプ

ロセスを導入することにより，国・地方自治体・コミュ

ニティーの各レベルの戦略の整合性を強化できることが

示唆された．

○課題２　医療施設へのアクセシビリティの研究

　４７都道府県において，３４診療科別の医療施設立地を把

握した上で，H２２国勢調査の人口データを仮想的に配し，
GISを用いてアクセシビリティを計測した．またその結
果を基に，都道府県レベル，二次医療圏レベル，市町村

レベルの３段階のジニ係数を算出し，地域格差が生じて

いる分布，度合いを定量的に把握した．

　例えば，二次医療圏別３４４エリアを対象とした内科の

ジニ係数は，０.４を下回る（アクセシビリティによる内
科診療施設の分布が公平であると判断できる）エリアは

４８エリア（１４.０％）であり，０.５を超える（アクセシビリ
ティによる公正性が担保されておらず内科診療施設の分

布の是正が必要であると考えられる）エリアは１５６エリ

ア（４５.３％）であった．
○課題３　介護サービス提供体制の質向上と人材育成に

関する研究

　質的分析を通じ，自治体の地域包括ケアシステム構築

プロセスの方法論について概念的整理を行った．主要局

面は，領域横断的な計画策定，総合相談支援体制の構築，

臨床実践における専門的ケアと互助資源との統合，包括

ケアの評価，に整理した．このうち，「臨床実践におけ

る専門的ケアと互助資源との統合」「包括ケアの評価」

の局面については，実現にむけた課題が大きいことが示

唆された．

　「臨床実践における専門的ケアと互助資源との統合」

について，互助資源を把握する情報システムが不足した

ことから，地域資源情報の体系的把握と活用にむけた情

報類型化を試みた．また，「包括ケアの評価」の局面に

ついては，イギリスの事例が参考になることを把握した．

具体的には，統一化された「ケアのアウトカム評価の体

系的枠組み」に基づく調査データからの評価分析が行わ

れており，これについての先行研究や行政資料の収集を

進めた．

医療・福祉サービス研究部
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　②　保健医療福祉サービスのニーズに関する研究

＜研究要旨＞

○課題４　レセプトデータ突合による医療費増加のリス

ク因子の検討

　高齢者の医療の確保に関する法律の施行により，わが

国のレセプト情報は平成２１年４月診療分から，特定健

診・保健指導情報は平成２０年度実績分からナショナル

データベースに蓄積されている．平成２３年４月から平成

２５年３月まで，厚生労働省保険局総務課が管理するデー

タベースのデータが都道府県・研究機関等に試行的に提

供された．これらの新たなデータは月単位で更新され，

地域医療の特性を反映する重要な情報である．これらの

分析結果を活用することにより，国の政策評価や地域に

おいて実効性のある医療計画の策定が可能になる．

　レセプト（診療報酬明細書あるいは調剤報酬明細書）

とは患者が受けた診療について，医療機関が保険者（市

町村や健康保険組合等）に請求する医療費の明細書のこ

とである．その中には，患者氏名，性別，生年月日と

いった個人情報，患者の健康保険加入情報，請求元の医

療機関名，診療科，病名，診療月に行った薬，注射，処

置，手術，検査，画像診断，リハビリ等の点数が記載さ

れており，被保険者毎に医療機関が月単位で作成する．

診療行為ごとに診療報酬点数が決められており，医療機

関はこの点数を合算して，保険者に医療費を請求する診

療請求には医療機関が行った検査，治療などに対して決

められた点数（１点１０円）が記載されている．

＜研究目的＞

　特定健診には，対象者の生活習慣病のリスクを評価す

るための「標準的な質問票」（質問項目）が含まれてお

り，２２の簡易的な質問に回答するだけで日常の身体活動

状況を推定可能であることがいくつかの研究から示され

ている．質問項目と医療費との関連の検討を行った研究

には，玉置らの報告がある．特定健診受診４年後の医療

費は，脳卒中と心臓病の既往歴及び「歩行または同等の

身体活動を１日１時間以上」の項目で増加と，また，女

性，「同年齢・同性の人より歩く速度が速い」「睡眠で休

養十分」の項目で減少との有意な関連が認められている．

しかしながら，この研究は特定健診受診年とその４年後

の２時点における医療費の増減のみをみており，その間

の医療費や質問項目に対する回答の経時的な変化が検討

されていない．また，保健指導（生活習慣病リスクに合

わせた食生活や運動習慣などの生活習慣改善のための支

援）対象者は除外され，保健指導と医療費の関連につい

ては未検討である．開始から５年が経過した特定健診の

意義を評価する上でも，地域における長期的な医療費の

変化に対する関連要因の検討が求められる．本研究では

静岡県三島市における５年間の特定健康診査と国保レセ

プトデータを突合することにより，特定健康診査の質問

項目と医療費との関連を検討することを目的とする．

＜研究方法＞

　静岡県三島市（人口約１１万人）の市国保被保険者

３１,０７２人（一般国保・退職・前期高齢）のうち，２００８年
５月から２０１３年３月の約５年間に特定健診を受診した延

べ４４,３２５人（１５,１６３個人），平均年齢６５.３±７.８歳，女性約
６０％を対象とした．医療費に関しては，対象者の２００８年

６月から２０１３年５月の医科外来レセプト請求点を各年毎

に合計し１年間の外来，入院，総医療費（外来＋入院）

を求めた．２００８年と２０１３年に関しては１年分の医療費が

入手できないため，１ヶ月の平均外来医療費を１２倍した．

これらのデータを５年間の特定健康診査の質問項目結果

と突合し，各個人毎１年おきの縦断パネルデータを作成

した．

＜研究実施状況＞

　質問項目における医療費との関連因子を絞り込むため

に医療費と特定健診データとの関連をみるためにまず

Generalized Additive Modelによる分析を実施した．事前
分析では，簡単のために５年間の医療費などの系列相関

を考慮せずに横断的なデータとして分析を行った．先ず，

従属変数である医療費は，０を含むとともに歪んでいる

ので正の数を加えた対数変換（log１０（外来医療費＋２５０））
を行い，ヒストグラムが正規分布に近くなるように加工

した．解析の結果は，外来医療費に基づく決定係数は

０.２４に対して，入院医療費は０.０１であった．入院医療費
に関しては今回の解析対象としては適切とはいえないと

判断し，今後は外来医療費のみを分析対象とすることと

した．次に上記の通り変換された外来医療費を従属変数

とし，性別，年齢と２１の質問項目（飲酒に関する質問が

２つ重複しているため２２項目中１８番目の質問票に対する

回答を採用することとした）を説明変数とした決定木分

析を行い外来医療費予測に寄与する変数を同定した．結

果，慢性腎不全既往歴，貧血既往歴，喫煙，「就寝前の

２時間以内に夕食をとることが週に３回以上ある」，「夕

食後に間食（３食以外の夜食）をとることが週に３回以

上ある」は，外来医療費の予測誤差を減少させる可能性

が乏しい因子として除外された．今後，５年間の外来医

療費の系列相関を考慮したパネルデータによる縦断分析

を実施していく予定である．

３） 主な研修

　当部で提供する研修は，保健医療福祉サービス提供体

制において直面する様々な問題・課題をシステムズ・ア

プローチによる論理的展開により解決策を見つけ出し，

その解決策を組織的活動によって実践する戦略マネジメ

ントプロセスを，個別演習及びグループ演習により修得

することを目的としている．また当部の研究成果は，①

専門課程コア科目，②専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野，

③専門課程Ⅱ地域保健福祉分野，④専門課程Ⅱ国際保健

分野，⑤専門課程Ⅲ地域保健福祉専攻科，⑥専門課程Ⅲ

地域保健臨床研修専攻科，⑦専門課程Ⅲ医療安全管理専

攻科，⑧地域医療連携マネジメント研修，⑨地域医療構

想策定研修，⑩JICA，WHO研修等に反映させた．
　当部スタッフが研修主任および副主任を担っている研

医療・福祉サービス研究部
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修は以下のものである．

＜長期研修＞

○専門課程Ⅰ

・保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）

○専門課程Ⅱ

・医療管理分野

○専門課程Ⅲ

・地域医療安全管理専攻科

＜短期研修＞

○地域医療に関する分野 
・地域医療連携マネジメント研修

・医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修 
・地域医療構想策定研修（都道府県職員研修）

・地域医療構想策定研修（専門家連携編）

○社会福祉に関する分野

・都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会

福祉法人・老人福祉施設および障害者福祉施設担当）

・都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会

福祉法人・児童福祉施設担当）

・福祉事務所長研修

・生活保護自立支援推進研修

・児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修

・介護保険指導監督中堅職員研修

・婦人相談所等指導者研修

・都道府県障害程度区分指導者研修

・ユニットケアに関する研修（施設整備・サービスマネ

ジメント）

○情報統計に関する分野

・保健医療事業の経済的評価に関する研修

○その他

・保健福祉行政管理分野分割前期；地域保健福祉専攻科

などの他のコース

・JICA研修
・WHO研修
・国別研修

１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Originals

　Fukuda H, Ikeda S, Shiroiwa T, Fukuda T. The Effects 
of diagnostic definitions in claims data on healthcare cost 
estimates: Evidence from a large-scale panel data analysis 
of diabetes care in Japan. Pharmacoeconomics. [Epub 
ahead of print] 2016 Mar 25.
　Shiroiwa T, Saito S, Shimozuma K, Kodama S, Noto S, 
Fukuda T. Societal Preferences for interventions with the 
same efficiency: Assessment and application to decision 
making. Applied Health Economics and Health Policy. 
2016 Mar 3. [Epub ahead of print]
　Kaitani T, Nakagami G, Iizaka S, Fukuda T, Oe M, 
Igarashi A, Mori T, Takemura Y, Mizokami Y, Sugama J, 
Sanada H. Cost-utility analysis of an advanced pressure 
ulcer management protocol followed by trained wound, 
ostomy, and continence nurses. Wound Repair and 
Regeneration. 2015;23(6):915-921.
　Shiroiwa T, Fukuda T, Ikeda S, Igarashi A, Noto S, 
Saito S, Shimozuma K. Japanese population norms for 
preference-based measures: EQ-5D-3L, EQ-5D-5L, and SF-
6D. Quality of Life Research. 2015. [Epub ahead of print]
　Ochi S, Kato S, Kobayashi S, Kanatani Y. Disaster 
vulnerability of hospitals: A Nationwide surveillance in 
Japan. Disaster Medicine and Public Health Preparedness. 
2015;9(6):614-618. doi: 10.1017/dmp.2015.101. Epub 2015 
Sep 2.
　Narita Y, Matsushima Y, Shiroiwa T, et al. Cost-

effectiveness analysis of EGFR mutation testing and 
gefitinib as first-line therapy for non-small cell lung 
cancer. Lung Cancer. 2015;90(1):71-77.
　Yamaoka Y, Tamiya N, Moriyama Y, Sandoval Garrido 
FA, Sumazaki R, Noguchi H. Mental health of parents as 
caregivers of children with disabilities: based on 
Japanese nationwide survey. PLoS One. 2015;10(12): 
e0145200.
　Kobayashi Y, Tamiya N, Moriyama Y, Nishi A. Triple 
difficulties in Japanese women with hearing loss: 
Marriage, smoking, and mental health issues. PLoS One. 
2015. doi:10.1371/journal.pone.0116648
　秋山直美，白岩健，福田敬，村嶋幸代．要介護認定高

齢者の施設入所に関連する要因について 医療と介護の
レセプトデータを活用して．日本医療・病院管理学会誌．

２０１５；５２（２）：７９-８６.
　池田俊也，白岩健，五十嵐中，他．日本語版EQ-５D-５
Lにおけるスコアリング法の開発．保健医療科学．２０１５；
６４（１）：４７-５５.
　桑名温子，田宮菜奈子，森山葉子，堤春奈，柏木聖代．

娘による母親の介護と義理の娘による義母の介護の比較

―つくば市におけるアンケート調査結果から．厚生の指

標．２０１６.（印刷中）
　森山葉子，田宮菜奈子，宮下裕美子，中野寛也，松田

智行．要介護認定における主治医意見書の医療機関別分

布．厚生の指標．２０１５；６２（４）： １-８.
　森川美絵，阪東美智子．第二のセーフティネットにお

いて受け止める生活困窮とは：生活福祉資金の初期相談

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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記録の検討から．貧困研究．２０１５；１４：９５-１０８.
　大夛賀政昭，東野定律，木下隆志，筒井孝子．公的保

険機関における現認による介護技術評価の検者間信頼性

の検討．経営と情報．２０１５；２８（１）： １-１１.
　筒井澄栄，大夛賀政昭．地理情報システム（GIS）を
用いた就労系サービス事業所の立地分析．福祉のまちづ

くり研究．２０１６；１８（１）： １-１２.

総説／Reviews

　五十嵐中，福田敬，後藤励．FCTC ６条たばこ税増税
の経済評価とたばこによる経済損失　たばこ税の影響と，

禁煙政策の医療経済評価にまつわる諸問題．保健医療科

学．２０１５；６４（５）：４２６-４３２.
　森川美絵．福祉介護分野から：多職種多分野連携によ

る地域包括ケアシステムの構築．保健医療科学．２０１６；

６５（１）：１６-２３.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　Akaza H, Kawahara N, Nozaki S, Sonoda S, Fukuda T, 
Cazap E, Trimble EL, Roh JK, Hao X.  Roundtable 
discussion at the UICC World Cancer Congress: looking 
toward the realization of universal health coverage for 
cancer in Asia. Asian Pacific Journal of Cancer 
Prevention. 2015;16(1):1-8.
　Kokudo N, Hasegawa K, Akahane M, Igaki H, Izumi N, 
Ichida T, Uemoto S, Kaneko S, Kawasaki S, Ku Y, Kudo 
M, Kubo S, Takayama T, Tateishi R, Fukuda T, Matsui O, 
Matsuyama Y, Murakami T, Arii S, Okazaki M, Makuuchi 
M. Evidence-based clinical practice guidelines for 
hepatocellular carcinoma: The Japan Society of Hepatology 
2013 update (3rd JSH-HCC Guidelines). Hepatology 
Research. 2015;45(2):123-127.
　福田敬．医療経済評価とは何か？精神科治療学．

２０１５；３０（１２）：１７-２０.
　小林健一．アーキテクチャー×マネジメント公益財団

法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院．病院．２０１５；７４（４）：

２４０-２４５.
　小林健一．医療施設と制度．建築雑誌．２０１５；１３０

（１６７４）：１３.
　小林健一．建築設備からみた感染管理．救急医学．

２０１５；３９（１０）：１３５８-１３６３.
　小林健一，筧淳夫．ロングタームケアに求められる建

築的配慮とは何か．近代建築．２０１５；６９（１１）：５２-５３.
　小林健一．災害時の医療提供体制と病院の役割．都市

計画．２０１５；６４（６）：６０-６３.
　白岩健．費用対効果の手法を用いた医薬品の評価．

ファルマシア．２０１５；５１（１０）：９４２-９４６.
　森山葉子，田宮菜奈子．介護の実態をデータから明ら

かにする―ヘルスサービスリサーチによる介護の科学的

評価―．医学のあゆみ．２０１５；２５５（３）：２４１-２４２.

　森山葉子，田宮菜奈子．医療・介護・福祉の融合―現

場発ヘルスサービスリサーチによる地域包括ケアの実現

―．地域ケアリング．２０１５；１７：５２-５４.
　三宅貴之，佐藤栄治，三橋伸夫，熊川寿郎．地域特性

からみた二次医療圏の構成と医療施設へのアクセシ

ビリティに関する研究．日本建築学会大会学術講演

梗概集・建築デザイン発表梗概集（CD-ROM）．２０１５. 
P.RONBUNNO.７３５３.
　上谷ひとみ，山田あすか，山下哲郎，熊川寿郎．病棟

平面と看護師の看護負担感の関係についての研究．日本

建築学会計画系論文集．２０１５；７０８：２６１-２７１.
　森川美絵，松繁卓哉，大夛賀政昭．地域包括ケアシス

テムの構築に向けた取り組みとは？事例から学ぶための

枠組み整理．地域ケアリング．２０１５；１７（１０）：５６-６３.
　平塚義宗，森川美絵，長屋祥子，山田昌和，福田敏雅．

医療提供システムの大転換：地域包括ケアシステムとは．

日本の眼科．２０１５；８６（９）：６７-７１.
　森川美絵，松繁卓哉，大夛賀政昭．地域包括ケアシス

テムの構築に向けた取り組みとは？―事例から学ぶため

の枠組み整理―．地域ケアリング．２０１５；１７（１０）：５６-６３.
　米山正敏．精神障害者に対する医療・福祉の充実につ

いて．週刊社会保障．２０１５；２８３９：５２-５５.
　大夛賀政昭．コミュニティケアの実例４―地域包括ケ

アシステムの構築と自治体の実践．医療福祉建築．

２０１６；１９０：１２-１３．
　松繁卓哉．地域包括ケアにおける「自助」「互助」の

課題─支援者-被支援者の固定的関係性からの脱却―．
理学療法学．２０１６；４２（８）：７２８-７２９.
　松繁卓哉．保健医療の移ろいゆく「基準」と生の固有

性．保健医療社会学論集．２０１６；２６（２）：１３-２０.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　福田敬．医療技術等の費用対効果の評価方法と応用．

第５６回日本肺癌学会学術集会；２０１５.１１.２６-２８；横浜．肺
癌．２０１５；５５（５）：３５６.
　齋藤信也， 白岩健，福田敬，下妻晃二郎．費用対効果
と医療資源配分 医師は功利主義に立つか？それとも平
等主義に立つか？第５３回日本医療・病院管理学会学術総

会；２０１５.１１.５-６；福岡．日本医療・病院管理学会誌．
２０１５；５２（Suppl. ）：１７９.
　遠山竜也，渡辺隆紀，下妻晃二郎，白岩健，福田敬，

毛利光子，上村夕香理，川原拓也，萩原康博，大橋靖雄，

向井博文．SELECT BC試験におけるHRQOLと医療経済
評価．第２３回日本乳癌学会学術総会；２０１５.７.２-４；東京．
同プログラム抄録集．p.３０３.
　福田敬．医療技術の評価において経済性評価が必要と

される理由とその役割．第２９回日本医学会総会；

２０１５.４.１１-１３；京都．同学術講演要旨集．p.１２６.
　森川美絵，松繁卓哉，大夛賀政昭，玉置洋，平塚義宗，

岡本悦司，熊川寿郎．地域包括ケアシステム構築にむけ

たデータ活用の概況（第１報）全国調査から．第７４回日
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本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生
雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：３８６.
　松繁卓哉，森川美絵，玉置洋，大夛賀政昭，平塚義宗，

岡本悦司，熊川寿郎．地域包括ケアシステム構築にむけ

たデータ活用の概況（第２報）聞き取り・自由記載から．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別抄録）：３８６.
　青木桜子，竹宮健司，石橋達勇，小林健一．新生児集

中治療病棟の運営体制と施設環境　周産期医療の発展に

対応した新生児集中治療病棟の運営・計画に関する研究

その１．日本建築学会２０１５年度大会；２０１５.９.４-６；平塚．
同学術講演梗概集E-１．p.１６１-１６２.
　竹宮健司，青木桜子，石橋達勇，小林健一．新生児集

中治療病棟の物品管理および家族支援環境 周産期医療
の発展に対応した新生児集中治療病棟の運営・計画に関

する研究その２．日本建築学会２０１５年度大会；２０１５.９.４-６；
平塚．同学術講演梗概集E-１．p.１６３-１６４.
　大澤元毅，林基哉，金勲，開原典子，阪東美智子，小

林健一．高齢者施設における室内環境と健康性に関する

調査（第５報）出張理美容環境に関する調査概要．平成

２７年度空気調和・衛生工学会大会；２０１５.９.１６-１８；大阪．
CD収録．
　開原典子，林基哉，大澤元毅，金勲，阪東美智子，小

林健一．高齢者施設における室内環境と健康性に関する

調査（第６報）出張理美容の施術環境と被施術者の生理

量の測定．平成２７年度空気調和・衛生工学会大会；

２０１５.９.１６-１８；大阪．CD収録．
　阪東美智子，大澤元毅，開原典子，金勲，林基哉，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第１報）全国の特別養護老人ホームの理美容状況．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５７２.
　大澤元毅，阪東美智子，林基哉，金勲，開原典子，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第２報）施設の建築設備と施術空間．第７４回日本公

衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．
２０１５；６２（１０特別附録）：５７２.
　開原典子，阪東美智子，林基哉，金勲，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第３報）利用者と施術内容．第７４回日本公衆衛生学

会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；
６２（１０特別附録）：５７２.
　金勲，阪東美智子，林基哉，開原典子，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第４報）施術環境と体調．第７４回日本公衆衛生学会

総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２
（１０特別附録）：５７３.
　林基哉，金勲，開原典子，阪東美智子，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第５報）利用者の施術時の体調．第７４回日本公衆衛

生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．

２０１５；６２（１０特別附録）：５７３.
　阪東美智子，金勲，小林健一，森川美絵，大澤元毅，

林基哉，開原典子．高齢者福祉施設における出張理美容

の現状と課題その１．第４４回日本医療福祉設備学会；

２０１５.１１.２５-２６；東京．同予稿集．p.１７６.
　金勲，阪東美智子，小林健一，森川美絵，大澤元毅，

林基哉，開原典子．高齢者福祉施設における出張理美容

の現状と課題その２．第４４回日本医療福祉設備学会；

２０１５.１１.２５-２６；東京．同予稿集．p.１７７.
　Shiroiwa T, Fukuda T, Ikeda S, Igarashi A, Noto S, 
Saito S, Shimozuma K. Japanese population norms for 
preference-based measures: EQ-5D-3L, EQ-5D-5L, and SF-
6D. ISPOR 18th Annual European Congress; 2015.11.7-
11; Milan, Italy. Value Health. 2015;18(7):A738.
　Saito S, Shiroiwa T, Fukuda T, Shimozuma K. Basic 
Attitude of Japanese physicians towards healthcare 
resource allocation in a setting of budget constraints. 
ISPOR 18th Annual European Congress; 2015.11.7-11; 
Milan, Italy. Value Health. 2015;18(7):A738.
　Fukuda T, Shiroiwa T, Shimozuma K, Mouri M, 
Doihara H, Akabane H, Kashiwaba M, Watanabe T, 
Hagiwara Y, Ohashi Y, Mukai H. Long-term EQ-5D score 
for patients with metastatic breast cancer; Comparison of 
first-line oral S-1 and taxane therapies in the randomized 
“select” trial. ISPOR 18th Annual European Congress; 
2015.11.7-11; Milan, Italy. Value Health. 2015;18(7):A532.
　Noto S, Izumi R, Shiroiwa T, Igarashi A, Ikeda S, 
Fukuda T, Saito S, Shimozuma K, Kobayashi M, 
Moriwaki K, Ishida H. Comparison between the Interim 
EQ-5D-5L score and the new Japanese scoring in stroke 
patients. ISPOR 18th Annual European Congress; 
2015.11.7-11; Milan, Italy. Value Health. 2015;18(7):A397.
　森山葉子，田宮菜奈子，川村顕，山岡祐衣，野口晴子．

在宅高齢者の短期入所（ショートステイ）利用有無と特

別養護老人ホーム入所との関連．第７４回日本公衆衛生学

会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２
（１０特別附録）：３８７.
　川村顕，田宮菜奈子，泉田信行，植嶋大晃，森山葉子．

全国介護レセプトデータを用いた介護保険施設における

経管栄養者の経口移行の実態．第７４回日本公衆衛生学会

総会；２０１５１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：４００.
　泉田信行，田宮菜奈子，森山葉子，野口晴子．全国介

護保険レセプトを用いた介護老人福祉施設における看取

りの現状の検討．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：４００.
　宮田澄子，田宮菜奈子，金雪榮，森山葉子，柏木聖代．

湯灌とターミナルケア―施設における死後のケアの意味．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４０１.
　渡邊多永子，田宮菜奈子，山岡祐衣，森山葉子，野口

晴子，中村文明，豊川智之，小林廉毅．家族介護が女性
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の就労に与える影響．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：３９０.
　山岡祐衣，田宮菜奈子，森山葉子，野口晴子．障害を

持つ子どもを育てるということ―母親の精神的健康と就

労機会との関連．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：３０７.
　佐藤幹也，田宮菜奈子，森山葉子，野口晴子．症状・

悩み・受療疾患とこころの不調のリスク．第７４回日本公

衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附
録）：４２９.
　Yamaoka  Y,  Tamiya  N,  Moriyama  Y.  Mental  health 
of caregivers with disabled children and related 
characteristics: based on the nation-wide survey. 第２５回
日本疫学会学術総会；２０１５.１.２１-２３；名古屋．同抄録集．
p.１５６.
　Kumakawa T, Taneda K, Horii S. Development of 
Personnel Training Support System to Sustain UHC in an 
Ageing Society. The 47th Asia-Pacific Academic Consortium 
for Public Health Conference; 2015.10.22; Bandung, 
Indonesia. Proceedings. p.１１０.
　森川美絵，松繁卓哉，大夛賀政昭，玉置洋，平塚義宗，

岡本悦司，熊川寿郎．地域包括ケアシステム構築にむけ

たデータ活用の概況（第一報）：全国調査から．第７４回

日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０
特別附録）：３８６.
　松繁卓哉，森川美絵，大夛賀政昭，玉置洋，平塚義宗，

岡本悦司，熊川寿郎．地域包括ケアシステム構築にむけ

たデータ活用の概況（第二報）：聞き取り・事由記載から．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；
６２（１０特別附録）：３８６.
　大口達也，大夛賀政昭，森川美絵，松繁卓哉，熊川寿

郎．地域包括ケアシステムにおける地域資源情報の類型

化に関する研究．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別抄録）：４１０.
　岡本悦司，熊川寿郎．レセプトデータより推計した年

齢階級別流産発生率の動向．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：２２４.
　熊川寿郎．地域包括ケア時代の新たな病院マネジメン

ト―社会処方箋の開発と戦略マネジメントの実践―．第

１７回日本医療マネジメント学会学術総会；２０１５.６.１２-１３；
大阪．同プログラム・抄録集．p.１４０.
　熊川寿郎．超高齢社会においてどのように持続可能な

医療提供体制を構築するのか？―Social Prescription（社
会処方箋）とCommunity Prescription（コミュニティ処
方箋）―．JST/RISTEX戦略的創造研究推進事業（社会
技術研究開発）医療の質の地域格差是正に向けたエビデ

ンスに基づく政策形成の推進シンポジウム；２０１５.３.１１；
京都．同抄録集．

　西田弘子，西峰京子，永井信子，熊川寿郎，長束純子．

分野別（循環器内科）ラダー作成・導入による人材育成

の取り組み．第１７回日本医療マネジメント学会学術総

会；２０１５.６.１２-１３；大阪．同プログラム・抄録集．p.２４０.
　尾藤まゆみ，松岡文香，柴田育代，熊川寿郎．分野別

ラダーの取り組み―退院支援ラダー活用による実践能力

の向上―．第１７回日本医療マネジメント学会学術総会；

２０１５.６.１２-１３；大阪．同プログラム・抄録集．p.３２０.
　松下明美，熊川寿郎，三原由紀美．分野別ラダーによ

る新任看護師や転任看護師の育成　第１７回日本医療マネ

ジメント学会学術総会；２０１５.６.１２-１３；大阪．同プログラ
ム・抄録集．p.３２２.
　喜多利恵，藤井智子，熊川寿郎．分野別ラダー（運動

器・消化器外科）の作成と効果．第１７回日本医療マネジ

メント学会学術総会；２０１５.６.１２-１３；大阪．同プログラ
ム・抄録集．p.３２４.
　林珠美，松下明美，熊川寿郎，三原由紀美．分野別ラ

ダー（感染管理）を用いた人材育成．第１７回日本医療マ

ネジメント学会学術総会；２０１５.６.１２-１３；大阪．同プログ
ラム・抄録集．p.３２４.
　Kumakawa T. Strategic use of social and community 
prescription in universal health coverage in Japan. Prince 
Mahidol Award Conference 2016 “Priority Setting For 
Universal Health Coverage”; 2016.1.28-31; Bangkok, 
Thailand. Proceedings. p.171.
　Kumakawa T. The opportunities and challenges of 
healthcare Big Data analytics. 5th mHealth & Wearable 
Technology 2015 Summit; 2016.4.16; Singapore.
　森川美絵．福祉介護分野から：多職種多分野連携によ

る地域包括ケアシステムの構築．第７４回日本公衆衛生学

会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：１３６.
　阪東美智子，大澤元毅，開原典子，金勲，林基哉，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第１報）全国の特別養護老人ホームの理美容状況． 
第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；
６２（１０特別附録）：５７２.
　大澤元毅，阪東美智子，林基哉，金勲，開原典子，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第２報）施設の建築設備と施術空間．第７４回日本公

衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附
録）：５７２.
　開原典子，阪東美智子，林基哉，金勲，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第３報）利用者と施術内容．第７４回日本公衆衛生学

会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：５７２.
　金勲，阪東美智子，林基哉，開原典子，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第４報）施術環境と体調．第７４回日本公衆衛生学会

総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：５７３.
　林基哉，金勲，開原典子，阪東美智子，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第５報）利用者の施術時の体調．第７４回日本公衆衛
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生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：
５７３.
　阪東美智子，金勲，小林健一，森川美絵，大澤元毅，

林基哉，開原典子．高齢者福祉施設における出張理美容

の現状と課題その１．第４４回日本医療福祉設備学会；

２０１５.１１.２５-２６；東京．同予稿集．p.１７６.
　金勲，阪東美智子，小林健一，森川美絵，大澤元毅，

林基哉，開原典子．高齢者福祉施設における出張理美容

の現状と課題その２．第４４回日本医療福祉設備学会；

２０１５.１１.２５-２６；東京．同予稿集．p.１７７.
　松繁卓哉，森川美絵，玉置洋，大夛賀政昭，平塚義宗，

岡本悦司，熊川寿郎．地域包括ケアシステム構築にむけ

たデータ活用の概況（第２報）聞き取り・自由記載から．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：３８６.
　森川美絵，松繁卓哉，大夛賀政昭，玉置洋，平塚義宗，

岡本悦司，熊川寿郎．地域包括ケアシステム構築にむけ

たデータ活用の概況（第１報）全国調査から．第７４回日

本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生
雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：３８６.
　松繁卓哉．「セルフケア」と「フォーマルケア」との

相乗性に関する考察 ―固有の生における「基軸」の構
築へむけて―．第８８回日本社会学会大会；２０１５.９.１９-２０；
東京．同プログラム．p.１６.
　松繁卓哉．地域包括ケアにおける「自助」「互助」「共

助」「公助」の課題．第５０回日本理学療法学術大会；

２０１５.６.７；東京．同プログラム抄録集．p.２７.
松繁卓哉．患者中心／セルフケアとは何だったのか．第

４１回日本保健医療社会学会大会；２０１５.５.１６；東京．同抄
録集．p.２２.
　大夛賀政昭，筒井孝子，東野定律，木下隆志．WHO-
DAS２.０日本語版による障害者の生活機能障害の把握―
障害種類別の比較―．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：４２２.
　筒井孝子，東野定律，大夛賀政昭．居宅介護サービス

利用者の認知症に係わる生活機能障害の経時的変化．第

７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公
衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：３９４.
　東野定律，大夛賀政昭，山内康弘，筒井孝子．看護介

護におけるケアの質と情報管理．情報処理学会第３回高

齢社会デザイン研究会；２０１５.１１.１４；静岡．
　Otaga M, Tsutsui T, Higashino S, et al. Caring time and 
types of care services provided to help elderly persons 
requiring care to keep living at home: Comparison 
between informal family care and formal residential care. 
15th International Conference on Integrated Care; 
2015.3.25-27; Edinburgh, Scotland. Proceedings. online 
available.
　　Tsutsui T, Higashino S, Otaga M, et al. Scale 
development to assess the management ability of 

municipalities in the community-based integrated care 
system of Japan. 15th International Conference on 
Integrated Care; 2015.3.25-27; Edinburgh, Scotland. 
Proceedings. online available.
　Otaga M. Current dementia care policy in Japan. The 
14th Osong International Bio Symposium; 2015.10.22-23; 
Chungcheongbuk-do, Korea.

研究調査報告書／Reports

　福田敬，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金政策

科学総合研究事業「医療経済評価の政策応用に向けた評

価手法およびデータの標準化と評価のしくみの構築に関

する研究」（H２７ ─ 政策 ─ 指定 ─ ０１０）平成２７年度研究報告
書．２０１６.
　福田敬，研究代表者. 厚生労働科学研究費補助金厚生
労働科学特別研究事業「健康医療分野の各種データベー

スの相互利用のユースケースに関する研究」（H２７ ─ 特
別 ─ 指定 ─ ０１３）平成２７年度研究報告書．２０１６.
　横山徹爾，水嶋春朔，福田敬，杉田由加里，堀井聡子，

川崎千恵，守屋信吾，藤井仁，伴正海，成木弘子，松本

珠実，森永裕美子，鎌形喜代実，成瀬紗弥華，米澤千加，

六路恵子，齋藤京子，吉葉かおり．自治体における生活

習慣病対策推進のための「健診・医療・介護等データ活

用マニュアル」の開発. 厚生労働科学研究費補助金循環
器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「健診・

医療・介護等データベースの活用による地区診断と保健

事業の立案を含む生活習慣病対策事業を担う地域保健人

材の育成に関する研究」（研究代表者：横山徹爾．H２５ ─ 
循環器等（生習） ─ 一般 ─ ０１４）平成２７年度研究報告書．
２０１６. p.１３-２０.
　小林健一，研究代表者．健康安全・危機管理対策に関

連する研究開発の動向と将来予測に関する研究．厚生労

働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事

業「健康安全・危機管理対策に関連する研究開発の動向

と将来予測に関する研究」（研究代表者・小林健一．

H２７ ─ 健危 ─ 指定 ─ ００１）平成２７年度総括・分担研究報告
書．２０１６. p.１-９.
　森山葉子，田宮菜奈子，川村顕．介護保険制度におけ

るショートステイサービス利用が初めて施設入所するま

での期間に及ぼす影響-介護レセプトデータ分析より．
厚生労働科学研究費補助金政策科学総合研究事業（政策

科学推進研究事業）「地域包括ケア実現のためのヘルス

サービスリサーチ─二次データ活用システム構築による

多角的エビデンス創出拠点─」（研究代表者：田宮菜奈

子．H２７ ─ 政策 ─ 戦略 ─ ０１２）平成２７年度研究報告書．
２０１６. p.１１３-１１６.
　森山葉子，田宮菜奈子．中高年の主観的幸福感に関連

する要因－男女別分析．厚生労働科学研究費補助金政策

科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）「地域包括

ケア実現のためのヘルスサービスリサーチ―二次データ

活用システム構築による多角的エビデンス創出拠点―」

医療・福祉サービス研究部
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（研究代表者：田宮菜奈子．H２７ ─ 政策 ─ 戦略 ─ ０１２）平成
２７年度研究報告書．２０１６. p.１１７-１２０.
　熊川寿郎，研究代表者．日本医療研究開発機構長寿・

障害総合研究事業「エビデンスに基づく地域包括ケアシ

ステム構築のための市町村情報活用マニュアル作成と運

用に関する研究」（１５dk０１０７１４h０００２）平成２７年度報告
書．２０１６.
　熊川寿郎．ヘルス・データ・ガバナンスにおける個人

情報に関する研究．日本医療研究開発機構委託費地球規

模保健課題解決推進のための研究事業「国際保健課題の

モニタリング・フレームワークの実現可能性に関する研

究」（研究代表者：曽根智史．１５jk０１１０００４h０１０２）平成
２７年度報告書．２０１６.
　熊川寿郎．発展途上の現場における事例とUHCに関
わる人材育成に関する研究．厚生労働科学研究費補助金

地球規模保健科大解決推進のための行政施策に関する研

究事業「持続可能かつ公平なユニバーサル・ヘルス・カ

バレッジ（UHC）の実現と我が国の国際貢献に関する
研究」（研究代表者：渋谷健司．H２７ ─ 地球規模 ─ 指定 ─ 
００４）平成２７年度報告書．２０１６.

　森川美絵．地域におけるケアの質評価―アウトカム評

価の枠組みについての考察．ユニベール財団研究助成

「地域包括ケア体制下における地方自治体によるケアの

質評価のあり方の検討」（研究代表者：大夛賀政昭）平

成２６年度研究報告書．２０１６. p.１４-１８.
　森川美絵，大夛賀政昭，大口達也．地域包括ケアシス

テム構築にむけた地域資源情報の活用実態の把握．日本

医療研究開発機構委託費長寿・障害総合研究事業「エビ

デンスに基づく地域包括ケアシステム構築のための市町

村情報活用マニュアル作成と運用に関する研究」（研究

代表者：熊川寿郎．１５dk０１０７０１４h０００２）平成２７年度報告
書．２０１６.
　川尻洋美，松繁卓哉，金古さつき，他６名．難病相談

支援センターの役割．厚生労働科学研究費補助金難治性

疾患等克服研究事業「難病患者への支援体制に関する研

究」平成２６年度～２７年度総合研究報告書．２０１６. p.２２-３５.
　大夛賀政昭，研究代表者．文部科学研究費（若手研究

B）「WHO-DAS２.０日本語版の評価ガイドラインの開発
とその臨床応用に関する研究」（２５７８０３６４）平成２７年度

研究報告書．２０１６.

医療・福祉サービス研究部
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　当部では身近な生活環境中の物理的，化学的，生物学

的各種要因に関して，科学的な知見を積み重ね，明白な

「科学的根拠を提示する」ことを目的に，それらのヒト

への曝露実態を評価し，リスク評価を行っている．さら

に，それらによる生理的影響評価および，住まいかた，

建築・施設利用者の活動なども考慮し，より良い生活環

境を目指している．

　部の運営にあたっては，欅田尚樹部長と水管理研究分

野・秋葉道宏統括研究官，建築施設管理研究分野・林基

哉統括研究官と連携し実施している．

　平成２７年４月に温泉川肇彦上席主任研究官が国際協力

研究部より当部・衛生環境管理研究領域に異動，建築・

施設管理研究領域の小林健一上席主任研究官が医療・福

祉サービス研究部に異動および当部の併任となった．水

管理研究領域の岸田直裕主任研究官は２７年度末に退職と

なった．

　各研究領域の主たる活動実績を以下に示す．

【衛生環境管理研究領域】

上席主任研究官：温泉川肇彦・山口一郎・牛山明・志村

勉，特命上席主任研究官：寺田宙・稲葉洋平，研究員：

戸次加奈江

１） 調査研究

①食品中放射性物質の評価（基盤的研究費他）

　福島原発事故以降，放射性物質を含む食品の摂取によ

る内部被ばく線量低減対策として食品中の放射性物質検

査が実施されている．福島原発事故の教訓を活用するた

め，食品中の放射性物質検査における課題を検討し，原

著論文としてまとめ国内外への情報発信に取り組んだ．

さらに放射線被ばくにおける生物影響評価（文科省科研

費）については，長期放射線照射による慢性的なストレ

スでは，活性酸素の蓄積による酸化ストレスの影響が強

いことを明らかにし，報告した．

②緊急被ばく医療が必要とされるような事故発生時にお

けるトリアージのための線量評価手法の確立に関する研

究（厚労省労災疾病臨床研究事業費補助金）

　EPR（Electron paramagnetic resonance）技術を用いた
線量評価として口腔内の歯を直接，L-band EPR法によ
り放射線誘発ラジカルを測定する放射線被ばく線量測定

法やこれまでに確立されている生体内DNA損傷モニタ
リング手法との連携によるEPR技術を用いた線量評価感
度の向上を目指すとともに，抗酸化能の動態解析を行う

ことで簡便なバイオ・ドシメトリー法の確立を試み，専

門的治療を必要とする1Gy以上の被ばくのトリアージを
可能にすることを目指して実施した．

　今後，これまでの検討で見いだした課題を解決してい

くことで，本研究課題の最終目標である災害派遣型EPR
線量評価ユニットで最終的に急性被ばく1Gy以上を分別
可能な，効果的な線量評価法・トリアージシステムとし

ての社会実装を目指す．

③医療における放射線防護と関連法令整備に関する研究

（厚生労働科学研究費補助金地域医療基盤開発推進研究

事業）

　放射線源セキュリティに対して国際的に調和の取れた

対策の推進が求められている．また，放射線診療におい

て，前立腺癌に対する塩化ラジウム-２２３，陽子線・重粒
子治療などに代表されるように，医療の高度化が進んで

おり，法令や指針を通じた放射線防護体制の整備が不可

欠となっている．本研究では，放射線源セキュリティ対

策として輸血用血液照射装置の管理実態，及び最近急速

に普及してきているハンディタイプの歯科エックス線装

置など従来の想定を超え現行法令上使用が制限されてい

る技術の利用も含めて医療放射線の管理の実態と法令整

備の課題に関する研究を行った．今後，これらの成果を

規制やガイドラインの整備に反映させる．

④非電離放射線（電磁波）の健康リスク評価に資する研

究（総務省生体電磁環境委託研究，文部科学省科学研究費）

　生活に必需となっている電気機器，通信機器から射出

され，人々がばく露をうける電磁波については，周波数

の種類やばく露量も増加していると推測される．それに

伴い，電磁波ばく露に起因する健康影響について多くの

心配が生じていることから，電磁波による健康リスク評

価に資する科学的根拠を提供することを目的として，本

年度は以下の研究を実施した．

A： ６GHz超の周波数帯における局所ばく露時の健康影
響閾値の解明，B：携帯周波域の電磁界ばく露による生
体影響評価，C：中間周波数帯の電磁界（特に１００kHz帯
の磁界）における非熱的生体作用の検討，D：中間周波
数帯電磁波の健康影響評価と医用応用

　A～Dのいずれも実験用小動物を用いて，ガイドライ
ン等で定められる上限値あるいはそれ以上の強さのばく

露を行い，様々な指標を用いてばく露による生体影響を

調べた．実験に用いた条件では健康影響に結びつくよう

な影響は見られることはなく，現行のガイドライン等の

妥当性が支持される結果であった．

⑤FCTC第９，１０条に基づいたたばこ製品の規制と情報
開示に資するためのたばこ製品の分析法の標準化に関す

る研究（日本医療研究開発機構研究費）

　たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約（WHO 
Framework Convention on Tobacco Control: FCTC）第
９，１０条は，たばこ製品の有害化学物質の規制・情報開

生活環境研究部

４．生活環境研究部

（１）平成２７年度活動報告
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示の実施を求めている．さらに，たばこ製品の内容物

（たばこ葉中の化学物質）及びその排出物（主流煙中の

化学物質）の規制を行うために，各種化学物質の分析法

の標準化を求めている．そこで，今年度は，たばこ煙中

の有害化学物質分析法の標準化法の開発研究をWHOと
実施し，標準作業手順書を作成を進めた．開発した分析

法を国産たばこ銘柄へ適用することによって，我が国に

おけるたばこ製品規制とその情報開示の基礎資料として

提示した．具体的には，

A：たばこ主流煙中カルボニル類及び揮発性有機化合物
の標準化を目的としたラウンドロビン研究をWHO 
TobLabNetと共に実施した．
B：国内販売紙巻たばこ３５銘柄のアンモニア分析を行っ
た．その結果，たばこ会社間のアンモニア量に有意差が

あった．

C：低タール・低ニコチンたばこは，紙巻たばこ吸い口
部分に設置された通気孔から流入する空気によって，た

ばこ主流煙が希釈されることを国産たばこ５６銘柄の調査

で明らかにした．

　今後もたばこ葉及びたばこ煙に含まれる有害化学物質

量を明らかにしていく計画である．

２） 養成訓練

　研究課程では，地方衛生研究所から２名の研修生を受

け入れシックハウス課題を中心とした室内空気質評価の

研究を行い，いずれも年度末に修了した．また放射線研

究に関連して新たに１名の課程生を迎えた．

　専門課程においては，欅田部長が専門課程保健福祉行

政管理分野担当責任者を務めるとともに，必修科目とし

て「環境保健概論」，「地域診断演習」，「産業保健」の科

目責任者を担当した．

　短期研修では，領域内で①放射線事故や原子力災害時

の地域保健上の対応に関する研修，②薬事衛生管理研修，

③食肉衛生検査研修，④食品衛生監視指導研修，⑤食品

衛生危機管理研修，⑥たばこ対策の施策推進における企

画・調整のための研修を主任として開催し，いずれも満

足度高く修了することが出来た．

３） 社会貢献活動等

　当領域においては，たばこの健康影響評価専門委員会

をはじめとする厚生労働省の各種委員会を含め，総務省，

地方自治体の審議会，検討会，東京電力福島第一原子力

発電所事故対策に関連した各省庁委託事業に関連した委

員に参画するなど，放射線・電磁界の課題対応に貢献す

るとともに，学会活動も積極的に行っている．たばこ煙

の有害化学物質分析に関しては，WHO研究協力セン
ター（Ref. No.：JPN-９０）を務めている．

【水管理研究領域】

上席主任研究官：伊藤雅喜・浅見真理・島崎大・大野浩

一，主任研究官：小坂浩司・岸田直裕

１） 調査研究

①水中の化学物質・消毒副生成物の制御

　水道水源における農薬や化学物質について分析や情報

収集を行った．農薬テフリルトリオンの検出が顕著で

あったため，代謝物を含め検討を行い，水質管理目標設

定項目の対象農薬とされることとなった．新規消毒副生

成物としてハロベンゾキノン，ハロアセトアミド類の分

析方法を開発し，実態調査を行った．ハロアセトアミド

類は国内の水道水中に広く存在していることがわかった．

②水安全計画を活用した水道システムの危害とその対応

に関する研究

　表流水を原水とする急速ろ過方式の浄水場を対象に，

H２６年度の解析で抽出した優先度が高い危害について，
水道システムにおける監視方法，管理基準等の解析を

行った．また，全国の水道事業体を対象にアンケート調

査を行い，連続自動水質計器の設置，活用状況について

取りまとめを行った．

③過去の飲料水を介した健康危機事例の解析ならびに浄

水処理工程におけるエンドトキシンの挙動に関する研究

　過去３０年間を対象期間として飲料水を介した健康危機

事例を収集し分析を行ったところ，明らかな健康被害が

発生した事例における大半の原因は微生物であり，消毒

の不備に由来した．飲用井戸や専用水道等の小規模施設

の適切な衛生管理を実施することが重要である．また，

浄水処理過程におけるエンドトキシン活性の挙動につい

て実態調査を行い，凝集沈殿および砂ろ過処理にて９０％

以上減少するものの，高度浄水処理が導入されている場

合には，粒状活性炭ろ過により増加することが示された．

④給水装置の安全性確保に関する研究

　給水装置の浸出性能に関する試買試験を行い，継続的

に鉛の基準超過製品があることが確認された．また，水

質基準値の改訂にあたり試買試験による浸出性能の予備

調査を行った．多くの製品でめっきに由来すると考えら

れるニッケルの溶出量が高く，過去４年間の国内４７製品，

海外１１製品の浸出性能結果では，管理目標値（０.０１ 
mg/L）に対しては１７製品，管理目標値の１０分の１
（０.００１ mg/L）に対しては３９製品が超過する結果となった．
　中層集合住宅における安全な給水システムに関する共

同研究を，（公財）給水工事技術振興財団，給水システ

ム協会と実施し，５階建て直結給水を想定した実験設備

により実験を行った．給水立て管内に発生する負圧は頂

部からの吸気量に大きく影響されることがわかった．

⑤水道水中の放射性物質の低減化方策に関する研究

　非放射性溶存態セシウムについて浄水処理工程水の実

態調査を行った結果，晴天時は基本的に原水から浄水に

いたるまで溶存態セシウム濃度は大きく変化しなかった．

ただし豪雨の際に，凝集沈澱後および砂ろ過処理後に溶

存態セシウムの濃度がやや増加する場合があった．浄水

処理における放射性物質の除去実験の結果，放射性セシ

ウムは，懸濁態放射性セシウムは凝集沈殿・ろ過処理に

より除去されることを明らかにした．一方，溶存態放射
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性セシウムは通常の浄水処理では除去できないが，濁質

成分などを追加添加することによる吸着除去が期待でき

ることを示した．セシウムの河川流域における挙動モデ

ルを用いた解析において，放出された放射性セシウムの

大部分が土壌および河川堆積物等の懸濁態として水中を

移動することが示された．

⑥国際協力分野の水と衛生に関する研究

　国際協力分野の水と衛生に関して，国際協力研究部と

連携して，微生物学的危害因子の浄水処理での除去性能

に関する情報収集・整理等，国際保健機構（WHO） 飲
料水水質ガイドライン策定に関する基礎情報の提供を

行った．また，西太平洋地域事務局WHO研究協力セン
ターの一員として，国内外の水質管理，維持管理等に関

して情報収集を行い，効率的な維持管理手法，水安全計

画の普及について研究し，JICA研修等を通じその普及
に努めた．

　WHO本部における「飲料水中の放射能管理に関する
WHO技術ワークショップ」会議の幹事となり，緊急時
被ばく状況における飲料水の放射性物質に関するQ＆A
の作成に従事した．

　水供給に関する運用と管理ネットワーク活動の一環と

して，７th World Water Forum ２０１５（韓国・大邱），及び
日本水道協会の水道研究発表会（さいたま市）に参加し，

情報発信を行った．

⑦気候変動の水道システムへの影響に関する研究

　気候変動の水道システムへの影響の検討として，全国

規模での表流水利用浄水場の流域における温暖化シナリ

オ下での気候変動モデル計算結果に基づく月平均気温の

変化の推算，及び相模川流域中の相模ダム流域の日流出

量を計算する水文モデルの構築を行った．

２） 養成訓練

　研究課程では，地方衛生研究所等から２名の技術系職

員を受け入れた．研究課題は，「水源河川中の化学物質

の実態と制御に関する研究」「水中の微量化学物質の分

析とその評価に関する研究」である．

　専門課程では，２分野共通必須科目「環境保健概論」，

「実地見学」の科目責任者を担当した．

　短期研修では，「水道工学研修」「水道クリプトスポリ

ジウム試験法に係る技術研修」を開催した．前者は，地

方公共団体の水道行政担当部局，水道事業体の実務者を

対象とし，６週間実施した．修了者は２９名（定員２５名）

であった．後者は，地方衛生研究所，保健所，水道事業

体等の水質担当職員を対象として，１０日間実施した．修

了者は２４名（定員２０名）であった．研修生への修了時の

アンケート調査では，２つの研修とも，非常に高い評価

を得た．

３） 社会貢献活動等

　当領域においては，厚生労働省をはじめ，内閣府，環

境省，国土交通省，地方自治体の審議会，検討会に参画

するとともに，学会活動も積極的に行っている．

【建築・施設管理研究領域】

上席主任研究官：阪東美智子，主任研究官：開原典子，

金勲，大澤元毅（再任用）

１） 調査研究

①建築物環境衛生管理に係る行政監視等に関する研究

（厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総

合研究事業）

　建物の用途複合化，建築設備の変化等により，建築物

衛生法による監視技術の多様化，高度化が求められる中，

特定建築物の建築物環境衛生管理基準を満足しない割合

「不適率」が増加している．本研究は，環境衛生管理の

現状把握，不適合率改善策の提案のために，A：特定建
築物における環境衛生管理実態，B：健康危機に対応し
た環境衛生管理項目，C：空気調和設備に関する法整備
のあり方，に関する研究を行った．

　Aでは調査分析では， VOC，ホルムアルデヒドに濃度
超過はなかったが，浮遊細菌が建築学会規準値

５００cfu/m3を越える建物が見られた．この他に，空気中

有害化学物質の測定と分及び建材試験などシックハウス

/シックビルに関連した室内空気質，エンドトキシンと
室内細菌汚染，換気測定法など室内空気環境に関する研

究を行っている．Bでは，約３０００ビルから抽出し同意を
得た６５０名に「建築物属性」「従業員健康状況」等のアン

ケートを行い，実測調査との比較検討を行った．Cでは，
設置・運用に関するマニュアル等の整備，湿度管理に関

するリテラシー改善策などを検討中である．

②感染を制御するための室内空気環境計画に関する研究

（国立保健医療科学院基盤的研究費）

　健康リスクが高い高齢者等への環境衛生配慮の検討の

ため，A：H２６年度までの調査（全国の高齢者施設への
アンケート調査及び南関東の施設の室内空気環境の実

測）の結果を用いた臭気及び湿度に関する分析，B：寒
冷地の室内空気環境に関する実態調査，C：高齢者施設
の室内湿度環境の改善に関する実験を行った．Aでは，
介護職員は排泄処理に伴う臭気を気にし，窓開けや消臭

スプレーなどの対応を行っている．臭気に関する申告に

関する重回帰分析の結果，特に居室における排泄処理が

課題であることを確認した．また，室内湿度の形成機構

に関する分析を行い，小型加湿器では建築物衛生法の湿

度基準（４０RH ％）を満たすことが困難であり，加湿設
備の設置の必要性を明らかにした．Bでは，湿度維持が
より困難な寒冷地における室内空気環境の測定により，

寒冷地における湿度維持の取組み状況を把握し，加湿設

備設置の必要性を確認した．Cでは，小型加湿器による
加湿量を測定する方法を考案して，南関東の施設に設置

して，効果の測定を行った結果，小型加湿器の給水等の

管理の状況，加湿効果の実態を確認した．居室と共用室

の間の戸の開放程度の影響により，加湿効果が得られて
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いない場合が多く，既存施設における湿度改善の要点を

確認した．

③浸水に伴う室内環境への影響解明および被害低減方策

　地球温暖化に伴って頻発する洪水（浸水）災害の対策

として，災害後の居住環境上の被害と居住者への健康影

響に関連する建築技術について，実態調査と実験を行っ

た．短中期的な浸水被害メカニズムの解明と対策の立案

をめざして，被災住宅における実測と，実大モデル住宅

における浸水・乾燥過程を再現する実験を行った．

　被害の地域性と経年影響を踏まえて通風効果・吸放湿

剤・防湿シートの効果等を取りまとめるとともに，含水

した木材における特性変化などについても検討を加えた．

④シックハウス対策に関する研究（建築物の特性・用途

別の環境特性と環境衛生に関する研究．厚生労働科学研

究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業「科学

的エビデンスに基づく新シックハウス症候群に関する相

談と対策マニュアル（改訂版）の作成」）

　近年のシックハウス問題の変化と学術知見の蓄積を踏

まえた，相談と対策のための新しいマニュアル作成に資

する建築関連の情報提供を行うための検討を行った．結

露防止，材料選択，高齢者配慮，仮設住宅等の項目につ

いてマニュアル執筆を担当した．

⑤福祉施設の役割と機能に関する研究

　婦人保護施設や児童養護施設などの社会的養護施設に

求められる機能や役割について，社会情勢の変化などと

合わせて検証し，それに必要な設備基準等について検討

を行った．婦人保護施設については，悉皆調査から，一

時保護所の併設の有無によって施設運営の課題が異なる

ことが明らかになった．中長期的支援が必要な女性に対

する施設として，「生活」を通した支援・ケアが実践で

きるよう施設環境を見直す必要があることを指摘した．

社会的養護施設については，児童自立支援施設の寮舎の

建築計画を検証した．子どもの支援に必要な諸室のうち，

学習室，プレイルーム，自立準備室の整備が低いことが

確認された．タイムアウトや病児の隔離などの用途とし

て個室のニーズが高いことや，家庭的な環境の下でグ

ループダイナミクスを活かした養護を行うという視点か

ら，居室の数や定員を検討する必要があることなどを指

摘した．

⑥高齢者等の乾燥感と皮膚乾燥疾患予防のための室内環

境に関する研究

　高齢者施設において，室内の低湿化の問題が顕在化し

ている．ハイリスク対象の高齢者は，乾燥に由来する疾

病（インフルエンザ等の感染症や皮膚疾患等）を招く恐

れがある．高齢者の住まい環境（温度・湿度など）のエ

ビデンスの整備の一つとして，今年度は高齢者施設のス

タッフにヒアリング調査を行った．寒冷地の施設につい

て，室内環境管理状況・乾燥感の程度と生じる状況・乾

燥由来の症状とケアの方法・季節変化による重症化度・

室内環境に対する利用者及びその家族の要望などの実態

を確認した．

２） 養成訓練

　近年，対物保健の担い手である環境衛生監視員の急速

な世代交代や職員配置の流動化，担当領域の拡大などが，

その専門性や監視密度の低下を招いていると懸念される

中，当分野ではかねてから健康に住むための技術支援を

行う能力の養成を目的とした「住まいと健康研修」（３

週間） 及び，建築物衛生法に係る衛生監視業務に役立つ
洞察力を養うことを目的とした「建築物衛生研修」（３

週間）を隔年で，生活衛生営業等の監視指導能力を養う

ことを目的とした「環境衛生監視指導研修」（１週間）

を毎年開講している．平成２７年度は，「住まいと健康研

修」と「環境衛生監視指導研修」を実施した．この他に，

福祉事務所長研修，生活保護自立支援推進研修，特定疾

患医療従事者研修（保健師等研修），婦人相談所等指導

者研修，児童虐待防止研修，エイズ対策研修へ協力を

行った．

３） 社会貢献活動等

　当領域は，厚生労働省の生活衛生及び建築衛生をはじ

め，健康維持増進住宅の開発，建築物の省エネルギー性

能や室内環境改善に関する専門的知見の社会への提供を，

自治体や学会のシンポジウム，報道等を通じて行うとと

もに，専門分野の公的審査に協力している．また，東日

本大震災の仮設住宅の環境改善，復興住宅の設計への支

援，水害等による被災住宅への対応，福祉施設の衛生環

境管理に関する自治体等のマニュアル作成への協力など，

時事の建築衛生に関連する取組みを支援している．また，

日本建築学会，空気調和・衛生工学会，室内環境学会な

どの関係学会の運営に協力している．
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　稲葉洋平，内山茂久，戸次加奈江，欅田尚樹．「FCTC
第９，１０条たばこ成分規制と情報開示」の実施―我が国

もたばこ製品規制を実施する時期が来ている─．保健医

療科学．２０１５；６４（５）：４４８-４５９.
　欅田尚樹，内山茂久，戸次加奈江，稲葉洋平．無煙た
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　Yamaguchi I, Kunugita N, Shimura T, Terada H. 
Point/Counterpoint  discussion:  Fukushima  risk 
communication strategy 2- Public health activities in local 
communities. ISEE; 2015.8.30-9.3; Sao Paulo, Brazil. 
Program. p.526.
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　稲葉洋平，戸次加奈江，内山茂久，欅田尚樹．紙巻た
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波電磁界による熱作用と脳下垂体におけるTSH発現への
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大会；２０１５.１２.３-４；沖縄．同講演要旨集．p.６３.
　山口一郎，佐藤斉，川村拓，濱野毅，須田充，吉井裕，

三宅実，中井康博，平田拓，欅田尚樹．歯を用いたL-
band EPRによる線量推計法の基礎的な検討．第１４回日
本放射線安全管理学会；２０１５.１２.２-４；茨城．同要旨集．
p.６７.
　大谷真，牛山明，前田満智子，服部研之，欅田尚樹，

王健青，石井一行．高周波電磁界をばく露したラット脳

における熱ショックタンパク質の発現変化．室内環境学

会・学術大会；２０１５.１２.２-４；沖縄．同講演要旨集．p.１３６-
１３７.
　Tin Tin Win Shwe，牛山明，欅田尚樹．マウスの発達
ステージにおける中間周波電磁界曝露による脳内バイオ

マーカーの変化．室内環境学会・学術大会；２０１５.１２.２-
４；沖縄．同講演要旨集．p.１３４-１３５.
　欅田尚樹．電子タバコ蒸気の有害化学成分と健康影響．

第９回日本禁煙学会学術総会；２０１５.１１.２１-２２；熊本．同
プログラム・抄録集．p.４１.
　欅田尚樹，内山茂久，稲葉洋平，戸次加奈江．電子タ

バコの成分分析と健康影響評価．第７４回日本公衆衛生学

会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２
（１０特別附録）：１３３.
　妹尾結衣，内山茂久，戸次加奈江，稲葉洋平，中込秀

樹，欅田尚樹．電子タバコから発生する化学物質の分析．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５６４.
　林田英樹，内山茂久，戸次加奈江，稲葉洋平，中込秀

樹，欅田尚樹．たばこ主流煙に含まれるVOC，カルボ
ニル化合物，ニコチン，タールの同時分析．第７４回日本

公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑
誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５６４.
　伊豆里奈，内山茂久，戸次加奈江，稲葉洋平，欅田尚

樹，中込秀樹．２-ピリジンアルデヒドを捕集剤とした空
気中ヒドラジン類の分析．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
特別附録）：５６４. 
　小林明莉，稲葉洋平，戸次加奈江，内山茂久，太田敏

博，欅田尚樹．無煙たばこから人口唾液へ移行する有害

化学物質の分析と移行率．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
特別附録）：５６５. 
　稲葉洋平，戸次加奈江，内山茂久，緒方裕光，欅田尚

樹．低タール低ニコチン表示量の紙巻たばこフィルター

の通気率分析．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-
６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５６５.
　弘田駒乃，稲葉洋平，戸次加奈江，内山茂久，太田敏

博，欅田尚樹．国内販売される無煙たばこ製品に含まれ

る発がん関連物質の分析．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
特別附録）：５６５.
　牛山明．紫外線B波による皮膚微小循環障害の生理機
序解明とその予防に関する研究．第７４回日本公衆衛生学

会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２
（１０特別附録）：５７１.
　片岡華恵，牛山明，越智英行，飯島毅彦．敗血症モデ

ルマウスにおけるグリコカリックス層減衰と循環生理学

的機能．第４３回日本歯科麻酔学会総会・学術集会；

２０１５.１０.３０-１１.１；東京．同プログラム・抄録集．p.１１５.
　服部研之，中川佳奈，高村翠，中舘和彦，大谷真，前

田満智子，石井一行，牛山明，欅田尚樹，WANG 
Jianqing. ６GHz帯の高周波電磁界へのばく露がラットの
精巣の機能に与える影響の検討．フォーラム２０１５：衛生

薬学・環境トキシコロジー；２０１５.９.１７-１８；神戸．同講演
要旨集．p.１３９.
　市瀬孝道，吉田成一，戸次加奈江，吉田安宏，He 
MiaoHe Cuiying. PM２.５による肺の炎症とアレルギー炎
症憎悪作用における酸化的ストレスの関与．フォーラム

２０１５衛生薬学・環境トキシコロジー；２０１５.９.１７-１８；神戸．
同講演要旨集．p.２９.
　稲葉洋平，戸次加奈江，内山茂久，緒方裕光，欅田尚

樹．電子たばこ充填液のニコチン及びたばこ特異的ニト

ロソアミンの分析．フォーラム２０１５衛生薬学・環境トキ

シコロジー；２０１５.９.１７-１８；神戸．同講演要旨集．p.２５３.
　市瀬孝道，He Miao，戸次加奈江，吉田安宏，He 
Cuiying，吉田成一，定金香里，高野裕久．黄砂と
PM２.５による肺の炎症とアレルギー炎症憎悪作用．第２２
回日本免疫毒性学会学術年会；２０１５.９.１０-１１；京都．同講
演要旨集．p.５３-５５.
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　市瀬孝道，吉田成一，定金香里，吉田安宏，戸次加奈

江，嵐谷奎一．PM２.５による肺の炎症と誘導メカニズム．
第５６回大輝環境学会年会；２０１５.９.１５-１７；東京．同講演要
旨集．p.３６.
　鵜澤康二，萬知子，牛山明，宮尾秀樹．マウス重症病

態モデルにおける第３世代HES（ヒドロキシエチルス
ターチ）（６％HES １３０/０.４/９）の投与効果．第１回急性
期輸液管理研究会；２０１５.８.１；東京．同抄録集（DVD-
ROM）．
　飯島育代，三宅定明，太田智子，児玉浩子，山口一郎，

松本晶，欅田尚樹，杉山英男，寺田宙．東電福島第一原

発事故の食品中の放射性物質中の濃度実態．第２５回体

力・栄養・免疫学会大会；２０１５.８.２２-２３；東京．同要旨集．
p.１６３-１６４．
　山口一郎，佐藤斉，川村拓，濱野毅，須田充，吉井裕，

三宅実，馬越通崇，平田拓，欅田尚樹．歯を用いたL-
band EPRによる線量推計法の開発．日本保健物理学会
第４８回研究発表会；２０１５.７.２-３；東京．同講演要旨集．
p.１１１.
　市瀬孝道，戸次加奈江，吉田安宏，賀ミョウ，吉田成

一，高野裕久．PM２.５，粗大粒子と黄砂による肺の炎症
とアレルギーの憎悪．第４２回日本毒性学会学術年会シン

ポジウム；２０１５.６.２９-７.１；金沢．同講演要旨集．S６１.
　吉田勤，内山茂久，稲葉洋平，欅田尚樹，猪股省三，

宮本啓二，木田潔．LC-MS/MSによるグリオキサール，
メチルグリオキサール，ジアセチルの分析．第２４回環境

化学討論会；２０１５.６.２４-２６；北海道．同要旨集（DVD-
ROM）．
　山田智美，内山茂久，戸次加奈江，稲葉洋平，欅田尚

樹．拡散サンプラーを用いる室内空気中のアンモニアと

トリメチルアミンの長期捕集．第２４回環境化学討論会；

２０１５.６.２４-２６；北海道．同要旨集（DVD-ROM）．
　戸次加奈江，内山茂久，富澤卓也，稲葉洋平，欅田尚

樹．室内空気中揮発性有機化合物の好感度分析法の開発

及び長期捕集の検討．第２４回環境化学討論会；２０１５.６.２４-
２６；北海道．同要旨集（DVD-ROM）．
　田中礼子，山之内孝，加藤元規，内山茂久．新築公共

建築物における室内空気質の濃度推移．第２４回環境化学

討論会；２０１５.６.２４-２６；北海道．同要旨集（DVD-ROM）．
伊豆里奈，内山茂久，戸次加奈江，稲葉洋平，欅田尚樹，

中込秀樹．空気中のヒドラジン類のピリジン-２-アルデ
ヒドを用いる誘導体化分析．第２４回環境化学討論会；

２０１５.６.２４-２６；北海道．同要旨集（DVD-ROM）．
　林田英樹，内山茂久，太田和司，稲葉洋平，中込秀樹，

欅田尚樹．ハイドロキノンと２,４-ジニトロフェニルヒド
ラジンを含浸させた二連シリカカートリッジを用いる第

一世代電子タバコから発生するカルボニル化合物の分析．

第２４回環境化学討論会；２０１５.６.２４-２６；北海道．同要旨集
（DVD-ROM）．
　妹尾結衣，内山茂久，稲葉洋平，中込秀樹，欅田尚樹．

固体捕集/二段階溶出法を用いる第二世代電子タバコか

ら発生する化学物質の分析．第２４回環境化学討論会；

２０１５.６.２４-２６；北海道．同要旨集（DVD-ROM）．
　鵜澤康二，山田達也，萬知子，牛山明，飯島毅彦，宮

尾秀樹．マウス重症病態モデルにおける第３世代HES
（ヒドロキシエチルスターチ）（６％ HES １３０/０.４/９）の
投与効果．日本麻酔学会第６２回学術集会；２０１５.５.２８-３０；
神戸．同講演集（DVD-ROM）．
　山口一郎．原子力災害時における公衆衛生対策―現状

と課題―国立保健医療科学院公開シンポジウム２０１５；

２０１５.４.１６；和光．同要旨集．p.６.

研究調査報告書／Report

　欅田尚樹，研究代表者．厚生労働省労災疾病臨床研究

事業費補助金「緊急被ばく医療が必要とされるような事

故発生時におけるトリアージのための線量評価手法の確

立に関する研究」平成２７年度総括・分担研究年度終了報

告書．２０１６. p.１-１８.
　山口一郎，三宅実，志村勉，平田拓，小林杏，井上一

彦，豊田新．電子スピン共鳴法を用いた線量推計法の開

発．厚生労働省労災疾病臨床研究事業費補助金「緊急被

ばく医療が必要とされるような事故発生時における ト
リアージのための線量評価手法の確立に関する研究」

（研究代表者：欅田尚樹）平成２７年度総括・分担研究年度

終了報告書．２０１６. p.２１-５２.
　欅田尚樹，林基哉．健康安全・危機管理対策に関連す

る研究開発の動向と将来予測に関する研究．厚生労働科

学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業

「生活環境安全分野における研究動向」（研究代表者：小

林健一．H２７ ─ 健危 ─ 指定 ─ ００１）平成２７年度総括・分担
研究報告書．２０１６. p.２５-３１．
　欅田尚樹，稲葉洋平，戸次加奈江．持続可能性と科学

的根拠に基づく保健関連ポストミレニアム開発目標の指

標決定のプロセス分析と評価枠組みに関する研究．厚生

労働科学研究費補助金地球規模保健課題解決推進のため

の行政施策に関する研究事業「たばこ規制枠組み条約と

日本のたばこ対策」（研究代表者：三浦宏子．H２７ ─ 地球
規模 ─ 一般 ─ ００２）平成２７年度総括・分担研究報告書．
２０１６. p.５３-６０.
　戸次加奈江, 稲葉洋平, 内山茂久, 欅田尚樹．たばこの
煙の成分に関する調査厚生労働科学研究費補助金循環器

疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「たばこ対

策の健康影響および経済影響の包括的評価に関する研

究」（研究代表者：片野田耕太．H２７ ─ 循環器等 ─ 一般 ─ 
００５）平成２７年度分担研究報告書．p.６３-７９.
　欅田尚樹，稲葉洋平，戸次加奈江，内山茂久．わが国

の現状と課題の抽出・課題解決の方策の検討」たばこ成

分・情報開示の規制（第９・１０条），警告表示（第１１条）．

厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習

慣病対策総合研究事業「たばこ規制枠組み条約を踏まえ

たたばこ対策に係る総合的研究」（研究代表者：中村正

和．H２５ ─ 循環器等（生習） ─ 一般 ─ ０１０）平成２６年度総括・
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分担研究報告書．２０１５. p.６０-６６.
　欅田尚樹，戸次加奈江，金勲，稲葉洋平，内山茂久．

たばこ副流煙指標物質を用いた残留たばこ成分評価手法

の確立．厚生労働科学研究委託費循環器疾患・糖尿病等

生活習慣病対策実用化研究事業「受動喫煙の防止を進め

るための効果的な行政施策のあり方に関する研究」（研

究代表者：大和浩．H２４ ─ 循環器等（生習） ─ 一般 ─ ０１５）
平成２６年度総括・分担研究報告書．２０１４. p.６５-７１.
　山口一郎．放射性物質テロの脅威を低減するための線

源管理のあり方に関する研究．厚生労働科学研究費補助

金健康安全・危機管理対策総合研究事業「CBRNE事態
における公衆衛生対応に関する研究放射性物質テロの脅

威を低減するための線源管理のあり方に関する研究」

（研究代表者：金谷泰宏．H２５ ─ 健危 ─ 一般 ─ ０１４）平成２６
年度分担研究報告書．２０１５. p.８-１３.
　志村勉，研究代表者．広島大学原爆放射線医科学研究

所共同利用・共同研究拠点「低線量放射線によるサイク

リンD１の放射線応答の解明」平成２６年度成果報告書．
p.９-１０.
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１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Original

　Mori K, Tada K, Tawara Y, Ohno K, Asami M, Kosaka 
K, Tosaka H. Integrated watershed modeling for 
simulation of spatiotemporal redistribution of post-fallout 
radionuclides: application in radiocesium fate and 
transport processes derived from the Fukushima 
accidents. Environmental Modelling & Software. 2015; 
72:126-146.
　Kosaka K, Asami M, Ohkubo K, Akiba M. 
Determination  of  a  N-nitrosodimethylamine  precursor 
in water  using  ultra-high  performance  liquid 
chromatographyfallout  radionuclides:  application  in 
radiocesiu. 2015;31:769-772.
　Kishida N, Sagehashi M, Takanashi H, Fujimoto N, 
Akiba M. Nationwide survey of organism-related off-
flavor problems in Japanese drinking water treatment 
plants (2010?2012). J Water Supply Res T. 2015;64(7):832-
838.
　Fujimoto  N,  Mizuno  K,  Yokoyama  T,  Ohnishi  A, 
Suzuki M, Watanabe S, Komatsu K, Sakata Y, Kishida N, 
Akiba  M,  Matsukura  S.  Community  analysis  of 
picocyanobacteria in an oligotrophic lake by cloning 16S 
rRNA gene and 16S rRNA gene amplicon sequencing. J 
Gen Appl Microbiol. 2015;61(5):171-176.
　Sakai H, Kosaka K, Takizawa S. Degradation of N-
nitrosodimethylamine by mercury-free excimer UV 
lamps. Environmental Engineering Science. 2016;63(4): 
260-267.
　Sakai H, Tokuhara S, Murakami M, Kosaka K, Oguma 
K,  Takizawa  S.  Comparison  of  chlorination  and 
chloramination  in  carbonaceous  and  nitrogenous 
disinfection  byproduct  formation  potentials  with 
prolonged contact time. Water Research. 2016;88:661-670.
　Shirasaki N, Matsushita T, Matsui Y, Ohno K. 
Characterization of recombinant norovirus virus-like 
particles and evaluation of their applicability to the 

investigation of norovirus removal performance in 
membrane filtration processes. Water Science and 
Technology: Water Supply. Accepted. DOI: 10.2166/ws. 
2015.185.
　島闢大，榎本圭佑，春日郁朗，小沼晋，齋藤利晃，秋

葉道宏．銅製水道管による給配水過程の微生物再増殖な

らびにエンドトキシン活性抑制効果．土木学会論文集G
（環境）．２０１５；７１（７）：III_１７１-１７７.
　小坂浩司，福田圭佑，中村怜奈，浅見真理，越後信哉，

秋葉道宏．トリクロラミン生成能におよぼすオゾン処理

の影響．土木学会論文集G（環境）．２０１５；７１（７）：III_３６１-
３６９.
　中井喬彦，小坂浩司，浅見真理，秋葉道宏．LC-MS/MS
法による水道水中の２,６-ジクロロ-１,４-ベンゾキノンの測
定法検討と実態調査．水環境学会誌．２０１５；３８：６７-７３.
　岸田直裕，松本悠，山田俊郎，浅見真理，秋葉道宏．

我が国における過去３０年間の飲料水を介した健康危機事

例の解析（１９８３～２０１２年）．保健医療科学．２０１５；６４（２）：

７０-８０.
　Riya S, Zhou S, Kobara Y, Sagehashi M, Terada A, 
Hosomi M. Effects of nitrogen loading rate on CH4 and 
N2O emissions during cultivation and fallow periods from 
forage rice fields fertilized with liquid cattle waste. 
Journal of Environmental Management. 2015;161:124-130.
　小保内啓太，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．水文水質モデル

を用いた釜房ダム流域における豪雨による高濁度化の水

道システム影響評価．水道協会雑誌．２０１５；８４（５）： ２-１３.
　Sagehashi M, Mori H, Hareyama Y, Sakuma K, Akiba 
M, Hosomi M. Integration of the rice paddy water 
management into a coupled surface-subsurface water 
flow model in the Sakuragawa River watershed (Japan). 
Hydrology Research. 2015;47(1):137-156.

その他／Others

　下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．災害時の高齢者への給水対策．

保健医療科学．２０１５；６４（２）：８７-９３.（報告）

�

【水管理研究領域】
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２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　大野浩一．続：米国ウエストバージニア州における化

学物質河川流出事故時の対応―事故後の調査について．

水道．２０１５；６０（６）：３２-４０.
　大野浩一．米国ウエストバージニア州における化学物

質河川流出事故時の対応．水道．２０１５；６０（３）：２４-３４.
　浅見真理．水質管理技術の課題と将来．Water Plaza. 
２０１５； ５：１７-２６.
　島闢大，秋葉道宏．災害時における医療用水の安定確

保に向けて．日本透析医会雑誌．２０１５；３０（１）：６８-７３．
　岸田直裕，松本悠，山田俊郎，浅見真理，小窪和博，

秋葉道宏．国内の水道施設における水質事故の発生実態．

水道．２０１６；６１（１）：１９-２５.
　浅見真理，松井佳彦．水道における化学物質・放射性

物質の管理と制御．水環境学会誌．２０１６；３９A（２）：４８-５３.
島闢大．世界の水と衛生の現状と課題（１０）水供給とガ

バナンス．水道公論．２０１６；５２（３）：４０-４７.
　小坂浩司．成果を形にしましょう．水環境学会誌．

２０１５；３８（A）（１１）：４２５-４２６.

著書／Books

　大野浩一．公衆衛生リスク．知っておきたい新公衆衛

生．川崎：一般財団法人日本環境衛生センター；２０１５. 
p.１５-２１.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　Mori K, Tawara Y, Fukuoka Y, Tada K, Ohno K, Asami 
M, Kosaka K, Tosaka H. Numerical modeling on 
watershed-scale radiocesium fate and transport processes 
coupled  with  biogeochemical  cycling  in  forests, 
proceedings of AGU fall meeting; 2015.12.14-18; San 
Francisco, CA,  USA. B12A-04
　Haramoto E, Kishida N, Morita H, Asami M, Akiba M. 
Pepper mild mottle virus and tobacco mosaic virus as 
potential viral indicators of human fecal contamination in 
river water; 18th International Symposium on Health-
Related Water Microbiology; 2015.9.13-19; Lisbon, Portugal. 
Abstracts of 18th International Symposium on Health-
Related Water Microbiology. p.420-421.
　Sagehashi M, Akiba M. Nationwide survey of water 
consumption and preparedness for the cutoff of water 
supply at elderly facilities in Japan. Water and Environment 
Technology Conference 2015 (WET2015); 2015.8.5-6; 
Tokyo, Japan. WET 2015 Program and Abstracts. p.45.
　Kosaka K, Asami M, Ohkubo K, Iwamoto T, Koshino 
H, Echigo S, Akiba M. Source of a N-nitrosodimethyleamine 
precursor and its identification in the Yodo River basin. 
Proc. 9th IWA Specialized Conference on Assessment 
and Control of Micropollutants/ Hazardous Substances 
in Water; 2015.11.22-25; Singapore. MPOL-020 (CD-ROM).

　Simazaki D, Fujimura S, Ishikawa R, Hiraiwa M, 
Nishihara M, Akiba M. Evaluation of removal capability 
of Cryptosporidium oocyst by conventional drinking 
water treatment and associated human health risk. The 
10th  International  Symposium  on  Water  Supply 
Technology; 2015.7.20-22; Kobe, Japan. OP1-12.
　Nakamura H, Kasuga I, Kurisu F, Furumai H, 
Shimazaki D, Akiba M. Microbial regrowth potential and 
dynamics  of  community  structure  of  biofilm  in 
dechlorinated drinking water. IWA Specialized Conference 
Biofilms in drinking water systems - From treatment to 
tap; 2015.8.23-26; Arosa, Switzerland. Proceedings.
　Sakai H, Callaud P, Kosaka K, Takizawa S. Degradation 
of 9-nitrosamines in water by UV irradiation. 2015 
International Environmental Engineering Conference 
(IEEC 2015); 2015.10.28-30; Busan, Korea. Proceedings. 
p.239-240.
　秋山恵美，松井佳彦，松下拓，白崎伸隆，大野浩一．

間接摂取の体内負荷を考慮した揮発性有機化合物の水道

水質基準評価値の評価．第５０回日本水環境学会年会；

２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要旨集．p.２８０.
　反保亮祐，大野浩一，小沼晋，有賀拓也，五十嵐大稀，

斉藤利明，寺田宙，秋葉道宏．濁質と吸着剤を用いた溶

存態セシウムの除去及び吸脱着に関する研究．第５０回日

本水環境学会年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要旨集．
p.４６６.
　菱田祐太，中井喬彦，小坂浩司，浅見真理，秋葉道宏．

オゾン/活性炭プロセスの浄水場におけるハロベンゾキ
ノンの生成調査．第５０回日本水環境学会年会；２０１６.３.１６-
１８；徳島．同講演要旨集．p.３７１.
　木下由紀子，島闢大，大瀧雅寛．濁質の光散乱特性を

考慮したUV消毒への影響評価．第５０回日本水環境学会
年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要旨集．p.３６２.
　島闢大，里見翔，三谷駿太，小沼晋，齋藤利晃，秋葉

道宏．浄水処理の凝集沈殿・砂ろ過・塩素消毒過程にお

けるエンドトシキン活性の挙動．第５０回日本水環境学会

年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要旨集．p.４６０.
　反保亮祐，大野浩一，小沼晋，斉藤利明，寺田宙，秋

葉道宏．水試料中の低濃度溶存態放射性セシウムの濃縮

測定と浄水処理工程中の挙動．第５２回環境工学研究

フォーラム；２０１５.１１.２７-２９；郡山．同講演集．p.４２-４４.
　島闢大，榎本圭佑，春日郁朗，小沼晋，齋藤利晃，秋

葉道宏. 銅製水道管による給配水過程の微生物再増殖な
らびにエンドトキシン活性抑制効果．第５２回土木学会環

境工学研究フォーラム；２０１５.１１.２７-２９；郡山．同抄録集．
A２０．
　小坂浩司，福田圭佑，中村怜奈，浅見真理，越後信哉，

秋葉道宏．トリクロラミン生成能におよぼすオゾン処理

の影響．第５２回土木学会環境工学研究フォーラム；

２０１５.１１.２７-２９；郡山．同抄録集．III_３６１-９．
　下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．我が国の高齢者向け施設の水利

生活環境研究部
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用実態調査．第４４回日本医療福祉設備学会；２０１５.１１.２５-
２６；東京．病院設備．２０１５；５７（６）：１７５.
　島闢大，秋葉道宏．銅製水道管表面における細菌再増

殖およびエンドトキシン活性の経時変化と特性．第７４回

日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０
特別附録）：５７０.
　片木孝徳，佐々木剛，三輪修，大野浩一，小坂浩司，

伊藤雅喜，秋葉道宏．浄水発生土・原水濁質・ベントナ

イトを用いた溶存態セシウムの除去と脱着．平成２７年度

全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．
同講演集．p.２７４-２７５.
　村田桂子，日下部貴章，武井紀子，大野浩一，小坂浩

司，秋葉道宏．水安全計画を用いた水源における危害解

析．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-
２３；さいたま．同講演集．p.６８０-６８１.
　日下部貴章，村田桂子，武井紀子，大野浩一，小坂浩

司，秋葉道宏．水安全計画を用いた浄水プロセスにおけ

る危害解析．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；

２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講演集．p.６８２-６８３.
　武井紀子，村田桂子，日下部貴章，大野浩一，小坂浩

司，秋葉道宏．水安全計画を用いた給配水における危害

解析．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-
２３；さいたま．同講演集．p.６８４-６８５.
　廣瀬正晃，山中駿司，島闢大，秋葉道宏．水道原水・

処理工程水・医療用水におけるエンドトキシン活性の存

在状況に関する研究．日本水道協会平成２７年度全国会議

（全国水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講
演集．p.５７４-５７５.
　羽田野祐介，村田恵呉，町田高広，中井喬彦，小坂浩

司，浅見真理，秋葉道宏．高度浄水処理工程におけるハ

ロベンゾキノン生成能の挙動とオゾン処理性．平成２７年

度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．
同講演集．p.５９２-５９３.
　中井喬彦，森岡弘幸，小坂浩司，浅見真理，秋葉道宏．

塩素処理による芳香族化合物からのハロベンゾキノンの

生成．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-
２３；さいたま．同講演集．p.５９４-５９５．
　田中美奈子，石新一憲，知念光，鐘井豊，白坂威出矢，

飯島卓，島闢大，伊藤雅喜．高濁度原水の処理不良時に

おける二段凝集処理による濁度およびクリプトスポリジ

ウムの除去効果ならびに感染リスク評価．日本水道協会

平成２７年度全国会議（全国水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-
２３；さいたま．同講演集．p.６２２-６２３.
　増田伸介，伊藤雅喜，青木光，松崎寿広，大谷泰重，

石黒智成，加藤真．中高層建物の直結給水システムにお

ける逆流防止装置の実態調査（Ⅰ）―アンケート，ヒア

リングによる実態調査と課題―．平成２７年度全国会議

（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講演集．
p.４６８-４６９.
　竹田優一，伊藤雅喜，青木光，増田伸介，重野啓司，

松崎寿広，川崎幸一，階元鳴彰．中高層建物の直結給水

システムにおける逆流防止装置の実態調査（Ⅱ）―給水

管取り出し高さと逆流の危険性に関する実験的検討―．

平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；
さいたま．同講演集．p.４７０-４７１．
　伊藤雅喜，青木光，増田伸介，竹田優一，重野啓司，

松崎寿広，竹中祥幸，小松敬治．中高層建物の直結給水

システムにおける逆流防止装置の実態調査（Ⅲ）―給水

立て管における負圧発生状況の基礎的検討―．平成２７年

度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．
同講演集．p.４７２-４７３.
　Sagehashi M, Simazaki D, Asami M, Akiba M, 
Jayaratne A, France J. D, Williams T. The Vital Connection : 
Water Safety Plans and Operation and Maintenance of 
Water Supply Systems．平成２７年度全国会議（水道研究
発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講演集．p.７４０-７４１.
　小坂浩司，浅見真理，大久保慶子，岩本卓治，越野広

雪，越後信哉，秋葉道宏．淀川流域におけるオゾン処理

でのN-ニトロソジメチルアミン前駆物質の実態．第３７
回環境衛生工学研究シンポジウム；２０１５.７.３１-８.１；京都．
環境衛生工学研究．p.１２６-１２９.
　小坂浩司，浅見真理，大久保慶子，岩本卓治，越野広

雪，越後信哉，秋葉道宏．淀川流域におけるN-ニトロ
ソジメチルアミン前駆物質汚染の原因究明．第２４回日本

オゾン協会年次研究講演会；２０１５.５.２８-２９；東京．同講演
集．p.５９-６２.
　島闢大，秋葉道宏．国内の水道原水・浄水処理工程・

医療用水等におけるエンドトキシン活性の挙動．第６０回

日本透析医学会学術集会・総会；２０１５.６.２８-３０；横浜．同
講演集．p.１８４（O-１３１０）．
　浅見真理．行政的枠組みにおける水道システムのリス

ク管理．日本リスク研究学会第２８回年次大会；２０１５. 
１１.２０-２２；名古屋．同講演論文集．p.１７.
　佐藤学，上村仁，小坂浩司，浅見真理，鎌田素之，松

井佳彦．神奈川県内の河川水で検出されたネオニコチノ

イド系農薬等の浄水処理における挙動．第５２回全国衛生

科学技術協議会年会；２０１５.１２.３-４；静岡．同講演集．
p.２１２-２１３.
　渡邉英梨香，藤本尚志，大西章博，鈴木昌治，藤瀬大

輝，岸田直裕，秋葉道宏．１６S rRNA遺伝子アンプリコ
ンシーケンシングによる浄水場処理工程水の細菌相の評

価．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-
２３；さいたま．同講演集．p.６３０-６３１.
　岸田直裕．我が国における飲料水を介した感染症の発

生実態．第８回日本カンピロバクター研究会総会；

２０１５.１２.３-４；京都．同抄録集．p.２９.
　渡邉英梨香，藤本尚志，大西章博，鈴木昌治，藤瀬大

輝，岸田直裕，秋葉道宏．１６S rRNA遺伝子アンプリコ
ンシーケンシングによる浄水場処理工程水の微生物相の

評価．第５０回日本水環境学会年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．
同講演要旨集．p.２７４.
　清水千佳，藤本尚志，渡辺智，大西章博，鈴木昌治，

生活環境研究部
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兼崎友，石毛太一郎，菊地英夫，岸田直裕，秋葉道宏．

草木湖における微生物群集の鉛直分布．第５０回日本水環

境学会年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要旨集．p.４３５.
　加村瑞希，遠藤雅也，篠原健吾，内海真生，岸田直裕，

秋葉道宏，清水和哉．カビ臭物質産生微生物によるカビ

臭物質産生特性．日本水環境学会第５０回年会；２０１６.３.１６-
１８；徳島．同講演要旨集．p.６３０.
　杉山寛治，長岡宏美，片山富士男，和田裕久，榎原広

里，市村祐二，青木信和，江口大介，神野透人，小坂浩

司，泉山信司，八木田健司，縣邦雄，田中慶郎，倉文明．

循環式浴槽水のモノクロラミン消毒による長期間にわた

るレジオネラ属菌の制御．日本防菌防黴学会第４２回年次

大会；２０１５.９.１-２；大阪．同要旨集．p.54.
　長岡宏美，市村祐二，青木信和，江口大介，神野透人，

小坂浩司，泉山信司，八木田健司，縣邦雄，片山富士男，

江原広里，和田裕久，杉山寛治，倉文明．気泡発生装置

使用浴槽におけるモノクロラミン消毒効果の検証．日本

防菌防黴学会第４２回年次大会；２０１５.９.１-２；大阪．同要旨
集．p.55.
　Sagehashi, M. and Akiba, M. Nationwide survey of 
water consumption and preparedness for the cutoff of 
water supply at elderly facilities in Japan. Water and 
Environment Technology Conference 2015 (WET2015); 
2015.8.5-6; Tokyo. WET 2015 Program and Abstracts. 
p.45.
　Sagehashi M, Takanashi H, Akiba M. Changes in 
energy consumption and environmental loads caused by 
microorganism-related problems in Japanese drinking 
water treatment plants. the 6th IWA-ASPIRE Conference & 
Exhibition; 2015.9.20-24; Beijing, China. Proceedings of 
the 6th IWA-ASPIRE Conference & Exhibition (Online). 
Presentation No. C0038.
　田中太一，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．タンクモデル及び

LQ式を用いた気候変動による水道原水流量及び濁度への
影響評価．日本水道協会 平成２７年度全国会議（水道研究
発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講演集．p.１５４-１５５.
　籾山将，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．気候変動の水道シス

テム影響評価のための相模川流域水文モデルの作成．第

５０回日本水環境学会年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要
旨集．p.４８６.

研究調査報告書／Reports

　浅見真理，斎藤健太，小池友佳子，宮林勇一．連続自

動水質計器のデータによる水質変動の比較解析．厚生労

働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事

業「水道における連続監視の最適化および浄水プロセス

での処理性能評価に関する研究」（研究代表者：小坂浩

司．H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年度総括・分担研究
報告書．２０１６. p.６３-６９.
　小坂浩司，浅見真理，小池友佳子，斎藤健太，宮林勇

一，佐藤三郎．連続自動水質計器の設置，活用状況に関

する調査．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管

理対策総合研究事業「水道における連続監視の最適化お

よび浄水プロセスでの処理性能評価に関する研究」（研

究代表者：小坂浩司．H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年
度分担研究報告書．２０１６. p.４７-６０.
　小坂浩司，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金 
健康安全・危機管理対策総合研究事業「水道における連

続監視の最適化および浄水プロセスでの処理性能評価に

関する研究」（H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年度総括研
究報告書．２０１６.
　浅見真理，小坂浩司，松井佳彦他．化学物質・農薬分

科会報告書．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機

管理対策総合研究事業「水道における水質リスク評価お

よび管理に関する総合研究」（研究代表者：松井佳彦．

H２５ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００７）平成２７年度統括・分担研究報告
書．２０１６. p.４７-５４.
　伊藤禎彦，浅見真理，越後信哉，小坂浩司，松井佳彦，

他．消毒副生成物分科会報告書．厚生労働科学研究費補

助金健康安全・危機管理対策総合研究事業「水道におけ

る水質リスク評価および管理に関する総合研究」（研究

代表者：松井佳彦．H２５ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００７）平成２７年度
統括・分担研究報告書．２０１６. p.５５-８１.
　大野浩一，浅見真理，広瀬明彦，小野敦，松井佳彦，

他．リスク評価管理分科会報告書．厚生労働科学研究費

補助金地域健康危機管理研究事業「水道における水質リ

スク評価および管理に関する総合研究」（研究代表者：

松井佳彦．H２５ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００７）平成２７年度統括・分
担研究報告書．２０１６. p.８３-１１０.
　大野浩一，小坂浩司，秋葉道宏，岸田直裕，佐々木賢

史，小川将司．水安全計画を用いた水道水源・浄水プロ

セス・給配水システムでの危害と監視方法の解析．厚生

労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究

事業「水道における連続監視の最適化および浄水プロセ

スでの処理性能評価に関する研究」（研究代表者：小坂

浩司．H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年度分担研究報告
書．２０１６. p.１７-２８.
　大野浩一，研究代表者．科学研究費助成基金助成金

（基盤研究（C））「化学物質リスク評価における不確実
性分析に基づく基準値信頼性の分類と指標の提案」

（２４５１００５２）平成２７年度研究実績報告書．２０１６.
　伊藤禎彦，越後信哉，西村文武，平山修久，大河内由

美子，日高平，浅見真理，小坂浩司．戦略的創造研究推

進事業（CREST）「都市地下帯水層を利用した高度リス
ク管理型水再利用システムの構築」（研究代表者：伊藤

禎彦）平成２７年度報告書．２０１６.
　秋葉道宏，高梨啓和，岸田直裕，小倉明生．高分解能

質量分析計を用いた水道水生ぐさ臭臭気原因物質の探索．

厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合

研究事業「大規模災害および気候変動に伴う利水障害に

対応した環境調和型水道システムの構築に関する研究」

（研究代表者：秋葉道宏．H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７
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年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.３５-３９.
　藤本尚志，岸田直裕．ろ過漏出障害原因微生物の同定

技術の開発と存在実態調査．厚生労働科学研究費補助金

健康安全・危機管理対策総合研究事業「大規模災害およ

び気候変動に伴う利水障害に対応した環境調和型水道シ

ステムの構築に関する研究」（研究代表者：秋葉道宏．

H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年度総括・分担研究報告
書．２０１６. p.４３-５１.
　秋葉道宏，清水和哉，岸田直裕．カビ臭発生予測手法

の構築．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理

対策総合研究事業「大規模災害および気候変動に伴う利

水障害に対応した環境調和型水道システムの構築に関す

る研究」（研究代表者：秋葉道宏．H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ 
００３）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.６３-６７.
　岸田直裕，研究代表者．文部科学研究費補助金若手研

究B「遺伝子定量技術を利用した水源におけるカビ臭産
生微生物の早期検出・定量手法の開発」（２４７６０４４０）平

成２４-２７年度研究実績報告書．２０１６.
　小熊久美子，浅見真理，島闢大，松下拓，白崎伸隆．

国際科学技術共同研究推進事業（SICORP）「日本－カ
ナダ共同研究：小規模水道における持続的水供給の実現

に資する革新的紫外線技術の創出」（研究代表者：小熊

久美子）平成２７年度報告書．２０１６.
　島闢大．海外における地表水紫外線処理の適用条件等

に関する文献調査．厚生労働科学研究費補助金 健康安
全・危機管理対策総合研究事業「地表水を対象とした浄

水処理の濁度管理技術を補完する紫外線処理の適用に関

する研究」（研究代表者：大垣眞一郎．H２６ ─ 健危 ─ 一般 
─ ００４）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６.
　島闢大，研究代表者．文部科学研究費補助金基盤研究

（C）「水道原水・医療用水中のエンドトキシン活性なら
びに生成能の存在状況に関する研究」（２６４２０５４０）平成

２７年度研究実施状況報告．２０１６.
　島闢大，研究代表者．公益財団法人クリタ水・環境科

学振興財団国内研究助成「銅製給水管を用いたエンドト

キシン産生従属栄養細菌の制御に関する研究」（１４A０５１）
平成２６年度研究研究成果報告書．２０１５.
　長岡宏美，縣邦雄，八木田健司，杉山寛治，小坂浩司，

泉山信司，前林公男，加藤千裕，和田裕久，鈴木史恵，

寺田善直，壁谷美加，土屋祐司，市村祐二，青木信和．

マンガンイオンを含む浴槽水へのモノクロラミン諸毒の

適用．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対

策総合研究事業「レジオネラ検査の標準化及び消毒等に

係る公衆浴場等における衛生管理手法に関する研究」

（研究代表者：倉文明．H２５ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００９）平成２７年
度総括・分担研究報告書．２０１６.p.３３-４４.
　秋葉道宏，下ヶ橋雅樹，籾山将．流域システムの水管

理対策に関する研究．厚生労働科学研究費補助金健康安

全・危機管理対策総合研究事業「大規模災害および気候

変動に伴う利水障害に対応した環境調和型水道システム

の構築に関する研究」（研究代表者：秋葉道宏．H２７ ─ 健危 
─ 一般 ─ ００３）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. 
p.１７-３１.
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１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Original

　Hasegawa K, Yoshino H, Yanagi U, Azuma K, Osawa H, 
Kagi N, Shinohara N, Hasegawa A. Indoor environmental 
problems and health status in water-damaged homes due 
to tsunami disaster in Japan. Building and Environment. 
2015;93(Part1):24-34. DOI:10.1016/j.buildenv.2015.02.040.
　工藤恵子，鈴木晃，浦橋久美子，大越扶貴，阪東美智

子，高橋郁子，猪股久美．高齢者の在宅生活支援のため

のニーズ把握：事例検討会における見取り図の活用．リ

ハビリテーション連携科学．２０１５；１６（２）：１５９-１６８.
　金勲，林基哉，開原典子，大澤元毅，阪東美智子．高

齢者施設における冬期の温度，湿度，CO2濃度の実測調
査及び湿度管理に関する分析．室内環境．２０１５；１８（２）：

７７-８７.
　林基哉，本間義規，長谷川兼一，金勲．日本大震災復

興戸建住宅の簡易気密性能確認法―レンジファンと燃焼

ガスの炭酸ガスを用いた１点法．日本建築学会環境系論

文集．２０１５；８０（７１６）：１０１３-１０２０.
　長谷川兼一，石山智，大澤元毅，柳宇，鍵直樹，東賢

一，高木理恵．実大試験家屋を用いた浸水シミュレー

ションによる床下湿気性状の長期測定．日本建築学会技

術報告集．２０１５；２１（４９）：１１１７-１１２０.
　森川美絵，阪東美智子．第二のセーフティネットにお

いて受け止める生活困窮とは―生活福祉資金の初期相談

記録の検討から．貧困研究．２０１５；１４：９５-１０８.
　柳宇，鍵直樹，大澤元毅，池田耕一．個別方式空調機

内におけるカビ増殖特性に関する研究．空気調和衛生工

学会論文集．２０１５；２１８：３１-３８.

総説／Reviews

　阪東美智子．居住環境分野から：安心安全な高齢者の

「住まい」の整備．保健医療科学．２０１６；６５（１）：３６-４６.
　金勲. 室内空気関係JIS改正講習会. 空気清浄．２０１５；５３
（１）：４８-５０.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　大澤元毅. 公衆衛生領域における連携と協働　建築物
衛生管理体制の現状とこれからの課題．日本公衆衛生協

�
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会．２０１５. p.１９７-２０４.
　阪東美智子．社会福祉施設の環境衛生管理．ビルと環

境．２０１５；１５０：３１-３７.
　阪東美智子．住宅環境の社会疫学的影響．貧困研究．

２０１５；１４：６４-７２.
　大澤元毅．建築物衛生の枠組みと動向．知っておきた

い新公衆衛生．２０１５. p.６５-７２.

著書／Books

　阪東美智子．自立に向けた居住環境の整備と福祉用具

の活用．介護福祉士実務者研修テキスト（第２巻）介護

の基本Ⅰ・Ⅱ．介護福祉士実務者研修テキスト総括編集

委員会，編．東京：全国社会福祉協議会；２０１６. p.２７５-
２９６.
　大澤元毅．断熱性能と断熱構造．【改訂】新太陽エネ

ルギー利用ハンドブック．日本太陽エネルギー学会，編．

東京；一般社団法人日本太陽エネルギー学会：２０１５．

p.２３１-２４２. 

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　大澤元毅. 建築確認時審査の役割と課題．第４３回建築
物環境衛生管理全国大会；２０１６.１.１９-２０；東京．同要旨集．
p.２８-３１.
　林基哉，大澤元毅，金勲．住宅の室内空気質の年特性

に関する研究．平成２７年室内環境学会学術大会；

２０１５.１２.３-４；沖縄．同講演要旨集．p.８６-８７.
　金勲，柳宇，鍵直樹，東賢一，イムウンス，林基哉．

都市住宅におけるハウスダスト中エンドトキシン濃度の

実態調査．平成２７年室内環境学会学術大会；２０１５.１２.３-
４；沖縄．同講演要旨集．p.２１４-２１５.
　志摩輝冶，柳宇，清水竜斗，鍵直樹，金勲，東賢一，

大澤元毅．オフィスビルにおける浮遊微生物濃度の実態

に関する長期間調査研究（１）．平成２７年室内環境学会

学術大会；２０１５.１２.３-４；沖縄．同講演要旨集．p.１１.
　林基哉，大澤元毅，金勲．住宅の室内空気質の年特性

に関する研究．平成２７年室内環境学会学術大会；

２０１５.１２.３-４；沖縄．同講演要旨集．p.１４.
　畑中未来，柳宇，長谷川兼一, 鍵直樹，東賢一，大澤
元毅．浸水被害住宅における真菌増殖に係る環境特性の

解明．平成２７年室内環境学会学術大会；２０１５.１２.３-４；沖
縄．同講演要旨集．p.６０.
　阪東美智子，金勲，小林健一，森川美絵，大澤元毅，

林基哉，開原典子．高齢者福祉施設における出張理美容

の現状と課題その１．第４４回日本医療福祉設備学会；

２０１５.１１.２５-２６；東京．同予稿集．p.１７６.
　金勲，阪東美智子，小林健一，森川美絵，大澤元毅，

林基哉，開原典子．高齢者福祉施設における出張理美容

の現状と課題その２．第４４回日本医療福祉設備学会；

２０１５.１１.２５-２６；東京．同予稿集．p.１７７.
　大崎元，阪東美智子．児童相談所一時保護所の建築計

画・設備の実態と課題．日本子ども虐待防止学会第２１回

学術集会；２０１５.１１.２０-２１；新潟．同抄録集．p.９０-９１.
阪東美智子．居住環境分野から：安心安全な高齢者の

「住まい」の整備．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：１３７.
　高橋郁子，工藤恵子，鈴木晃，浦橋久美子，大越扶貴，

阪東美智子，猪股久美，網野寛子．在宅支援ニーズの多

角的具体的把握方法１事例検討会における見取り図の活

用効果．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長
崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５０８.
　鈴木晃，工藤恵子，大越扶貴，浦橋久美子，阪東美智

子，川南公代，岩本里織，齋藤泰子，高橋郁子，猪股久

美．在宅支援ニーズの多角的具体的把握方法２継続的支

援者による見取り図作成方法の検討． 第７４回日本公衆衛
生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．
２０１５；６２（１０特別附録）：５０８.
　工藤恵子，鈴木晃，大越扶貴，浦橋久美子，阪東美智

子，高橋郁子，猪股久美，網野寛子．見取り図活用に関

する事例調査１介護支援専門員による見取り図を用いた

事例検討会．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-
６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：

５０８.
　浦橋久美子，工藤恵子，鈴木晃，大越扶貴，阪東美智

子，高橋郁子，猪股久美，岩本絵己，向後妙子．見取り

図活用に関する事例調査２見取り図活用に関する事例間

の比較． 第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長
崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５０８.
　大越扶貴，工藤恵子，鈴木晃，浦橋久美子，阪東美智

子，高橋郁子，猪股久美．見取り図活用に関する事例調

査３地域包括支援センターによる困難事例の見取り図活

用．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．
日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５０９.
　阪東美智子，大澤元毅，開原典子，金勲，林基哉，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第１報）全国の特別養護老人ホームの理美容状況．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５７２.
　大澤元毅，阪東美智子，林基哉，金勲，開原典子，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第２報）施設の建築設備と施術空間．第７４回日本公

衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．同抄録集．日本公
衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５７２.
　開原典子，阪東美智子，林基哉，金勲，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第３報）利用者と施術内容．第７４回日本公衆衛生学

会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２
（１０特別附録）：５７２.
　金勲，阪東美智子，林基哉，開原典子，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第４報）施術環境と体調．第７４回日本公衆衛生学会

総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２

生活環境研究部



J. Natl. Inst. Public Health, 65（3）: 2016296

（１０特別附録）：５７３. 
　林基哉，金勲，開原典子，阪東美智子，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第５報）利用者の施術時の体調．第７４回日本公衆衛

生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．
２０１５；６２（１０特別附録）：５７３.
　金勲，林基哉，大澤元毅，開原典子，阪東美智子．高

齢者施設における室内環境と健康性に関する調査（第３

報）室内温湿度及びCO2濃度の冬季実測．平成２７年度空
気調和・衛生工学会大会（大阪）；２０１５.９.１６-１８；豊中．
同学術講演論文集．p.１１３-１１６.
　林基哉，金勲，大澤元毅，開原典子，阪東美智子．高

齢者施設における室内環境と健康性に関する調査（第４

報）室内温湿度および CO2濃度を用いた加湿と換気に関
する分析．平成２７年度空気調和・衛生工学会大会（大

阪）；２０１５.９.１６-１８；豊中．同学術講演論文集．p.１１７-１２０.
　大澤元毅，林基哉，金勲，開原典子，阪東美智子，小

林健一．高齢者施設における室内環境と健康性に関する

調査（第５報）出張理美容環境に関する調査概要．平成

２７年度空気調和・衛生工学会大会（大阪）；２０１５.９.１６-１８；
豊中．同学術講演論文集．p.１２１-１２４.
　開原典子，林基哉，大澤元毅，金勲，阪東美智子，小

林健一．高齢者施設における室内環境と健康性に関する

調査（第６報）出張理美容の施術環境と被施術者の生理

量の測定．平成２７年度空気調和・衛生工学会大会（大

阪）；２０１５.９.１６-１８；豊中．同学術講演論文集．p.１２５-１２８.
　柳宇，長谷川兼一，鍵直樹，東賢一，大澤元毅．浸水

後の住宅におけるカビ増殖特性に関する実験的な研究．

平成２７年度空気調和・衛生工学会大会（大阪）；２０１５. 
９.１６-１８；豊中．同学術講演論文集．p.９３-９６.
　鍵直樹，柳宇，東賢一，金勲，大澤元毅．建築物にお

ける空気環境衛生管理基準項目に関する実態調査．平成

２７年度空気調和・衛生工学会大会（大阪）；２０１５.９.１６-１８；
豊中．同学術講演論文集．p.１０１-１０４.
　大澤元毅，金勲，阪東美智子，開原典子，林基哉．高

齢者施設における健康リスク低減のための室内環境衛生

管理その１研究方法と調査対象の概要．２０１５年度日本建

築学会大会（関東）；２０１５.９.４-６；平塚．同学術講演梗概
集．p.１１３９-１１４０.
　開原典子，大澤元毅，阪東美智子，金勲，林基哉．高

齢者施設における健康リスク低減のための室内環境衛生

管理その２冬期の室内温湿度．２０１５年度日本建築学会大

会（関東）；２０１５.９.４-６；平塚．同学術講演梗概集．p.１１４１-
１１４２.
　金勲，大澤元毅，阪東美智子，開原典子，林基哉．高

齢者施設における健康リスク低減のための室内環境衛生

管理　その３　冬期におけるCO2濃度測定結果．２０１５年
度日本建築学会大会（関東）；２０１５.９.４-６；平塚．同学術
講演梗概集．p.１１４３-１１４４.
　阪東美智子，大澤元毅，金勲，開原典子，林基哉．高

齢者施設における健康リスク低減のための室内環境衛生

管理その４自治体の生活衛生担当部局における取組み．

２０１５年度日本建築学会大会（関東）；２０１５.９.４-６；平塚．
同学術講演梗概集．p.１１４５-１１４６.
　林基哉，本間義規，長谷川兼一，金勲．東日本大震災

復興住宅の断熱気密性能の実態調査．２０１５年度日本建築

学会大会（関東）；２０１５.９.４-６；平塚．同学術講演梗概集．
p.１０２５-１０２６.
　蒲生純平，Lim E，金勲．大学講義室における冬季換
気条件による室内温熱・空気環境に関する実測及びアン

ケート調査．２０１５年度日本建築学会大会（関東）；

２０１５.９.４-６；平塚．同学術講演梗概集．p.７８９-７９０．
　佐藤由美，阪東美智子．横浜市大規模団地における高

齢者集住の実態～自助・互助に着目して．２０１５年度日本

建築学会大会（関東）；２０１５.９.４-６；平塚．同学術講演梗
概集．p.３６５-３６６.
　阪東美智子，佐藤由美，中村美安子．地域防災計画に

おける要援護者対策及び応急仮設住宅対策―高齢者・障

がい者等に配慮した民間仮設住宅の供与の方策に関する

研究その２―．日本福祉のまちづくり学会第１８回全国大

会；２０１５.８.７-９；柏．同概要集．Ⅰ３D-６（CD収録）．
　佐藤由美，阪東美智子．横浜市大規模団地における高

齢者の自立生活支援の実態―ケーススタディをもとに―．

日本福祉のまちづくり学会第１８回全国大会；２０１５.８.７-９；
柏．同概要集．Ⅱ１C-２（CD収録）．

研究調査報告書／Reports

　阪東美智子．設備の充実・再整備．In：厚生労働省　
平成２７年度先駆的ケア策定・検証調査事業「婦人保護施

設の役割と機能に関する調査報告書」（婦人保護施設調

査研究ワーキングチーム編）；２０１６．（印刷中）．

　阪東美智子．児童自立支援施設の建築・設備の実態と

課題．厚生労働省子ども子育て推進調査研究事業「非行

児童の支援に関する研究」（研究代表者：公立大学法人

会津大学）平成２７年度研究報告書．２０１６. p.６５-８０.
　阪東美智子，研究代表者．文部科学研究費補助金基盤

研究（C）「高齢者・障がい者等に配慮した民間賃貸仮設
住宅の供与の方策に関する研究」（２５５１２０１２）平成２５年

度～平成２７年度研究成果報告書．２０１６.
　大澤元毅，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金健

康安全・危機管理対策総合研究事業「建築物環境衛生管

理に係る行政監視等に関する研究」（H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ 
００７）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６.
　開原典子．建築物における空気環境の衛生管理の現状

１-３東京都特定建築物の立ち入り検査データによる冬期
室内湿度に関する分析－D．不適合率に関する分析．厚
生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研

究事業「建築物環境衛生管理に係る行政監視等に関する

研究」（研究代表者：大澤元毅．H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００７）
平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.２８-３２.
　金勲．健康機器に対応した環境衛生の実態と管理項目

の検討－C.２.６. エンドトキシン．厚生労働科学研究費補
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助金・健康安全・危機管理対策総合研究事業「建築物環

境衛生管理に係る行政監視等に関する研究」（研究代表

者：大澤元毅．H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００７）平成２７年度総括・
分担研究報告書．２０１６. p.４９-５２.
　大澤元毅，長谷川兼一．環境改善の提言６-３津波被災
住宅．震災関連住宅研究成果報告書．日本建築学会東北

支部環境工学部会 震災関連住宅における健康影響の低
減対策に対する緊急研究委員会，編．２０１５. p.７０-７２.
　大澤元毅．建築物の特性・用途別の環境特性と環境衛

生に関する研究．厚生労働科学研究費補助金健康安全・

危機管理対策総合研究事業「科学的エビデンスに基づく

新シックハウス症候群に関する相談と対策マニュアル

（改訂版）の作成」（研究代表者：岸玲子．H２６ ─ 健危 ─ 一
般 ─ ００６）平成２６-２７年度総合研究報告書．２０１６. p.１１７-
１２１.
　大澤元毅．建築物の特性・用途別の環境特性と環境衛

生に関する研究．厚生労働科学研究費補助金健康安全・

危機管理対策総合研究事業「科学的エビデンスに基づく

新シックハウス症候群に関する相談と対策マニュアル

（改訂版）の作成」（研究代表者：岸玲子．H２６-健危-一
般-００６）平成２６-２７年度総合研究報告書．２０１６. p.２２１-２３０.
　大澤元毅．建築物の特性・用途別の環境特性と環境衛

生に関する研究．厚生労働科学研究費補助金健康安全・

危機管理対策総合研究事業「科学的エビデンスに基づく

新シックハウス症候群に関する相談と対策マニュアル

（改訂版）の作成」（研究代表者：岸玲子．H２６ ─ 健危 ─ 一
般 ─ ００６）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.８３-
８９.

　大澤元毅．津波浸水被害住宅の概要． 東日本大震災合
同調査報告書（日本建築学会，地盤工学会，土木学会，

日本機械学会，日本原子力学会，日本地震学会，日本地

震工学会，日本都市計画学会），東日本大震災合同調査

報告書編集委員会，編．建築編８．２０１５. p.１０５-１０６.
　大澤元毅．宮城県内の仮設住宅を対象としたヒアリン

グ調査．東日本大震災合同調査報告書（日本建築学会，

地盤工学会，土木学会，日本機械学会，日本原子力学会，

日本地震学会，日本地震工学会，日本都市計画学会），

東日本大震災合同調査報告書編集委員会，編．建築編８． 
２０１５. p.１５８-１６１.
　大澤元毅．応急仮設住宅における温熱・空気・音環境

の実態３-２聞き取り調査．震災関連住宅研究成果報告書．
日本建築学会東北支部環境工学部会 震災関連住宅にお
ける健康影響の低減対策に対する緊急研究委員会，編．

２０１５. p.５.
　大澤元毅．津波による浸水住宅における温熱・空気環

境の実態５-２浸水被害住宅の被害状況の調査．震災関連
住宅研究成果報告書．日本建築学会東北支部環境工学部

会 震災関連住宅における健康影響の低減対策に対する
緊急研究委員会，編．２０１５. p.５０-５１.

視聴覚資料やディジタル媒体などによる研究成果／Visual media

　阪東美智子．高齢者，障がい者の住まいの現状と当面

する課題．住宅研究交流集会；２０１５.１０.１８；東京．
　阪東美智子．居住水準に関する考察：建築学，公衆衛

生学の視点から．社会保障研究会；２０１５.９.２６；東京．

生活環境研究部
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　健康危機管理研究部は，健康危機をもたらす事象に関

する対策の立案とその科学的評価，健康危機に関する情

報の収集及び解析，疫学知見の応用及び疾病の集団発生

その他緊急の健康事象発生への対応に必要な疫学に関す

る研究を担っている．主な研究テーマとして，公衆衛生

政策の立案に向けた基盤的調査に関する研究，公衆衛生

上の緊急事態に対する研究，健康危機に関わる人材育成

に関する研究，疾病の集団発生に対する疫学的手法の開

発に関する研究，健康危機対策における国際協力体制構

築に向けた研究を進めている．平成２７年度においては，

健康危機管理情報の集約と健康危機管理ライブラリーシ

ステム（H-CRISIS）を活用した情報発信機能を強化す
るとともに，大規模災害に伴う公衆衛生対策について

ICT（Information Communication Technology）の活用と
自治体職員に対する実践的な研修プログラムの開発を

行った．また，齋藤智也上席主任研究官によるエボラ出

血熱の流行に対する日本の対応とその教訓についてまと

めた論文がEurosurveillance誌に掲載されるとともに，
江藤亜紀子上席主任研究官による国内外の天然痘ワクチ

ン研究に関する総説がVaccine誌に掲載され国際的な論
文評価機関であるGlobal Medical Discoveryにおいて国
際的にインパクトの高い論文との評価を得る等，我が国

の健康危機管理対策の現状について国内外に情報発信す

ることができた．

１） 健康危機管理研究部の構成と異動について

　平成２７年４月１日現在，健康危機管理研究部は，金谷

泰宏（部長），武村真治（上席主任研究官），奥田博子

（上席主任研究官），齋藤智也（上席主任研究官），石峯

康浩（上席主任研究官），大山卓昭（上席主任研究官），

江藤亜紀子（上席主任研究官）で構成されている．平成

２７年度においては，４月１日付で橘とも子（上席主任研

究官）が研究情報支援研究センターに転出し，市川学が

東京工業大学大学院総合理工学研究科知能システム科学

専攻より主任研究官として着任した．

２） 公衆衛生政策の立案に向けた基盤的調査に関する研究

　本研究は，①過去の研究成果の評価（関連する論文，

報告書等のレビュー），②現在の研究ニーズの把握（研

究成果のユーザーである国（厚生労働省等），地方自治

体（都道府県，市町村），行政機関（保健所，地方衛生

研究所等）の担当者等を対象としたニーズ調査），③将

来の研究シーズの探索（同研究事業の企画運営委員，評

価委員，研究代表者等，学識経験者を対象とした

expert opinionの収集等）などを実施することで，国と
して重点的に推進すべき研究の方向性を示すとともに，

個々の研究が適切に目標を達成できる為の研究評価，進

捗管理の基本を，研究事業の所管部局に示すものである．

　平成２７年度においては，公衆衛生政策の立案の役割を

担う「公衆衛生専門家」としての研究者あるいは行政官

に必要となる専門的知識・技術の体系について検討を

行った．

３） 健康危機に関わる人材育成に関する研究

　年々，多様化・複雑化する地域保健関連課題への適切

な対応が求められる中，地域保健行政従事者に対する系

統的人材育成体制の構築は，喫緊の課題となっている．

我々はこれまで，これらの課題に適切に対応できる人材

を育成するために必要となる項目について明らかにして

きた．平成２６年度は，「保健師ガイドラインの他職種へ

の適用可能性の検証に関する研究」の中で，地域保健に

関わる人材育成について“保健師の先進的取り組みの他

職種への適用可能性”という視点から既存資料に基づき

論点整理を行った．また，先進的な取り組みを進めてい

る自治体への訪問調査などを行うことで，保健師が管理

的職責を果たすため必要とされるコンピテンシーを明ら

かにした．今後は，統括的立場として保健師が管理職と

しての職責を果たすために必要とされる「キャリアパ

ス」や「コンピテンシー」を明らかにし，「保健師に係

る研修の在り方等に関する検討」に資する成果を目指す．

研究成果については，当院における教育訓練に反映させ

ることを目指している．平成２７年度においては，地域に

おける広域災害時の健康危機管理対応能力の向上に向け

て検討が進められている災害時健康危機管理支援チーム

（DHEAT： Disaster Health Emergency Assistance Team）
の創設に向けた人材育成プログラムの開発を進め，平成

２８年度から全国８ブロックにおいて本プログラムに基づ

いたDHEAT研修が開始される予定である．

４） 公衆衛生上の緊急事態に対する研究

　東日本大震災における公衆衛生対策の現状と課題を踏

まえ，ICTを活用した健康危機情報の収集・評価に関す
る技術的検討を進めてきたところである．平成２７年度に

おいては，広域災害に伴う保健医療ニーズの推移を社会

シミュレーション技術により予測し，残存医療資源を最

適配分できるシステムを構築したところである．現在，

内閣府戦略的イノベーション創造プログラムの中で関係

機関が有する災害関連情報を集約し，この情報を用いて

保健医療分野における支援活動の高度化を目指している．

平成２７年９月関東・東北豪雨においては，石峯上席主任

研究官がDHEATの導入に向けて局地災害における保健
所機能の支援上の課題について調査を行うとともに，情

５．健康危機管理研究部

（１）平成２７年度活動報告

健康危機管理研究部
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報の共有と評価に向けた情報の標準と統合に関する検証

を行った．

　特殊な対応が要求されるCBRNE（Chemical, Biological, 
Radiological, Nuclear, Explosive）災害に対しては，自治
体独自で対策を検討することは困難であり，CBRNE災
害時における公衆衛生対策の検討と関連する国内外の情

報の収集を行うとともに，健康危機事案に対する情報集

約の場でもある健康危機管理ライブラリーシステム（H-
CRISIS: http://h-crisis.niph.go.jp）を介して情報提供を
開始した．H-CRISISは，地域における健康危機情報共
有のための情報基盤として，保健所，地方衛生研究所，

大学，国研との連携によりコンテンツの充実を進めてい

る．バイオテロ発生時の対応に関しては，天然痘ウイル

スを用いたバイオテロに対し迅速かつ適切に対応するた

めの体制整備に寄与するため，国産の天然痘ワクチン

LC１６m８の有効性・安全性に関する研究を進めた．今年
度は主に，LC１６m８，および第一世代の天然痘ワクチン
による網羅的抗体誘導の比較解析を行うとともに，天然

痘発生時に備えた日本の体制，LC１６m８の有効性・安全
性に関する研究成果について，国際的に発信した．

５） 疾病の集団発生に対する疫学的手法の開発に関する

研究

　地域における突発的・集中的な健康危機事象の発生を

いち早く検出するための症候サーベイランスとして，米

国などでは実際いくつかのシステムが稼働し運用され

ている．その解析として空間疫学における疾病集積性の

検定の方法が利用されている．本研究では感染症発生動

向調査データによるインフルエンザ流行を例として，

FleXScan法（https://sites.google.com/site/flexscansoftware/）
による解析とGISによる結果の視覚化を行い，サーベイ
ランス解析の検討を行った．これまでの検討の中で，イ

ンフルエンザについて流行増加地域住民へより迅速，適

切にインフルエンザ予防について警告することが可能と

なることを報告し，平成２７年度においては，潜伏期間が

より長い手足口病を対象に本検定の有用性について評価

を行った．

６） 健康危機対策における国際協力体制構築に向けた研究

　平成２６年度に発生したアフリカにおけるエボラ出血熱

の流行に対する日本の対応とそれから学ぶべき教訓につ

いてまとめ，Eurosurveillance誌に発表するなど，日本
の健康危機対策に関する情報発信を行ったほか，世界健

康安全保障イニシアチブ（GHSI）に基づく世界健康安
全保障行動グループの活動に参加し，パンデミック・イ

ンフルエンザ対策等の意見交換を定期的に行っている．

国立感染症研究所との連携による「国際的な感染症危機

管理ネットワーク確立のための研究」としてモンゴル，

カンボジア，ベトナム等アジア諸国における実地疫学専

門家養成コース（FETP: Field Epidemiology Training 
Program）の設置とアジア全体における感染症危機管理
ネットワークの構築に向けた支援を継続中である．

健康危機管理研究部

１） 学術誌に発表した論文

原著／Originals

　金谷泰宏，鶴和美穂，原田奈穂子．災害時における保

健所職員の健康危機管理能力強化に向けた教育と訓練．

Japanese Journal of Disaster Medicine. ２０１５；２０：２５５-２６１.
　齋藤智也，田辺正樹，平川幸子．新型インフルエンザ

対策における医療従事者と行政の連携強化のためのシ

ミュレーション＆ゲーミング．シミュレーション＆ゲー

ミング．２０１５. in press
　不動翔太郎，市川学，中井豊．エージェントベースモ

デルによる夜間二次救急体制の検討．保健医療科学．

２０１６；６５（１）：７８-８９.
　奥田博子．災害時の活動を通じて思う公衆衛生看護の

専門性．公衆衛生．２０１５；７９（１）：５５-５８.
　松田宣子，石井美由紀，奥田博子，倉田哲也，内村理

恵．保健師の子ども虐待の初期リスクアセスメントの実

態に関する研究―保健師が支援した子ども虐待事例を通

して―．関西国際大学研究紀要．２０１６；１７：１３３-１４２.
　武村真治．NPO法人の活動分野における保健・医療・
福祉の特性．厚生の指標．２０１５；６２（１２）：２８-３４.
　Saito T. Public health challenges and legacies of Japan’

s response to the Ebola virus disease outbreak in West 
Africa 2014 to 2015. Euro Surveill. 2015;20(44):pii=30056.
　Ochi S, Kato S, Kobayashi K, Kanatani Y. Disaster 
vulnerability of hospitals: A nationwide surveillance in 
Japan. Disaster Medicine and Public Health Preparedness. 
2015;9(6):614-618.
　Nishiyama Y, Matsukuma S, Matsumura T, Kanatani Y, 
Saito T. Preparedness for a smallpox pandemic in Japan: 
Public health perspectives. Disaster Medicine and Public 
Health Preparedness. 2015;9(2):220-223.
　Nishiyama Y, Fujii T, Kanatani Y, Shinmura Y, Yokote 
H, Hashizume S. Freeze-dried live attenuated smallpox 
vaccine prepared in cell culture “LC16-KAKETSUKEN”: 
Post-marketing surveillance study on safety and efficacy 
compliant with Good Clinical Practice. Vaccine. 2015;33 
(45):6120-6127.
　Cibulsky SM, Sokolowski D, Lafontaine M, Gagnon C, 
Blain PG, Russell D, Kreppel H, Biederbick W, Shimazu 
T, Kondo H, Saito T, Jourdain JR, Paquet F, Li C, Akashi 
M, Tatsuzaki H, Prosser L. Mass casualty decontamination 
in a chemical or radiological/nuclear incident with 

�
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external contamination: Guiding principles and research 
needs. PLOS Currents Disasters. 2015 Nov 2. Edition 1. 
doi: 10.1371/currents.dis.9489f4c319d9105dd0f1435ca182 
eaa9.
　Sato Y, Nakatani E, Watanabe Y, Fukushima M, 
Nakashima K, Kannagi M, Kanatani Y, Mizushima H. 
Prediction of prognosis of ALS: Importance of active 
denervation findings of the cervical-upper limb area and 
trunk area. Intractable & Rare Diseases Research. 
2015;4(4):181-189.

総説／Reviews

　金谷泰宏．難病制圧に向けて―アカデミアにおけるイ

ノベーション創出の現状と展望．季刊ビオフィリア．

２０１５. p.７-１２.
　金谷泰宏．わが国における難病とは．日医雑誌．

２０１５；１４４（６）：１１３７-１１３９.
　齋藤智也，福島和子，阿部圭史，氏家無限，梅木和宣，

大塚憲孝，松本泰治，難波江功二，中谷祐貴子，中嶋建

介．エボラウイルス病に対する厚生労働省の対応．ウイ

ルス．２０１５；６５（１）：１０４-１１３.
　齋藤智也．ICTのための行政文書入門―行政文書はこ
う読めば難しくない．インフェクションコントロール. 
２０１５；２４：４８４-４８７.
　奥田博子．災害時の住民の健康管理に向けた保健活動．

国立保健医療科学院公開シンポジウム２０１５～健康・安全

な社会を目指して～．同抄録集．２０１５. p.２.
　石峯康浩．火山周辺地域における健康影響．安全と健

康．２０１５；６６（４）：６２-６４.
　石峯康浩．火山近傍における安全確保．安全と健康．

２０１５；６６（３）：８６-８８.
　石峯康浩．火山灰ならびに火山ガスの健康影響．エア

ロゾル研究．２０１５；３０（３）：１７７-１８２.
　Eto A, Saito T, Yokote H, Kurane I, and Kanatani Y. 
Recent advances in the study of live attenuated cell-
cultured smallpox vaccine LC16m8. Vaccine. 2015;33 
(45):6106-6111.

著書／Books

　金谷泰宏．災害時の地域保健，地域防災計画について．

災害時の歯科保健医療対策―連携と標準化に向けて―．

東京：一世出版；２０１５. p.２０-２３.
　金谷泰宏．災害における公衆衛生活動の支援体制．公

衆衛生領域における連携と協働―理念から実現に向けて

―．東京：日本公衆衛生協会；２０１５. p.１６１-１７０.
　大山卓昭．（FETP：実地疫学専門家）世界中の仲間た
ち．感染症疫学ハンドブック．東京：医学書院；２０１５．

　金谷泰宏．難病．ナーシング・グラフィカ健康支援と

社会保障．大阪：メディカ出版；２０１５．p.１８３-１９６.
　齋藤智也．災害対処において各組織が担う役割 保健
所の役割．小井土雄一，箱崎幸也，林宗博，横山正巳，

編．災害対処・医療救護ポケットブック．東京：診断と

治療社；２０１５．p.５０-５２.
　奥田博子．災害時における保健師の活動．平野かよ子，

山田和子，曽根智史，守田孝恵，編．ナーシンググラ

フィカ健康支援と社会保障②公衆衛生．東京：メディカ

出版株式会社；２０１５．p.２００-２０３.
　奥田博子．健康危機管理．ブックレット「知っておき

たい　新公衆衛生」．神奈川：日本環境衛生センター出

版；２０１５．p.２２-２８.
　奥田博子．災害時の保健師活動と歯科保健との連携．

中久木康一，北原稔，安藤雄一，編．災害時の歯科保健

医療対策．連携と標準化に向けて．東京：一世出版；

２０１５．p.６０-６３.

その他／Others

　齋藤智也，天野修司．オランダのバイオセキュリティ

強化政策．ウイルス．２０１５；６５（２）： in press.
　齋藤智也．生物兵器禁止条約専門家会合２０１５の議論に

見るバイオセキュリティの動向．JBSA Newsletter. 
２０１５；５（３）： in press.（会議参加報告）
　齋藤智也．生物学的脅威と生物テロ対策のランドス

ケープ．実験医学増刊 感染症 いま何が起きているのか 
基礎研究，臨床から国際支援まで．嘉糠洋陸，忽那賢志，

編．２０１５；３３（１７）：１８６-１９０.
　奥田博子，他．災害時保健活動マニュアル作成チーム

（大和市健康福祉部・こども部）．大和市災害時保健活動

マニュアル．２０１５.
　天野修司，齋藤智也．米国におけるデュアル・ユース

性が懸念される研究（Dual Use Research of Concern； 
DURC）に関する政策動向．ウイルス．２０１５；６５（２）： in 
press.
　山田光一，齋藤智也，安田二朗，竹内勤．グローバル

ヘルスセキュリティと日本の保健医療リソース開発にお

ける産官学連携 西アフリカでのファビピラビル（アビ
ガン錠）の臨床研究適用と今日までの歩み．Medical 
Science Digest．　２０１５；４１（１２）：４２-４９．
　Eto A, Saito T, Yokote H, Kurane I, Kanatani Y. Key 
Clinical Research Article. Recent advances in the study of 
live attenuated cell-cultured smallpox vaccine LC16m8. 
Global Medical Discovery. 2015.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　金谷泰宏．わが国の難病登録の現状と今後の展開．第

７４回日本脳神経外科学会学術総会；２０１５.１０.１４-１６；札幌．
同抄録集．p.４２.
　金谷泰宏．我が国の健康危機管理対策の現状と課題．

第７４回日本公衆衛生学会総会； ２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別付録）：６２.
　武村真治．研究者・行政官としての専門職の展開．第

７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公
衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：８２.

健康危機管理研究部
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　齋藤智也，出口弘，市川学，藤本修平．伊豆大島にお

けるインフルエンザ流行および対策の分析とメソスケー

ルエージェントベースモデリングを活用した評価．第８９

回日本感染症学会総会；２０１５.４.１６-１７；京都．感染症学雑
誌．２０１５； ８９（臨時増刊号）：２３２.
　齋藤智也．新型インフルエンザ等対策特別措置法の意

義．第２９回インフルエンザ研究者交流の会；２０１５.５.２２-
２３；東京．プログラム．p.１８.
　齋藤智也，稲益智子，須藤弘二，加藤真吾．伊豆大島

におけるポストパンデミックシーズン（２０１０/１１）の季
節性インフルエンザワクチンの有効性．第２９回インフル

エンザ研究者交流の会；２０１５.５.２２-２３；東京．プログラム．
p.３０.
　齋藤智也．行政機関・医師等の連携強化のための図上

演習型新型インフルエンザ研修・訓練ツールの開発．第

３回国立保健医療科学院研究フォーラム；２０１５.７.１７；和
光．第３回国立保健医療科学院研究フォーラム抄録集．

p.２.
　齋藤智也，田辺正樹，岡部信彦，坂元昇．図上演習型

医師・行政機関向け新型インフルエンザ研修・訓練ツー

ルの開発．第７４回日本公衆衛生学会；２０１５.１１.４-６；長崎．
日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４７０.
　奥田博子，宮闢美砂子，石丸美奈．統括的な役割を担

う保健師の機能推進要因に関する研究．第１８回日本地域

看護学会学術集会；２０１５.８.１-２；神奈川．同講演集．p. 
１７７.
　奥田博子．保健師の災害時シミュレーション演習プロ

グラムの検証．第１７回日本災害看護学会学術集会；

２０１５.８.８-９；宮城．同講演集．p.１７６.
　宮闢美砂子，奥田博子，春山早苗，牛尾裕子，石川麻

衣，岩瀬靖子．地域保健活動拠点における災害時の地域

診断項目（案）の実用性に関する検討．第７４回日本公衆

衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．
２０１５；６２（１０特別附録）：４６６.
　石丸美奈，宮闢美砂子，奥田博子．統括的な役割を担

う保健師に必要な経験に関する研究．第１８回日本地域看

護学会学術集会；２０１５.８.１-２；神奈川．同講演集．p.９７.
　坪川トモ子，奥田博子，渡邉路子，田辺生子，伊豆麻

子．災害時保健活動に関する平常時からの体制整備の現

状．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．
日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４６７.
　橋本結花，渋井優，村中峯子，奥田博子，中板育美．

保健師のキャリアに関する概念の分析（第一報）―一般

的なキャリアに関する分析―．第７４回日本公衆衛生学会

総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２
（１０特別附録）：４９０.
　中板育美，橋本結花，渋井優，奥田博子，村中峯子．

保健師のキャリアに関する概念の分析（第二報）―保健

師におけるキャリアに関する分析―．第７４回日本公衆衛

生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．
２０１５；６２（１０特別附録）：４９０.

　奥田博子，宮闢美砂子，守田孝恵，中板育美，福島富

士子，橘とも子，石丸美奈，水野亮子，中西信代，橋本

結花，村中峯子．地域保健に従事する保健師の計画的人

材育成に関する実態とニーズ．第７４回日本公衆衛生学会

総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２
（１０特別附録）：４９０.
　橘とも子，奥田博子．地域保健人材育成体制づくりに

おける保健師体系の他職種への適用可能性に関する研究．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４９０.
　大竹美紀，奥田博子，中尾裕之．茨城県における市町

村保健師の保健活動に及ぼす組織風土等の要因について

の研究．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長
崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４９５.
　奥田博子，森永裕美子．職務，研修，長期休暇等の履

歴管理と活用．第５回日本公衆衛生看護学術学会；

２０１６.１.２３-２４；東京．同抄録集．p.２１６.
　石峯康浩．災害時の保健医療支援の効率化に向けた地

震速報活用の試み．日本地球惑星科学連合２０１５年大会；

２０１５.５.２４-２８；千葉．同予稿DVD．
　石峯康浩，及川輝樹，吉本充宏．積分モデルによる御

嶽山２０１４年噴火での火砕流発生条件推定の試み．日本地

球惑星科学連合２０１５年大会；２０１５.５.２４-２８；千葉．同予稿
DVD．
　森永裕美子，奥田博子．産休・育休に係る復帰支援．

第５回日本公衆衛生看護学術学会；２０１６.１.２３-２４；東京．
同抄録集．p.２１７.
　江藤亜紀子，齋藤智也，横手公幸，金谷泰宏．天然痘

ワクチン初回接種時の抗体産生応答に関する日米研究の

比較．第１９回ワクチン学会学術集会；２０１５.１１.１４-１５；愛
知．同プログラム・抄録集．p.１０３.
　市川学，木村由理佳，田辺麻衣，出口弘，金谷泰宏．

震災時における避難所支援活動のための訓練システムの

開発．日本シミュレーション＆ゲーミング学会２０１５年度

春期全国大会；２０１５.７.１７；京都．同論文報告集２０１５年春
号．p. ８-９.
　市川学，齋藤智也，藤本修平，出口弘．伊豆大島にお

けるインフルエンザ感染シミュレーションモデルを用い

た流行分析．第７４回日本公衆衛生学会；２０１５.１１.４-６；長
崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４７１.
　市川学，出口弘，金谷泰宏．災害時保健医療活動支援

のための被害状況推計システム．計測自動制御学会シス

テム・情報部門学術講演会；２０１５.１１.１８-２０；函館．同抄録
集．p.２３７-２３８.
　市川学，齋藤智也，藤本修平，出口弘．伊豆大島にお

ける季節性インフルエンザ流行シミュレーションモデル

の構築と分析．合同エージェントワークショップ＆シン

ポジウム２０１５；２０１５.９.３０-１０.２；金沢．同予稿集．USB.
　市川学，田辺麻衣，金谷泰宏．震災時における保健支

援活動のための情報収集とその活用について．日本シ

ミュレーション＆ゲーミング学会 ２０１５年度秋期全国大
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会；２０１５.１２.５-６；福岡．同論文報告集２０１５年秋号．p.１４-
１５.
　市川学，佐々木美絵．Dingding Chao. ABM を用いた 
AED の最適配置に関する研究．計測自動制御学会システ
ム・情報部門第１０回社会システム部会研究会；２０１６.３.１６-
１８；沖縄．同抄録集．p.２２７-２３０.
　鶴和美穂，近藤久禎，金谷泰宏，中里栄介，中瀬克己，

古谷好美，宇田英典．大規模災害時における保健行政と

災害医療体制との連携構築に向けた検討．第７４回日本公

衆衛生学会総会；２０１５.１１４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．
２０１５；６２（１０特別付録）：４６５.
　出口弘，金谷泰宏，市川学，石峯康浩，唱爽. 大規模
災害時の保健医療活動支援に関わる情報の利活用技術. 
第７４回日本公衆衛生学会総会； ２０１５年１１月；長崎.　日本
公衆衛生雑誌. ２０１５；６２（１０特別付録）：４６６
　池川（田辺）麻衣，市川学，金谷泰宏，出口弘．被災

者情報の共有による保健医療リソース活用の効率化に関

する研究．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；
長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別付録）：４６６.
　石西正幸，市川学，石峯康浩，金谷泰宏．エージェン

トベースモデリングによる大規模災害に伴う大量傷病者

の救急搬送モデルの構築．計測自動制御学会システム・

情報部門学術講演会２０１５；２０１５.１１.１８-２０；函館．同抄録
集．p.２７７-２８０.
　菊池香，市川学，出口弘，金谷泰宏．災害時における

避難所支援のための資源配分方法の検討．第７４回日本公

衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．
２０１５；６２（１０特別付録）：４６６.
　菊池香，市川学，出口弘，金谷泰宏．災害時における

避難所支援のための需要推計モデルの構築．計測自動制

御学会システム・情報部門学術講演会２０１５；２０１.１１.１８-
２０；函館．同抄録集．p.２８６-２８９.
　菊池香，市川学，出口弘，金谷泰宏．災害時避難所支

援のための需要推計と資源供給に関する研究．計測自動

制御学会システム・情報部門第１０回社会システム部会研

究会；２０１６.３.１６-１８；沖縄．同抄録集．p.１６１-１６８.
　木村由理佳， 齋藤智也，市川学，出口弘．地域特性考
慮型クリティカルパスを含めた医療システムモデルの構

築．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５１１.４-６；長崎．
日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４７２.
　木村由理佳，齋藤智也，出口弘，市川学．シミュレー

ション言語SOARSによる小学校内行動汎用モデルの作
成．計測自動制御学会システム・情報部門学術講演会

２０１５；２０１５.１１.１８-２０；函館．同抄録集．p.２６９-２７０.
　倉田正，出口弘，市川学．モデルメソッド駆動型アー

キテクチャ（MMDA）とそのモデリング環境の研究．計
測自動制御学会システム・情報部門学術講演会２０１５；

２０１５.１１.１８-２０；北海道．同論文集．CDROM.
　薛�，市川学，出口弘．ソーシャルネットワークにお

ける予防接種モデルの提案と評価．第７４回日本公衆衛生

学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；

６２（１０特別附録）：４７１.
　薛�，市川学，出口弘．予防接種モデルを用いた行動

変容を促進させる要因分析．計測自動制御学会システ

ム・情報部門学術講演会２０１５；２０１５.１１.１８-２０；北海道．同
論文集．CDROM.
　薛�，市川学，出口弘．予防接種シミュレーションを

用いた保健医療政策的意思決定支援．計測自動制御学会

システム・情報部門第１０回社会システム部会研究会；

２０１６.３.１６-１８；沖縄．同抄録集．p.１５３-１６０.
　Chang S, Ichikawa M, Deguchi H, Kanatani Y. A 
framework for resource dispatching and scheduling at 
post-disaster period as a constraint satisfaction problem. 
計測自動制御学会システム・情報部門学術講演会２０１５；

２０１５.１１.１８-２０；北海道．同論文集．CDROM.
　Chang S, Ichikawa M, Deguchi H. Resource Allocation 
and Scheduling： A Holistic Framework. 計測自動制御学
会システム・情報部門第１０回社会システム部会研究会；

２０１６.３.１６-１８；沖縄．同抄録集．p.８１-８６.
　民谷啓，市川学，酒井宏平，兼田敏之．セル空間上に

おける避難所シミュレータの開発と避難者空間行動に関

する分析．計測自動制御学会システム・情報部門第１０回

社会システム部会研究会；２０１６.３.１６-１８；沖縄．同抄録集．
p.１６９-１７４.
　原岡智子，彌永和美，金谷泰宏．看護学生の災害およ

び災害時公衆衛生支援活動に対する考えと教育による変

化．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．
日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別付録）：５０３.
　夏目恵子，金谷泰宏，奥田博子，服部悟．在宅療養中

の難病患者家族の支援の研究に関する文献レビュー．第

７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公
衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別付録）：４２６.
　古屋好美，古畑雅一，池田和功，田上豊資，山田全啓，

大橋俊子，中里栄介，土屋久幸，石田久美子，遠藤幸男，

山中朋子，宇田英典，近藤久禎，金谷泰宏，中瀬克己．

健康危機管理機能充実のための保健所を拠点とした危機

管理調整システム構築．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
付録）：４６２.
　中島一敏，砂川富正，大石和徳，谷口清州，齋藤智也，

緒方剛，山口亮，中瀬克己，三崎貴子，鈴木智之，調恒

明，加來浩器，杉下由行，窪田邦宏，金谷泰宏. 我が国
の健康危機管理でイベントベースサーベイランスは必要

か―ワークショップ報告．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
特別付録）：４６２.
　金城由美子，中島一敏，吉田眞紀子，砂川富正，八幡

裕一郎，鈴木智之，谷口清州，緒方剛，金谷泰宏，齋藤

智也，角野文彦，押谷仁，神垣太郎，加來浩器．我が国

の健康危機管理におけるEBSの効果的な研修のあり方―
研修前後アンケート調査．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
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特別付録）：４６２.
　中瀬克己，犬塚君雄，遠藤幸男，佐々木隆一郎，菅原

智，前田秀雄，田上豊資，坂元昇，金谷泰宏，近藤久禎，

尾島俊之，宮崎美砂子．大規模災害従事者自身の健康保

持に関する研修方策の検討．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
特別付録）：４６３.
　及川輝樹，吉本充宏，中田節也，前野深，石塚吉浩，

竹下欣宏，小森次郎，嶋野岳人，石峯康浩．映像と現地

調査に基づく御嶽山２０１４年噴火の推移．日本地球惑星科

学連合２０１５年大会；２０１５.５.２４-２８；千葉．同予稿DVD．
　常松佳恵，金子隆之，石峯康浩，吉本充宏，藤井敏嗣，

山岡耕春，御嶽山の２０１４年噴火における火山岩塊の数値

的研究．日本地球惑星科学連合２０１５年大会；２０１５.５.２４-
２８；千葉．同予稿DVD．
　Kanatani Y. Responses of the Ministry of Health, 
Labour and Welfare to the Great East Japan Earthquake. 
12th Asian Congress of Nutrition; 2015.5.14-18; Yokohama, 
Japan. Proceedings. p.62.
　Saito T. Biosecurity policy landscape in Japan: Efforts 
of Public Health and National Security Last 2 Decades. 
The 2015 Meeting of Experts for the 1972 Biological and 
Toxin Weapons Convention Biological Weapon Convention; 
2015.8.10-14; Geneva, Switzerland. Proceedings.
　Saito T. Japan’s response to Ebola Outbreak in West 
Africa: A case of strengthening national implementation 
and lessons for cooperation and assistance. The 2015 
Meeting of Experts for the 1972 Biological and Toxin 
Weapons Convention Biological Weapon Convention; 
2015.8.10-14; Geneva, Switzerland. Proceedings.
　Okuda H, Miyazaki M, Ishimaru M, Katsumata H. 
Study of the duties of public health nurses in supervisory 
positions in Japanese local governments. The 6th 
International Conference on Community Health Nursing 
Research; 2015.8.19-21; Seoul,Korea. Proceedings. p.62.
　Tsunematsu K, Kaneko T, Ishimine Y, Yoshimoto M, 
Fujii T, Yamaoka K. Numerical study of clast transport of 
2014 Ontake Eruption, Japan. 26th International Union of 
Geodesy and Geophysiscs (IUGG) General Assembly 
2015; 2015.6.22-7.2; Prague, Czech Republic. USB flash 
drive only.
　Ichikawa M, Kimura Y, Tanabe M, Deguchi H, 
Kanatani Y. Gaming simulation for disaster risk 
management in JAPAN. Proceedings of the 46th 
International Simulation And Gaming Association Annual 
Conference; 2015.7.17-21; Kyoto, Japan. USB.
　Ichikawa A, Ichikawa M. Working-ready games for 
newcomers to social systems gaming. Proceedings of the 
46th International Simulation And Gaming Association 
Annual Conference; 2015.7.17-21; Kyoto, Japan. USB.
　Xue J, Chang S, Ichikawa M, Deguchi H. A customer 

preference-based  hotel  selection  model  and  its 
application in management strategy support. Proceedings 
of the 46th International Simulation and Gaming 
Association Annual Conference; 2015.7.17-21; Kyoto, 
Japan. USB.
　Xue J, Ichikawa M, and Deguchi H. A Pandemic 
immunization simulation based on social network 
analysis. Proceedings of The 9th International Workshop 
on Agent-based Approach in Economic and Social 
Complex Systems; 2015.9.9-11; Bal, Indonesia. USB.

研究調査報告書／Reports

　金谷泰宏，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金健

康安全・危機管理対策総合研究事業「CBRNE事態にお
ける公衆衛生対応に関する研究」（H２５ ─ 健危 ─ 一般 ─ 
０１４）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.３-８.
　金谷泰宏，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金健

康安全・危機管理対策総合研究事業「CBRNE事態にお
ける公衆衛生対応に関する研究」（H２５ ─ 健危 ─ 一般 ─ 
０１４）平成２５～２７年度総合研究報告書．２０１６. p.３-９.
　金谷泰宏．厚生労働科学研究費補助金難治性疾患等克

服研究事業（難治性疾患政策研究事業）「プリオン病の

サーベイランスと感染予防に関する調査研究」（研究代

表者：水澤英洋．H２６ ─ 難治等（難） ─ 指定 ─ ００２）平成２７
年度総括・分担研究報告書．２０１６.
　金谷泰宏．厚生労働科学研究費補助金難治性疾患等政

策研究事業（難治性疾患政策研究事業）「運動失調症の

医療基盤に関する調査研究」（研究代表者：水澤英洋．

H２６ ─ 難治等（難） ─ 一般 ─ ０３０）平成２７年度総括・分担研
究報告書．２０１６.
　金谷泰宏．厚生労働科学研究費補助金新興・再興感染

症及び予防接種政策推進研究事業「バイオテロに使用さ

れる可能性のある病原体等の新規検出法の確立，及び細

胞培養痘そうワクチンの有効性，安全性に関する研究」

（研究代表者：西條政幸．H２６ ─ 新興行政 ─ 指定 ─ ００２）平
成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.７３-７５.
　金谷泰宏．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機

管理対策総合研究事業「広域大規模災害時における地域

保健支援・受援体制構築に関する研究」（研究代表者：

古谷好美．H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００２）平成２７年度総括・分
担研究報告書．２０１６. p.１８１-１８７.
　金谷泰宏．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機

管理対策総合研究事業「健康危機管理・テロリズム対策

に資する情報共有基盤の整備に関する研究」（研究代表

者：近藤久禎．H２５ ─ 健危 ─ 一般 ─ ０１２）平成２７年度総括・
分担研究報告書．２０１６.
　金谷泰宏．厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特

別研究事業「危機管理の観点からの血漿分画製剤の安定

的確保・供給体制の構築に関する研究」（研究代表者：河

原和夫．H２７ ─ 特別 ─ 指定 ─ ０２８）平成２７年度総括・分担
研究報告書．２０１６. p.１２７-１２９.
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　齋藤智也．バイオセーフティ・バイオセキュリティ上

の新規課題の評価．国立研究開発法人日本医療研究開発

機構感染症実用化研究事業（新興・再興感染症に対する

革新的医薬品等開発推進研究事業）「我が国における高

病原性病原体取扱い者の安全を確保するための研究」

（研究代表者：西條政幸．１５fk０１０８０１２h０２０１）平成２７年
度委託業務成果報告書報告書．２０１６.
　齋藤智也．健康危機管理・テロリズム対策分野におけ

る研究動向．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機

管理対策総合研究事業「健康安全・危機管理対策に関連

する研究開発の動向と将来予測に関する研究」（研究代

表者：小林健一．H２７ ─ 健危 ─ 指定 ─ ００１）平成２７年度総
括・分担研究報告書．２０１６. p.３３-４５.
　奥田博子，福島富士子，勝又浜子，森永裕美子．保健

師の研修・職務履歴管理，および産休・育休中のキャリ

ア支援の実態に関する研究．厚生労働科学研究費補助金

健康安全・危機管理対策総合研究事業「地域保健に従事

する人材の計画的育成に関する研究」（研究代表者：奥

田博子．H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００２）平成２７年度総括・分担
研究報告書．２０１６. p.１３-４３.
　宮闢美砂子，奥田博子．Competency獲得に必要な教
育プログラムの検討に関する研究．厚生労働科学研究費

補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業「地域保健

に従事する人材の計画的育成に関する研究」（研究代表

者：奥田博子．H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００２）平成２６-２７年度総
合研究報告書．２０１６. p.５３-６３.
　奥田博子，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金健

康安全・危機管理対策総合研究事業「地域保健に従事す

る人材の計画的育成に関する研究」（H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ 
００２）平成２６-２７年度総合研究報告書．２０１６. p.１-８５.
　宮闢美砂子，奥田博子，春山早苗，上林美保子，安齋

由貴子，高瀬佳苗，丸谷美紀，金谷泰宏，土屋厚子，丸

山佳子，井口香織，鈴木友子．大規模災害復興期におけ

る地域保健活動拠点のマネジメント機能促進のための評

価指標ツール開発に関する研究．厚生労働科学研究費補

助金健康安全・危機管理対策総合研究事業「大規模災害

に対する地域保健基盤整備実践研究」（研究代表者：宮

闢美砂子．H２７ ─ 健危 ─ 指定 ─ ００２）平成２７年度総括・分
担研究報告書．２０１６. p.１-７２.
　市川学，研究代表者．文部科学研究費助成事業若手研

究（A）「医療サービス提供のためのシミュレーション
システムの構築」（１５H０５３４９）平成２７年度研究報告書．
２０１６.
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　国際協力研究部は，わが国の公衆衛生対策の実績を海

外に発信するために，国内外の関連情報の収集・および

分析を行うとともに，国際協力機構（JICA）やWHOな
どの内外の関係機関と連携し，海外の保健省担当者等を

対象とする訪日研修等の国際協力プログラムを実施した．

平成２７年度において国際協力研究部が関与した研修事業

は８プログラムとなった．また，平成２７年度からJICA
技術協力プロジェクト「大洋州地域・生活習慣病予防プ

ロジェクト」について学術支援を行い，フィジー国での

生活習慣病リスクに関する現地調査ならびに根拠に基づ

いた生活習慣病対策の立案について専門知識の供与を

行っている．その活動の一環として平成２７年１０月５日に

は，フィジー国保健医療サービス省のジョン・ウサマデ

大臣が本院を訪問された．

　研究事業に関しては，平成２７年９月に国連で採択され

た「持続可能な開発目標（SDGs）」について，日本の貢
献が強く期待される領域について分野横断的な研究を

行った．中・低所得諸国の非感染性疾患（NCD）予防対
策の動向分析，ユニバーサル・ヘルス・カバレッジに関

する研究，高齢者保健や女性の健康に関する調査研究

いった対人保健分野の研究課題に加え，水管理システム

に関する世界レベルのシミュレーション分析等の環境面

からの研究を併せて実施し，多面的に国際保健領域の研

究を進めた．また，これらの研究と研修に関する一連の

活動は，相互関連性を有するものであるため，日本のこ

れまでの公衆衛生活動で得られた知見を学術的に整理・

分析し，その結果を途上国の保健システムの向上に役立

てる研修プログラムの立案を図るなど，国内の地域保健

研究で得られた知見を国際保健活動に連動させる取り組

みを行った．

１） 国際協力研究部の構成

　平成２７年４月１日現在，国際協力研究部は，三浦宏子

（部長），綿引信義（上席主任研究官），下ヶ橋雅樹（上

席主任研究官），大澤絵里（主任研究官），冨田奈緒子

（主任研究官），野村真利香（主任研究官），堀井聡子

（主任研究官，生涯健康研究部と併任）で構成されてい

る．年度途中での異動はなかった．

２） 途上国保健を中心とする国際保健研究

①国連の持続可能な開発目標（SDGs）に関する研究
　持続可能性の見地から，さらに重要性が高まっている

「水管理」と「食料・栄養」に加え，新たな世界的な健

康課題である「非感染性疾患（NCD）」と，健康格差の
縮小に有効な手段である「ユニバーサル・ヘルス・カバ

レッジ（UHC）」に焦点をあて，SDGs策定に至る一連

のプロセスを分析するとともに，今後の取り組みの進捗

状況を把握するためのモニタリング体制・方法について，

シミュレーション分析を含めて研究を進めた．また，モ

ニタリングのための指標について，各国の整備状況につ

いて把握するために，関係者に対して質問紙調査および

研究会での情報収集を行った．

②UHC導入の影響要因についての分析
　UHC未達の低中所得国がUHC達成に向けて実施する
取り組みについてモニタリングを実施する際の指標につ

いてレビューを実施するとともに，我が国のUHC達成
に至る経験から提示し得るUHCモニタリング指標の検討
や，それら指標の具体的数値の変化を分析するために利

用可能性のある既存の統計資料について整理・分析した．

③アジア・太平洋島嶼国におけるNCDに関する研究
　太平洋島嶼国では，途上国に共通する母子保健や感染

性疾患などの伝統的保健課題に加え，肥満や糖尿病など

のNCDの増加が深刻な問題となっている．太平洋島嶼
地域のNCDの現状や取組みに関する包括的レビューや
二次データ分析により，同地域におけるNCDの現状と
対策の在り方を多角的に検討した．また，フィリピンの

マニラ首都圏における自治体（１７市）のNCDに対する
予防と管理の受け入れ体制とその対応に関する質問紙調

査，パラナケ市の栄養士を対象としたNCD対策への役
割についてのフォーカス・グループ・ディスカッション

およびNCD対策に用いる臨床検査項目の検討を行った．
④飲料水安全性の世界的分布の把握

　水衛生設備と保健状態の関係性を解析するためのモデ

ル式の検討を行い，各国の下痢症に伴う障害調整生存年

の常用対数（D-DALYD）を目的変数，家屋までの水道配

管割合を説明変数とする良好な回帰式を得た．さらに予

備的ではあるが，水衛生設備状況から予測される保健状

態と現状の差異表現の一例として，この回帰式により予

測されるD-DALYDと実際のD-DALYDの比較により得ら

れるスコアから，各国の相対的な位置を表現する偏差値

を算出し，図示した．

⑤アジア農村部における栄養転換に関する研究

　本研究は，アジア最貧国の一つであるラオスをフィー

ルドとして，ラオスが今まさに経験している経済発展に

伴って起こる栄養転換の様相をフィールド調査によって

明らかにすることを目的としている．今年度は，ラオス

国立公衆衛生研究所の協力を得て，ビエンチャン県近郊

村において，健康・栄養・生活・ジェンダーに関するロー

カルナレッジが児の栄養状態に与える影響を，質問票調

査ならびに行動経済学実験を用いてデータ収集を行った．

⑥国際統計分類ファミリーに属する統計分類の改善や有

用性の向上に資する研究

６．国際協力研究部

（１）平成２７年度活動報告

国際協力研究部
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ICD-１０（国際疾病分類第１０ 版）からICD-１１（同第１１ 
版）への改訂に向け，フィールドトライアル（実際に

ICD コードを振る担当者による改訂版の評価）の実施を
通じてICD-１１ の適用性，信頼性，有用性等の検討が行
われる．本研究では，WHO が作成したフィールドトラ
イアル実施のためのガイドドラインのドラフト版に沿っ

て本番に近い形のプレテストを実施することにより，

フィールドトライアル実施時の課題を検討した．

３） 国内の地域保健研究

　本研究部では，部員の専門性をもとに国際保健分野だ

けでなく，国内の地域保健に関する調査研究も実施し，

わが国の公衆衛生活動から得られた知見を国際的に発信

すべく活動を行っている．

①地域在住高齢者の摂食・嚥下機能ならびに構音機能の

評価とその改善に関する研究

　日本だけでなく，急速に高齢化が進展しているアジア

諸国での保健対策においても，高齢期の摂食機能の維持

は大きな課題のひとつである．高齢者の摂食・嚥下機能

についての評価システムの開発に関するフィールド研究

を行い，地域在住高齢者においても，誤嚥リスクならび

に構音機能の低下を簡便に把握できる評価法を提示した．

また，フィールド調査を行い，地域在住高齢者の摂食・

嚥下機能と栄養状態との間には有意な関連性があること

を明らかにした．

②人口動態に関する研究

　戦後から現在に至るわが国の平均寿命の男女差と人口

動態について形式人口学的な分析を継続的に行っている．

昨年は，日本における心疾患死亡の現状と動向について

検討した．

③女性の主観的健康や育児に関する研究

　日本の公表済み統計および既存データ，健やか親子２１

（第１次）の評価のための質問紙調査によるデータを分

析し，女性や母親をとりまく健康や育児に関連する要因

を検討した．

④気候変動の水道システムへの影響に関する研究

　気候変動の水道システムへの影響の検討として，全国

規模での表流水利用浄水場の流域における温暖化シナリ

オ下での気候変動モデル計算結果に基づく月平均気温の

変化の推算，及び相模川流域中の相模ダム流域の日流出

量を計算する水文モデルの構築を行った．

４） 研修報告

①国際研修（表参照）

国際協力研究部

表　　平成２７年度　国際研修等実績

国名研　修　期　間参加者数No
JICA研修

ミャンマ－，アフガニスタン，ウガンダ，ケニ
ア，コンゴ民主共和国，ジンバブエ，ス－ダン，
ザンビア，タンザニア，ホンジュラス，エリト
リア　１１カ国

平成２７年５月２５日（月）
～６月１７日（水） １３名JICA研修「保健衛生管理研修」１

バングラデシュ，カンボジア，インドネシア，
ラオス，ミャンマー，フィリピン，スリランカ，
タイ，ベトナム　９カ国

平成２７年１１月９日（月）
～１１月２０日（金）　 １６名

JICA研修「アジア地域におけるユニバーサル・
ヘルス・カバレッジ達成のための社会保険制度
強化」

２

カンボジア，インドネシア，マレーシア，ミャ
ンマー，スリランカ，タイ，ベトナム　７カ国

平成２７年１１月３０日（月）
～１２月１１日（金） １４名JICA研修「アジア地域における高齢化への政策

強化─高齢化社会の課題と対応─」３

コンゴ民主共和国，ガーナ，イラク，ケニア，
ラオス，リベリア，モザンビーク，ミャンマー，
パキスタン，フィリピン，ウガンダ　１１カ国

平成２８年１月１８日（月）
～１月２８日（木）１６名JICA研修「保健衛生政策向上」４

WHO研修

カンボジア，フィジー，グアム，ラオス，マ
レーシア，モンゴル，フィリピン，サモア，ソ
ロモン諸島，トンガ，ベトナム　１１カ国

平成２７年９月１日（火）
～９月４日（金）２２名

WPRO-NIPH「Regional Workshop on Strengthening 
Leadership and Advocacy for the Prevention 
and Control of Noncommunicable Diseases 
（LeAd-NCD）」WHO西太平洋地域事務局－国立
保健医療科学院共催「生活習慣病対策」

１

カンボジア，ベトナム，ラオス，モンゴル　４
カ国

平成２８年３月１５日（火）
～３月１８日（金）　１２名

WPRO-NIPH「Hospital Quality and Patient 
Safety Management Course」WHO西太平洋地
域事務局─国立保健医療科学院共催「病院の質
管理研修」

２

個別研修等
中国，エジプト，エチオピア，ガーナ，インド，
インドネシア，ケニア，パキスタン，パナマ，
南ス－ダン，ザンビア　１１カ国

平成２７年８月２０日（木）
～９月７日（月）１２名JICA研修「感染症対策行政研修」２

ベトナム平成２７年９月１３日（日）
～９月１９日（土）６名WHOベトナムフェローシップ「非感染症疾患

に対する予防管理政策の展開と推進」５

訪問・視察

フィジー平成２７年１０月５日（月）２フィジー国ジョン・ウサマテ保健医療サービス
省大臣訪問２
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１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Originals

　Usui Y, Miura H. Workforce re-entry for Japanese 
unemployed dental hygienists. International Journal of 
Dental Hygiene. 2015;13:74-78.
　Hara S, Miura H, Yamasaki K, Morisaki N. Relationship 
among subjective satisfaction with verbal communication, 
dental status, and health-related quality of life in Japanese 
community-residing elderly individuals. Advances in 
Applied Sociology. 2015;5:32-39.
　Fukushima F, Kawashima TK, Osawa E, Hayashi T. 
Disparity of public postpartum care services in Japan: A 
nationwide survey of providers. Journal of Women’s 
Health, Issues Care. 2015;4:6. doi:http://dx.doi.org/ 
10.4172/2325-9795.1000214.
　Riya S, Zhou S, Kobara Y, Sagehashi M, Terada A, 
Hosomi M. Effects of nitrogen loading rate on CH4 and 
N2O emissions during cultivation and fallow periods from 
forage rice fields fertilized with liquid cattle waste. 
Journal of Environmental Management. 2015;161:124-130.
　Sagehashi M, Mori H, Hareyama Y, Sakuma K, Akiba 
M, Hosomi M. Integration of the rice paddy water 
management into a coupled surface-subsurface water 

flow model in the Sakuragawa River watershed (Japan). 
Hydrology Research. 2015;47(1):137-156.
　Kishida N, Sagehashi M, Takanashi H, Fujimoto N, 
Akiba M. Nationwide survey of organism-related off-
flavor problems in Japanese drinking water treatment 
plants (2010-2012). Journal of Water Supply: Research 
and Technology - AQUA. 2015;64(7):832-838.
　Nomura M, Takahashi K, Reich MR. Trends in global 
nutrition policy and implications for Japanese development 
policy. Food and Nutrition Bulletin. 2015;36:493-502.
　原修一，三浦宏子，川西克弥，豊下祥史，越野寿．高

齢期の地域住民における構音機能と誤嚥リスクとの関連．

老年歯科医学．２０１５；３０：９７-１０２.
　小山史穂子，相田潤，長谷晃広，松山祐輔，佐藤遊洋，

三浦宏子，小坂健．出身大学によって幼児への歯磨剤の

使用の推奨は異なるのか―臨床研修歯科医師を対象とし

た調査結果―．日本口腔衛生学会誌．２０１５；６５：４１７-４２１.
　長谷晃広，相田潤，坪谷透，小山史穂子，松山祐輔，

三浦宏子，小坂健．キャリア教育と研修歯科医の将来設

計の関係：全国の研修歯科医を対象とした横断研究．日

本口腔衛生学会誌．２０１５；６５：２７６-２８２.
　原修一，三浦宏子，山崎きよ子，森崎直子，角保徳．

介護施設入所高齢者の健康関連QOLと音響学的分析手

国際協力研究部

　WHO，JICA等の国際協力関係機関からの研修員受入
に関して，それぞれ研修員のニーズを満たすようプログ

ラムの企画調整を行った．JICAとの連携に基づく集団
研修としては，平成２７年５～６月に実施された「保健衛

生管理セミナー」，１１月に実施された「アジア地域にお

けるユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成のための社

会保険制度強化」，１２月に実施された「アジア地域にお

ける高齢化への政策強化セミナー」，平成２８年１月に実

施された「保健衛生政策向上セミナー」の４つの国際研

修において，研修プログラムの企画・調整ならびに実施

運営を行い，研修生から高い評価を得ることができた．

このうち，「アジア地域におけるユニバーサル・ヘルス・

カバレッジ達成のための社会保険制度強化」と「アジア

地域における高齢化への政策強化セミナー」については，

厚生労働省国際課との緊密な連携のもとにプログラム立

案を行い，アジア諸国における医療保険制度の構築なら

びに高齢化対策の推進のために，日本の経験や知見を活

用してもらうべく研修を実施している．

　併せて，WHOとの連携に基づく国際研修としては，
平成２７年９月に「非感染性疾患（NCD）対策国際研修」
の企画ならびに実施運営を行い，WHO西太平洋地域事
務局（WPRO）の管内の１１か国の政府関係者２２名の参加
を得た．また，同様に平成２８年３月に「病院の質管理研

修」の実施運営を行い，WPRO管内の４か国の病院関係

者１６名の参加を得た．

②国内研修

　国内研修については部員の専門性を活かし，専門課程

においては「対人保健」「コア科目」「保健人口学」「合

同臨地訓練」等の関連科目の講義・演習を行うとともに，

分野の責任者や担当者として専門課程の運営にも携わっ

た．一方，短期研修においては，各構成員の職域や専門

領域を踏まえ，「歯科口腔保健研修」「健康日本２１（第二

次）研修）」「水道工学研修」「エイズ対策研修」「児童虐

待防止研修」「公衆衛生看護管理者研修（実務管理）」

「公衆衛生看護管理者研修（人材管理）」「生活習慣病対

策研修」等の研修について，主任もしくは副主任として

企画運営に参画するとともに，講義ならびに演習を担当

した．

③その他の国際協力活動

　WHOをはじめとして，JICAやAPACPH（アジア太平洋
公衆衛生学術会議）などの内外の関連組織と連携して，

各国の公衆衛生情報の収集ならびに日本からの知見の発

信等を引き続き推進した．

　また，フィジー国の生活習慣病対策について支援を行

い，その活動の一環として，平成２７年９月のフィジー国

保健医療サービス省大臣の来訪時には，日本の生活習慣

病対策の概要ならびに本院で実施している公衆衛生人材

育成プログラムの紹介を行った．

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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法を用いた音声機能との関連性．日本老年医学会誌．

２０１５；５２：３９１-３９８.
　森崎直子，三浦宏子，原修一．在宅要介護高齢者の栄

養状態と口腔機能の関連性．日本老年医学会誌．２０１５；

５２：２３３-２４２.

総説／Reviews

　綿引信義．平均寿命の男女差の人口学的構造．公衆衛

生．２０１５；７９（３）；１５０-１５４.
　Guevarra JP, Watahiki N. Competency-led field 
program by team in the Philippines. J Natl Inst Public 
Health. 2015;64(5):511-517.
　綿引信義．日本における心疾患死亡の現状と動向．公

衆衛生．２０１６；８０（３）：１５８-１６４.

その他／Others

　下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．災害時の高齢者への給水対策．

保健医療科学．２０１５； ６４（２）：８７-９３.（報告）

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　曽根智史，三浦宏子．WHO・国立保健医療科学院共
催の「２０１５年生活習慣病対策セミナー」について．産業

医学ジャーナル．２０１６；３９：６８-７１.
　三浦宏子．歯科技工士のための研究・ロジカルシンキ

ング実践入門（第１回）．歯科技工．２０１５；４３：８９２-８９６.
　三浦宏子．歯科技工士のための研究・ロジカルシンキ

ング実践入門（第２回）．歯科技工．２０１５；４３：１１５６-１１６０.
　三浦宏子．歯科技工士のための研究・ロジカルシンキ

ング実践入門（第３回）．歯科技工．２０１５；４３：１４２０-１４２４.
　三浦宏子．歯科技工士のための研究・ロジカルシンキ

ング実践入門（第４回）．歯科技工．２０１６；４４：１２６-１２９.
　三浦宏子．歯科技工士のための研究・ロジカルシンキ

ング実践入門（第５回）．歯科技工．２０１６；４４：３７６-３８１.

その他／Others

　森崎直子，三浦宏子，薄井由枝，原修一，二重佐知子，

工藤晶子．在宅要介護高齢者の構音機能と口腔体操実施

との関連性―オーラルディアドコキネシスを用いた調査

―．日本看護学会論文集（ヘルスプロモーション）２０１５；

４５：１５５-１５８. （調査報告）．
　福田敬，赤沢学，五十嵐中，石田博，池田俊也，齋藤

信也，坂巻弘之，下妻晃二郎，白岩健，田倉智之，能登

真一，福田治久，冨田奈穂子，森脇健介，根岸辰太郎．

厚生労働科学研究費補助金政策科学総合研究事業「医療

経済評価の政策応用に向けた評価手法およびデータの標

準化と評価のしくみの構築に関する研究」（研究代表者：

福田敬．H２７ ─ 政策 ─ 指定 ─ ０１０）中央社会保険医療協議
会における費用対効果評価の分析ガイドライン．２０１６. 
（ガイドライン）

著書／Books

　野村真利香．別保健情報イエメン．国際保健医療学

（第３版）．東京：日本国際保健医療学会：２０１５．p.２３１-
２３４.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　Morisaki N, Miura H, Nakagawa Y. Relationship 
between swallowing function and nutritional status 
among dependent community-dwelling elderly persons in 
Japan. The 6th International Conference on Community 
Health Nursing Research; 2015.8.19-20; Seoul, Korea. 
Proceedings. p.86.
　Usui Y, Miura H. Silver diamine fluoride, Ag (NH3)2F 
on root caries: A review. 92nd ADHA annual session; 
2015.6.17-23; Nashville, USA. Proceedings. p.27.
　Sagehashi M, Akiba M. Nationwide survey of water 
consumption and preparedness for the cutoff of water 
supply at elderly facilities in Japan. Water and 
Environment Technology Conference 2015 (WET2015); 
2015.8.5-6; Tokyo. WET 2015 Program and Abstracts. 
p.45.
　Sagehashi M, Takanashi H, Akiba M. Changes in 
energy consumption and environmental loads caused by 
microorganism-related problems in Japanese drinking 
water treatment plants. The 6th IWA-ASPIRE Conference 
& Exhibition; 2015.9.20-24; Beijing, China. Proceedings 
of the 6th IWA-ASPIRE Conference & Exhibition 
(Online). Presentation No. C0038.
　Tomita N, Lee H, Korchagina D, Toumi M, Remuzat C, 
Falissard B. Orphan drug regulation in the USA, 
European Union, Japan and South Korea: A comparative 
analysis. ISPOR 18th Annual European Congress; 
2015.11.7-11; Milan, Italy. Value in Health. 2015;18(7): 
A678.
　Korchagina D, Tomita N, Falissard B, Toumi M, 
Tavella F. Orphan designations and approvals in the EU, 
United States and Japan. ISPOR 18th Annual European 
Congress; 2015.11.7-11; Milan, Italy. Value in Health. 
2015;18(7):A341.
　Nakagawa Y, Tomita N, Irisa K, Ito M, Nakagawa Y. 
The Influence of the revision of the medical fee schedule 
on National Hospital Organization hospitals in Japan. 
ISPOR 18th Annual European Congress; 2015.11.7-11; 
Milan, Italy. Value in Health. 2015;18(7):A536.
　Nakagawa Y, Tomita N, Irisa K, Miyamoto K, Ito M, 
Nakagawa Y. Influence of the revision of medical 
payment system in National Hospital Organization 
(NHO) from 2004 to 2013 in Japan. 39th World Hospital 
Congress; 2015.10.6-8; Chicago, USA. Proceedings.
　Tomita N, Kanatani Y, Masumoto A, Sato N, Omoe H. 
Investigation of effective timing of interventions for 

国際協力研究部
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noncommunicable diseases: The case of type 2 diabetes 
mellitus. 11th iHEA World Congress; 2015.7.12-14; Milan, 
Italy. Proceedings.
　Nakagawa Y, Tomita N, Irisa K, Ito M, Nakagawa Y. 
Analysis of financial status of National Hospital 
Organization (NHO) in Japan from 2004 to 2013. 11th 
iHEA  World  Congress;  2015.7.12-14;  Milan,  Italy. 
Proceedings.
　Osawa E. International Trends in regulating the 
marketing of foods and beverages high in fat, sugar of 
salt to children. 12th Asian Congress of Nutrition; 
2015.5.14-18; Yokohama. Abstract. p.44.
　Nomura-Baba M. Why and how should we invest in 
nutrition? Challenges of scaling up nutrition intervention 
to achieve the Development Goal. Asian Conference of 
Nutrition; 2015.5.2; Yokohama. Proceedings.
　安藤雄一，青山旬，尾崎哲則，三浦宏子，柳澤智仁，

石濱信之．国民健康・栄養調査の参加状況別にみた歯科

疾患実態調査の参加率．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：２１７.
　大澤絵里，川島（児玉）知子，坪井聡，岡本悦司，三

浦宏子．主観的健康度と社会経済的要因の分析．第７４回

日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛
生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：２４４.
　尾崎哲則，野々峠美枝，三澤麻衣子，上原任，三浦宏

子，青山旬．地域包括ケア対応の歯科保健医療提供シス

テムの構築に関する研究（第１報）．第７４回日本公衆衛

生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．
２０１５；６２（１０特別附録）：３８８.
　三浦宏子，青山旬，柳澤智仁，安藤雄一，尾崎哲則，

安井利一．全国自治体調査に基づく歯科疾患実態調査の

参加者増加へのアプローチ法に関する分析．第７４回日本

公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑
誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４４０.
　大澤絵里，三浦宏子，川島（児玉）知子，岡本悦司．

低・中所得国における非感染性疾患の指標およびモニタ

リングに関する分析．第３０回日本国際保健医療学会；

２０１５.１１.２１-２２；金沢．第３０回日本国際保健医療学会抄録
集．p.１２３.
　三浦宏子，大澤絵里，川島（児玉）知子．西太平洋地

域のナショナルヘルスプランにおけるNCDs対策の指標
に関する分析．第３０回日本国際保健医療学会；２０１５.１１.２１-
２２；金沢．第３０回日本国際保健医療学会抄録集．p.１２６.
　森崎直子，三浦宏子，原修一．在宅要支援・要介護高

齢者の誤嚥リスクと栄養状態との関連性．第２０回日本老

年看護学会；２０１５.６.１２-１４；横浜．第２０回日本老年看護学
会抄録集．p.５１.
　山崎きよ子，原修一，西田美香，三浦宏子．高齢者の

ターミナル期支援と遺族の満足度に関する考察―高齢者

はターミナル期をどこで過ごし，どのような支援を受け

たか，および家族の満足度―．第５７回老年社会科学会；

２０１５.６.１２-１４；横浜．老年社会科学．２０１６；３７（２）：２２３.
　三浦宏子，原修一，川西克弥，豊下祥史，越野寿．地

域在住高齢者の口腔機能とQOLとの関連性についての
パス解析．第２６回日本老年歯科医学会；２０１５.６.１２-１４；横
浜．第２６回日本老年歯科医学会抄録集．p.２１５.
　豊下祥史，川西克弥，小池智子，佐々木みづほ，河野

舞，會田英紀，守屋信吾，三浦宏子，越野寿．軽度認知

障害を有する有床義歯装着者の口腔機能に関する調査．

第２６回日本老年歯科医学会；２０１５.６.１２-１４；横浜．第２６回
日本老年歯科医学会抄録集．p.１８６.
　安藤雄一，尾崎哲則，青山旬，三浦宏子，柳沢智仁，

石濱信之．国民健康・栄養調査の参加状況別にみた歯科

疾患実態調査の参加率．第６４回日本口腔衛生学会；

２０１５.５.２７-２９；つくば．口腔衛生学会誌．２０１６；６５（２）：
１８５.
　海老原泰代，工藤芳子，綿引信義．途上地域における

NCD予防対策における栄養士の役割について―マニラ
首都圏パラナケ市の事例―．第７４回日本公衆衛生総会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
特別附録）：５７６.
　下ヶ橋雅樹，田中太一，籾山将，秋葉道宏．水道原水

の濁度ならびに流域気候を考慮した浄水処理における凝

集剤注入率の予測．化学工学会第４７回秋季大会；

２０１５.９.９-１１；札幌．化学工学会第４７回秋季大会講演要旨．
（online）発表番号I２０５．
　田中太一，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．（２０１５） タンクモ
デル及びLQ式を用いた気候変動による水道原水流量及
び濁度への影響評価．日本水道協会平成２７年度全国会議

（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講演集．
p.１５４-１５５.
　下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．我が国の高齢者向け施設の水

利用実態調査．第４４回日本医療福祉設備学会；２０１５.１１.２５-
２６；東京．病院設備．２０１５；５７（６）：１７５.
　籾山将，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．気候変動の水道シス

テム影響評価のための相模川流域水文モデルの作成．第

５０回日本水環境学会年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要
旨集．p.４８６.
　野村真利香，荻野妃那，神谷祐介，高橋謙造．ラオス

国政府統計個票データを使った出生登録と世帯要因の分

析．第３０回日本国際保健医療学会学術大会；２０１５.１１.２１-
２２；金沢．同抄録集．p.１４３.
　荻野妃那，野村真利香，神谷祐介．ラオス首都近郊農

村部の夫婦と子育てに関する質問票とデータセットの構

築―広義の健康の社会的決定要因の捕捉のために．第３０

回日本国際保健医療学会学術大会；２０１５.１１.２１-２２；金沢．
同抄録集．p.１４６.
　神谷祐介，野村真利香，荻野妃那．ラオスにおける女

性のエンパワーメントと家族の健康：ビエンチャン近郊

村におけるフィールド調査の結果より．第３０回日本国際

保健医療学会学術大会；２０１５.１１.２１-２２；金沢．同抄録集．
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p.８４.
　大澤絵里，川島（児玉）知子，坪井聡，岡本悦司，三

浦宏子．主観的健康度と社会経済的要因の分析―国民生

活基礎調査より―．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：２４４.
　持田聖子，福島富士子，大澤絵里，竹原健二，吉田穂

波．初産婦が出産後４か月間に感じる不安とサポート

ニーズについて．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：３０６.
　大路紘子，Hong Kimlong，大澤絵里．カンボジア国
立小児病院における小児外科支援事業看護師育成活動に

関する報告．第３０回日本国際保健医療学会学術大会；

２０１５.１１.１２-１４；金沢．同抄録集．p.１３８.

研究調査報告書／Reports

　三浦宏子，研究代表者．持続可能性と科学的根拠に基

づく保健関連ポストミレニアム開発目標の指標決定のプ

ロセス分析と評価枠組みに関する研究．厚生労働科学研

究費補助金地球規模保健課題解決推進のための行政施策

に関する研究事業「持続可能性と科学的根拠に基づく保

健関連ポストミレニアム開発目標の指標決定のプロセス

分析と評価枠組みに関する研究」（H２７ ─ 地球規模 ─ 一般 
─ ００２）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.１-８.
　三浦宏子，高橋謙造，野村真利香．National Health 
Planにおける非感染性疾患（NCD）関連指標に関する
分析．厚生労働科学研究費補助金地球規模課題解決の推

進のための行政施策に関する研究事業「持続可能性と科

学的根拠に基づく保健関連ポストミレニアム開発目標の

指標決定のプロセス分析と評価枠組みに関する研究」

（研究代表者：三浦宏子．H２７ ─ 地球規模 ─ 一般 ─ ００２）平
成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.４１-５１.
　三浦宏子，下ヶ橋雅樹，高橋謙造．ポスト国連ミレニ

アム開発目標（MDGs）としての持続可能な開発目標
（SDGs）に関する文献レビュー．厚生労働科学研究費補
助金地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関す

る研究事業「持続可能性と科学的根拠に基づく保健関連

ポストミレニアム開発目標の指標決定のプロセス分析と

評価枠組みに関する研究」（研究代表者：三浦宏子．

H２７ ─ 地球規模 ─ 一般 ─ ００２）平成２７年度総括・分担研究
報告書．２０１６. p.１１-２７.
　下ヶ橋雅樹．飲料水安全性の世界的分布の把握．厚生

労働科学研究費補助金地球規模保健課題解決推進のため

の行政施策に関する研究事業「持続可能性と科学的根拠

に基づく保健関連ポストミレニアム開発目標の指標決定

のプロセス分析と評価枠組みに関する研究」（研究代表

者：三浦宏子．H２７ ─ 地球規模 ─ 一般 ─ ００２）平成２７年度
総括・分担研究報告書．２０１６. p.８７-９７.
　秋葉道宏，下ヶ橋雅樹，高梨啓和．流域システムの水

管理対策に関する研究．厚生労働科学研究費補助金健康

安全・危機管理対策総合研究事業「大規模災害および気

候変動に伴う利水障害に対応した環境調和型水道システ

ムの構築に関する研究」（研究代表者：秋葉道宏．H２７ ─ 
危機 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年度総括・分担研究報告書．
２０１６. p.１７-３１.
　冨田奈穂子．ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ導入

の影響要因についての分析．厚生労働科学研究費補助金

地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研

究事業「持続可能性と科学的根拠に基づく保健関連ポス

トミレニアム開発目標の指標決定のプロセス分析と評価

枠組みに関する研究」（研究代表者：三浦宏子．H２７ ─ 地
球規模 ─ 一般 ─ ００２）平成２７年度総括・分担研究報告書．
２０１６. p.６１-８１.
　緒方裕光，水島洋，冨田奈穂子，佐藤洋子．ICD改訂
におけるフィールドトライアルの意義．厚生労働科学研

究費補助金政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事

業）「国際統計分類ファミリーに属する統計分類の改善

や有用性の向上に資する研究」（研究代表者：緒方裕光．

H２７ ─ 政策 ─ 一般 ─ ００５）平成２７年度総括・分担研究報告
書．２０１６. p.７-９.
　緒方裕光，冨田奈穂子，水島洋，佐藤洋子．フィール

ドトライアルに向けたプレテストの検討．厚生労働科学

研究費補助金政策科学総合研究事業（政策科学推進研究

事業）「国際統計分類ファミリーに属する統計分類の改

善や有用性の向上に資する研究」（研究代表者：緒方裕

光．H２７ ─ 政策 ─ 一般 ─ ００５）平成２７年度総括・分担研究
報告書．２０１６. p.１１-１３.
　佐藤洋子，水島洋，緒方裕光，冨田奈穂子．プレテス

ト結果の解析．厚生労働科学研究費補助金政策科学総合

研究事業（政策科学推進研究事業）「国際統計分類ファ

ミリーに属する統計分類の改善や有用性の向上に資する

研究」（研究代表者：緒方裕光．H２７ ─ 政策 ─ 一般 ─ ００５）
平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.１５-５５.
　金谷泰宏，江藤亜希子，冨田奈穂子，佐々木美絵．血

漿分画製剤の安定供給のための関係者の役割の同定およ

び安定供給のシステム化に関する研究．厚生労働科学研

究費補助金厚生労働科学特別研究事業「危機管理の観点

からの血漿分画製剤の安定的確保・供給体制の構築に関

する研究」（研究代表者：河原和夫．H２７ ─ 特別 ─ 指定 ─ 
０２８）平成２７年度総合研究報告書．２０１６.
　福田敬，赤沢学，五十嵐中，石田博，池田俊也，齋藤

信也，坂巻弘之，下妻晃二郎，白岩健，田倉智之，能登

真一，福田治久，冨田奈穂子，森脇健介，根岸辰太郎．

厚生労働科学研究費補助金政策科学総合研究事業「医療

経済評価の政策応用に向けた評価手法およびデータの標

準化と評価のしくみの構築に関する研究」（研究代表者：

福田敬．H２７ ─ 政策 ─ 指定 ─ ０１０）平成２７年度総合研究報
告書．２０１６.
　大澤絵里，研究代表者．日本医療研究開発機構地球規

模保健課題解決推進のための研究事業「保健分野のポス

ト国連ミレニアム開発目標に向けた指標開発に関する研
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究」（１５jk０１１００２h０１０３）平成２７年度研究報告書．２０１５.

視聴覚資料やディジタル媒体などによる研究成果／

　野村真利香．ヘルスプロモーションによるライフスタ

イルへの介入（栄養）．ヘルスプロモーションに関する

日本ボリビア国際研修．独立行政法人国際協力機構およ

び順天堂大学．２０１５．（視聴覚教材）
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　研究情報支援研究センターでは，科学的根拠となる情

報を効率的・効果的に保健医療に活かすことを目的とし

て，保健医療情報に係るすべてのプロセスに関連した研

究を行っている．そのテーマは，理論的研究，データ解

析，情報システム構築，疫学研究など幅広い範囲を包含

している．平成２７年度においては，主に①保健医療に関

する情報基盤の確立，②科学的情報の評価と応用，③そ

のための方法論の確立，などの観点から様々な研究を実

施した．

　研修活動については，主に地方自治体の保健医療情報

担当者を対象として保健医療情報に関する研修を実施し

ている．研修修了者は，地域の各職場において指導的役

割を果たし，地域の保健医療の情報化，科学的根拠に基

づく施策の実施などに貢献している．

　情報通信技術（ICT）は絶えず進化し続けており，そ
の進歩が今後の保健医療のあり方に大きな影響を与える

ことは明らかである．さらに，これらのICTの進歩に伴
い膨大な量の情報を取り扱うことが可能になる一方，情

報セキュリティを確保したうえでデータを効果的・効率

的に保健医療に活かすことが大きな課題となっている．

研究情報支援研究センターでは，情報に関わる研究・研

修活動を通じて，今後の我が国の保健医療の発展に貢献

することを目標としている．

１） センターの 構成と異動について

　平成２８年３月３１日現在，研究情報支援研究センターは，

緒方裕光（センター長），水島洋（上席主任研究官），橘

とも子（上席主任研究官），奥村貴史（特命上席主任研

究官），佐藤洋子（研究員），藤井仁（併任；政策技術評

価研究部主任研究官），白岩健（併任；医療・福祉サービ

ス研究部主任研究官），泉峰子（併任；図書館サービス

室長），横山光幸（併任；図書館サービス室情報支援係

長）で構成されている．

２） 保健医療に関する情報基盤の確立に関する研究

（ICTを利用した情報収集システムの開発，様々な保

健医療情報に関わるデータベースの構築など）

①地域保健のための情報基盤の構築に関する研究

　現在の保健医療行政においては日常的に多様かつ膨大

な量のデータを取り扱っている．しかしながら，データ

処理の方法に関しては，情報技術の効果的活用という観

点からまだ多くの課題が残されている．例えば，データ

を取り扱う多くの場面では実質的には手作業に近い方法

で処理が行われているケースも少なくない．また，様々

な情報システム導入の際も，相互接続ができないシステ

ムが乱立することにより逆に効率が低下することもある．

本研究では，多様なデータからなる「情報」と保健医療

行政の「現場」とを効率的につなぐことを目標として，

本研究で構築したプロトタイプの情報基盤（「科学院ク

ラウド」）の利用を通じて地域医療情報基盤のあり方に

ついて探索的な検討を行った．

②疾患知識ベースの効率的な整備手法と利用促進に関す

る研究

　基礎研究として，２００９年より，「未分類疾患の情報集

約に関する研究」の分担研究を契機として，診断支援シ

ステムの研究を行っている．当初，厚労科研の分担とし

て実施していたが，２０１２年度からは，科研費を取得し，

「疾患知識ベースの効率的な整備手法と利用促進に関す

る研究」として継続実施している．診断支援システムは，

昨今研究が活発化している医療用人工知能研究の主要な

研究テーマの一つであり，我々のチームは国内トップ集

団に属していると考えている．今後も本研究を継続する

ことで，診断支援技術の難病対策，感染症対策，健康危

機対策への還元を目指している．

③公衆衛生情報基盤の構築

　インターネット上のクラウド技術を用いた災害時にお

ける情報システムの構築を行い，震災時の状況把握や支

援チーム派遣のためのデータベース構築などを引き続き

検討している．また，オミックス解析による疾患関連遺

伝子の探索や健康指標としての遺伝子検査システムの開

発など，効率的かつ効果的な公衆衛生情報提供を目指し

たシステム構築に関する課題に取り組んでいる．

３） 科学的情報の評価と応用に関する研究

①疾病分類に関する研究

　国際統計分類ファミリーに属する統計分類について，

ICD-１０からICD-１１への改訂前にフィールドトライアル
を行いICD-１１の適用性，信頼性，有用性などを検討する
必要がある．我が国においてこのフィールドトライアル

を実施するには，WHOのガイドラインの適用の際に想
定される諸課題を考慮しなければならない．平成２７年度

においては，シミュレーションとしてプレテストを実施

し，科学的合理性の観点からフィールドトライアル実施

上の諸課題について分析を行った．

②今後の難病対策のあり方に関する研究

　日本における希少疾患・難病情報の普及をめざし，欧

州で構築されている希少疾患情報サービスと連携して日

本での情報提供システムの構築を行い，患者ニーズに答

えたシステム構築を進めている．また，希少疾患の共同

研究や国際治験推進のため，国内における患者データ

ベースの構築を検討するとともに，海外の難病対策の研

究調査を行い，国際的な連携の推進にあたっている．

７．研究情報支援研究センター

（１）平成２７年度活動報告

研究情報支援研究センター
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　さらに，特定疾患治療研究事業における臨床調査個人

表を用いた難病患者の実態把握に関する解析研究を行っ

ている．本研究は，全国におよぶ難病患者のデータ集計

であり基礎研究，臨床研究への有意義な提言を可能にす

るものであるため，新制度になった難病対策事業におい

ても同等の研究を継続できるように調整を行っていると

ころである．

③NCDに関わる疫学コホートのあり方に関する研究
　医療水準が向上し，著しく救命率の改善した近年の日

本では，外傷後生存者の後遺症や障害に関する長期予後

の疫学情報は，質の高い一体的な保健・医療・福祉・介

護の政策を行う上でのエビデンスとして重要となってき

ている．本研究では，外傷の中でも重症のTBI（外傷性
脳損傷）等により引き起こされる後遺症や障害の縦断的

疫学研究に注目し，予備調査に基づき，分野横断的な予

後情報を網羅的に把握することの重要性や重症TBI等の
外傷に関するコホート研究が必要を検討した．今後は，

福祉的介入評価の視点をふまえた外傷のコホート・デー

タベース・モデルの構築を目指している．

④医療における情報のバリュー調査について

　医療従事者が診察時，治療時，病棟管理時において必

要な医療情報を取得し，その情報の活用実態を解析して

いる．医療情報の重要性とその活用における課題点を抽

出することで，医療情報に関する学部教育や卒後教育の

在り方への提言も可能になると考えている．

４） 保健医療情報の解析に関する方法論的研究

①健康リスク評価方法論に関する研究

　種々のリスク要因（放射線，化学物質，タバコ，生活

習慣など）の健康影響に関するリスク評価を行うととも

に，より有効なリスク評価手法の開発やモデルの提案な

どを行っている．本研究の結果は様々な健康リスク要因

に関してエビデンスに基づくリスク管理に結び付く．平

成２７年度においては，放射線，たばこ，生活習慣などに

ついて，リスク要因への曝露量とリスクとの定量的関係

など，統計学的モデル及び理論を応用したリスク評価方

法について検討した．

②死因統計分類の変更がわが国の厚生統計に与える影響

に関する研究

　ICDなど疾病や死因分類の変更が厚生統計に与える影
響を定量的に把握することを目的として，分類変更前後

の変化を時系列的かつ統計学的に推定するためのモデル

及び方法論を検討・提案し，この方法に基づき，分類変

更が人口動態統計や患者調査などへ与える影響を定量的

に評価する．本年度においては，分類変更の基本的パ

ターンに基づいて統計的モデルの構築を行い，シミュ

レーションや実データの解析を通じて分類変更時の不連

続の検出，モデルの評価などを行い，本モデルの適用可

能性を示した．実際の分類変更においては基本的パター

ンの多様な組み合わせが存在しており，今後さらにモデ

ルの一般化を目的とした研究を進める．

５） 研修報告

　主に地方自治体の保健医療情報担当者を対象として保

健医療情報に関して以下のような研修を実施している．

①専門課程・研究課程：情報処理法，保健統計概論，保

健情報利用概論，リスク科学，リスクマネジメントなど

の科目責任者または副責任者を担当している．

②短期研修：「地域保健支援のための保健情報処理技術

研修」，「地域医療の情報化コーディネータ育成研修」，

「実地疫学統計研修」，「健康危機管理研修」，「薬事衛生

管理研修」，「食品衛生監視指導研修」，「食品衛生危機管

理研修」などのコースの主任または副主任を担当してい

る．

③研修全般：他のコースにおいても情報に関連した講

義・演習を随時担当している．また，研修生の特別研究

に関して研究指導および論文作成指導を随時担当してい

る．さらに，科学院内における教育・訓練の運営全般に

関して，教務会議，研究課程委員会，専門課程委員会，

短期研修委員会，遠隔教育委員会，入試委員会などの各

委員会に委員長，副委員長あるいは委員として参画して

いる．

６） その他

　研究情報支援研究センターは，WHO国際統計分類
（WHO-FIC）協力センターの１つに指定されており，国
際疾病統計分類に関して，開発，整備，改訂のための

WHO支援，国際ネットワーク会議の各委員会，検討グ
ループ活動への参画，各地域の分類利用者とのネット

ワーク形成，支援，情報の提供，各分類の普及・教育

ツール開発及び翻訳，質の改善，などの活動を行ってい

る．平成２７年度においては，WHO-FICネットワーク年
次会議に日本代表団の一員としてセンター長が出席した．

　また，図書館サービス室職員は研究情報支援研究セン

ター職員を併任しており，必要に応じて研究と事業との

連携を図っている．関連する事業としては，図書館業務

（研究情報の電子化，データベース化など）およびIT関
連業務（情報ネットワークの更改，情報セキュリティ強

化及び関連する職員研修，厚生労働科学研究成果データ

ベースの運営および効率化など）を行っている．

研究情報支援研究センター

１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Originals

　豊島優人，大庭志野，緒方裕光．乳がん検診受診の有

無と対象女性の健康の状態及びリスク因子の知識：地域

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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在住の一般女性における研究．保健医療科学．２０１５；６４

（６）：５９２-６０２.
　橘とも子．障害保健福祉政策の推進に向けた外傷予後

の協働データベース・プロジェクトに関する意見調査．

保健医療科学．２０１６；６５（１）：６０-６６.
　伊藤聖來，須藤紀子，笠岡（坪山）宜代，岡崎直観，

鍋島啓太，金谷泰宏，奥村貴史，下浦佳之．東日本大震

災後に日本栄養士会から派遣された災害支援管理栄養

士・栄養士の支援活動に関する分析．日本栄養士会雑誌．

２０１５；５８（２）：３３-４２.
　Azuma K, Uchiyama I, Katoh T, Ogata H, Arashidani K, 
Kunugita N. Prevalence and characteristics of chemical 
intolerance: A Japanese population-based study. Arch 
Environ Occup Health. 2015;70:341-353.
　Sugai K, Kimura H, Miyaji Y, Tsukagoshi H, Yoshizumi 
M, Sasaki-Sakamoto T, Matsunaga S, Yamada Y, 
Kashiwakura J, Noda M, Ikeda M, Kozawa K, Ryo A, 
Yoshihara S, Ogata H, Okayama Y. MIP-1a level in 
nasopharyngeal aspirates at the first wheezing episode 
predicts recurrent wheezing. J Allergy Clin Immunol. 
2015 (Published online: October 19, 2015).
　Oba S, Oogushi K, Ogata H and Nakai H. Factors 
associated with irregular breakfast consumption among 
high school students in a Japanese community. Asia 
Pacific Journal of Clinical Nutrition, 2015. in press.
　Yoshinaga M, Kocho Y, Nishibatake M, Ogata H, 
Nomura Y. Probability of diagnosing long QT syndrome 
in children and adolescents according to the criteria of 
the HRS/EHRA/APHRS expert consensus statement. 
European Heart Jornal. 2016. Doi:10.1093/eurheartj/ 
ehw072
　Masuda T, Ishikawa T, Mogushi K, Okazaki S, Ishiguro 
M, Iida S, Mizushima H, Tanaka H, Uetake H, Sugihara 
K. Overexpression of the S100A2 protein as a prognostic 
marker for patients with stage II and III colorectal cancer. 
Int J Oncol. 2016;48(3):975-82. doi: 10.3892/ijo.2016.3329. 
[Epub ahead of print] PubMed PMID: 26783118.
　Takahashi H, Ishikawa T, Ishiguro M, Okazaki S, 
Mogushi K, Kobayashi H, Iida S, Mizushima H, Tanaka 
H, Uetake H, Sugihara K. Prognostic significance of Traf2-
 and Nck- interacting kinase (TNIK) in colorectal cancer. 
BMC Cancer. 2015;15(1):794. PubMed PMID: 26499327.
　Ito M, Nakagawa S, Mizuguchi K, Okumura T. 
Integration of disease entries across OMIM, Orphanet, 
and a proprietary knowledge base. 28th International 
Conference on Industral, Engineering and Other 
Applications of Applied Intelligent Systems, IEA/AIE 
2015; 2015.6.10-12; Seoul, Korea. Proceedings. p.120-130.
　Omura M, Tateishi Y, Okumura T. Disease Similarity 
Calculation on Simplified Disease Knowledge Base for 
Clinical Decision Support Systems. The 28th International 

FLAIRS Conference (FLAIRS-28); 2015.5.18-20; Hollywood, 
Florida, USA. Proceedings. p.501-506.
　Sato Y, Nakatani E, Watanabe Y, Fukushima M, 
Nakashima K, Kannagi M, Kanatani Y, Mizushima H. 
Prediction of prognosis of ALS: Importance of active 
denervation findings of the cervical-upper limb area and 
trunk area. Intractable & Rare Diseases Research. 
2015;4(4):181-189.
　Masuda T, Sato Y, Huang YL, Koi S, Takahata T, 
Hasegawa A, Kawai G, Kannagi M. Fate of HIV-1 cDNA 
intermediates during reverse transcription is dictated by 
transcription initiation site of virus genomic RNA. 
Scientific reports 2015;5:17680.

総説／Reviews

　水島洋，佐藤洋子，飯島久美子．ニュートリゲノミク

スとニュートリショナルジェネティクス─遺伝子解析に

よる栄養指導の可能性．遺伝．２０１５； １：４２-４６.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

その他／Others

　水島洋．遺伝子検査ドックで未病を見極め―病気を防

ぐ時代がやってきた．月刊誌わかさ．２０１５；２６１（１５）：

１０５-１０９.
　水島洋．薬開発，患者が動く．日本経済新聞．

２０１５.１２.２０．１７面（日曜に考える医療）．

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　緒方裕光，森島信裕，松江登久，柴崎耕介，藤宮仁，

馬替 純二．タンパク質発現量の変化パターンを指標と
した低線量・低線量率放射線の生物影響評価．日本保健

物理学会第４８回研究発表会；２０１５.７.２-３；東京．同抄録集．
p.３７.
　馬替純二，緒方裕光，森島信裕．低濃度トリチウムお

よび低線量放射線のリスク評価に関する研究．核融合科

学研究所LHD計画共同利用研究環境・生物影響研究報告
会；２０１５.１２.１３；東京．同抄録集．
　稲葉洋平，戸次加奈江，内山茂久，緒方裕光，欅田尚

樹．低タール低ニコチン表示量の紙巻たばこフィルター

の通気率分析．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-
６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：

５６５.
　稲葉洋平，戸次加奈江，内山茂久，緒方裕光，欅田尚

樹．電子たばこ充填液のニコチン及びたばこ特異的ニト

ロソアミンの分析．フォーラム２０１５衛生薬学・環境トキ

シコロジー；２０１５.９.１７-１８；神戸．同抄録集．
　青木真智子，吉永正夫，徳田正邦，宮崎あゆみ，濱島

崇，長嶋正實，堀米仁志，高橋秀人，篠宮正樹，緒方裕

光，伊藤善也，久保俊英，立川U子，原光彦，岩本真理．

小児生活習慣病検診における心血管危険因子値と本人・

保護者の生活習慣との関係およびDUALSCANにおける

研究情報支援研究センター
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内臓脂肪・皮下脂肪面積の年齢による検討．第２６回日本

小児科医会総会；２０１５.６.１３-１４；別府．同抄録集．
　菅井敏行，東園子，高橋慶子，緒方裕光，齋藤益子．

看護大学生に対して行った子宮頸がん予防ワクチンに対

する意識調査．日本性感染症学会第２８回学術大会；

２０１５.１２.５-６；東京．同抄録集．
　水島洋．新難病法における難病対策と創薬のための患

者登録の重要性と課題．第１６回大阪神経難病医療推進協

議会総会；２０１６.３.１２；大阪．第１６回大阪神経難病医療推
進協議会総会資料集．

　水島洋．ヘルスケアデータの利活用をめざしたOpenData
構想について．NORTH Internet Symposium；２０１６.２.１８； 
札幌．Proceedings of NORTHInternet Symposium ２０１６. 
p.１１３-１２１.
　水島洋．ウェアラブルから得たデータを活用するため

のガイドライン．ウェアラブルEXPO専門セミナー；
２０１６.１.１４；晴海．ウェアラブルEXPO専門セミナー資料
集．

　水島洋．ヘルスケアデータ利活用戦略をめざした

OpenData構想について．インターネット医療協議会；
２０１５.１２.９；晴海．インターネット医療協議会研究会抄録
集．

　水島洋．病気を予防するための早期リスク診断とのそ

の意義．日本健康医学会　２０１５.１１.２１；愛知．日本健康
医学会雑誌．２０１５；２４（３）：２１０.
　金谷泰宏，水島洋，佐藤洋子．わが国の難病登録の現

状と今後の展開．厚生労働科学研究費補助金難治性疾患

政策研究事業「ホルモン受容機構異常に関する調査研

究」平成２７年度研究報告会；２０１５.１１.１９；東京．同報告集．
　水島洋．患者登録の国内外の動向．DIA日本大会２０１５
難病・希少疾患の開発促進を患者さんとともに考える；

２０１５.１１.１６；東京．DIA日本大会プログラム．
　水島洋，佐藤洋子，田辺麻衣，金谷泰宏．オーファン

ドラッグ開発の国際展開について．日本製薬医学会製薬

医学教育プログラム；２０１５.１１.１４；大阪，東京．製薬医学
教育プログラム資料集．

　水島洋，佐藤洋子．患者登録の国際動向と情報共有．

精神神経疾患治療研究事業「国際協調に基づく臨床研究

基盤としての神経筋疾患ナショナルレジストリーの活用

と希少な難治性疾患への展開を目指した研究」（研究代

表者：木村円）班会議２０１５；２０１５.１１.２６-２７；東京．同抄録
集．

　水島洋．パーソナルデータの収集・共有と活用．AET 
eHealth フォーラム～医療・ヘルスケア情報の伝え方，
伝わり方～；２０１５.１１.１３；東京．AET eHealth フォーラム
資料集．

　水島洋．健康評価基準としてのmRNA発現解析検査の
可能性．臨床ゲノム医療学会；２０１５.１１.３；東京．同抄録
集．

　水島洋．パーソナルデータの取り扱い．「クラウドイ

ノベーション研究会」～医療・ヘルスケアデータの情報

収集・蓄積・利用について～；２０１５.１０.３０；東京．同資料
集．

　水島洋．医療機関におけるモバイルとクラウドの活用．

国公私立大学病院医療技術関係職員研修；２０１５.１０.２０；東
京．病院医療技術関係職員研修資料集．

　水島洋，佐藤洋子，田辺麻衣，金谷泰宏．希少疾患・

難病対策の国際動向―疾患登録を中心に―．第３回希少

疾患登録ワークショップ；２０１５.７.１７；東京．第３回希少
疾患登録ワークショッププログラム．同抄録集．

　水島洋．DNA検査とは異なるmRNA発現解析検査の
解説．湘南藤沢徳洲会病院セミナー；２０１５.７.５；神奈川．
同抄録集．

　水島洋．国内外のモバイルヘルスの現状と課題．第２３

回日本乳癌学会学術総会シンポジウム；２０１５.７.２；東京．
同プログラム抄録集．p.２１９.
　水島洋．NIH Clingen/DECIPHER２０１５ 報告．希少疾
患連絡会；２０１５.６.１２；東京．同抄録集．
　水島洋．医療・ヘルスケアデータの集積と提供にITヘ
ルスケア学会が今後果たす役割．ITヘルスケア学会第９
回年次学術大会；２０１５.６.７；熊本．同抄録集．p.７１.
　水島洋．難病支援ネットワークにおけるセキュリティ

対策．難病相談・支援センター間ネットワークシステム

構築のためのワークショップ；２０１５.６.４；東京．同抄録集．
　水島洋．国内外のモバイルヘルスの動向と課題．ス

マートヘルスセミナー；２０１５.４.２４；東京．同資料集．
　児玉知子，水島洋，佐藤洋子．難病・希少疾患対策の

国際動向．第１１８回日本小児科学会学術集会；２０１５.４.１８；
大阪．同抄録集．p.１５０４.
　水島洋，佐藤洋子，筒井久美子．血中遺伝子発現解析

による新たな指標の開発．第４回エビデンスに基づく統

合医療研究会；２０１５.８.１；大阪．同プログラム・抄録集．
p.１２-１３.
　水島洋，佐藤洋子．難病患者に対する難病情報提供

の現状と課題．第３回日本難病ネットワーク学会；

２０１５.１１.１３；仙台．日本難病医療ネットワーク学会機関
誌．２０１５； ３（１）：６４.
　橘とも子，緒方裕光．日本における頭部等外傷コホー

ト研究の今後のあり方に関する検討．第３回国立保健医

療科学院研究フォーラム；２０１５.７.１６；埼玉．第３回国立
保健医療科学院研究フォーラム抄録集．p.５-６.
　橘とも子，奥田博子．地域保健人材育成体制づくりに

おける保健師体系の他職種への適用可能性に関する研究．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４９０.
　奥田博子，宮闢美砂子，守田孝恵，中板育美，福島富

士子，橘とも子，他．地域保健に従事する保健師の計画

的人材育成に関する実態とニーズ．第７４回日本公衆衛生

学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；
６２（１０特別附録）：４９０.
　佐藤洋子，湯川慶子，川尻洋美，加藤悟，酒井洋治，

鈴木洋史，照喜名通，水島洋．難病情報支援ネットワー
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クシステムの構築-運用状況と課題について．第３回日
本難病ネットワーク学会；２０１５.１１.１３；仙台．日本難病医
療ネットワーク学会機関誌．２０１５； ３（１）：６３.
　水島洋，佐藤洋子，田辺麻衣，金谷康宏，緒方裕光．

難病患者登録の在り方に関する検討．第３回日本難病

ネットワーク学会；２０１５.１１.１３；仙台．日本難病医療ネッ
トワーク学会機関誌．２０１５； ３（１）：６５.
　佐藤洋子，水島洋，金谷泰弘．我が国における難病登

録制度の活用と展望―神経難病解析から―国の難病登録

制度を活用した本邦の筋萎縮性側索硬化症の臨床像．先

端医療振興財団臨床情報研究センターセミナー；

２０１６.３.３１；神戸．同抄録集．
　Yoshinaga M, Ogata H, Suzuki H, Ushinohama H, 
Sumitomo N, Horigome H, Tateno S, Sato S, Tauchi N, 
Nagashima M. Cumulative risk of symptoms in pediatric 
patients with long QT syndrome (LQTS) who were 
diagnosed by school-based screening programs in Japan. 
European Society of Cardiology; 2015.８.２９-９.２; London. 
Proceedings.
　Mizushima H, Yukawa K, Fujii H, Sato H. Clinical 
research portal at National Institute of Public Health. 
NIH NCBI internal seminar; 2016.1.27; Bethesda. 
Proceedings.
　Mizushima H, Sato Y, Tanabe M, Kanatani Y, Ogata H. 
Development of remote data entry system for national 
registry in Japan, and application to undiagnosed disease. 
RE(ACT) Congress for Rare Disease Research; 2016.3.10; 
Barcelona.  RE(ACT)  Congress  for  Rare  Disease 
Research 2016. Conference Book.
　Okumura T, Menez D, Abayawickrama T. Refining 
disease databases for Clinical Decision Support Systems: 
Post-processing disease entries after integration of 
OMIM  and  Orphanet.  2015  IEEE  International 
Conference on Bioinformatics and Biomedicine (BIBM 
2015); 2015.11.9-12; Washington D.C., USA. Proceedings. 
p.938-939.
　Sato Y, Nakatani E, Watanabe Y, Fukushima M, 
Nakashima K, Kanatani Y, Mizushima H. Clinical features 
of ALS according to the Japanese National Registry for 
Intractable and Rare Diseases. 3rd World centenarians 
Initiative International Symposium on Amyotrophic Lateral 
Sclerosis; 2016.2.19; Osaka. International Symposium on 
Amyotrophic Lateral Sclerosis. Program.

研究調査報告書／Reports

　緒方裕光，研究代表者．「疾病，傷害及び死因統計分

類」の変更がわが国の厚生統計に与える影響に関する研

究．厚生労働科学研究費補助金政策科学総合研究事業

（統計情報総合研究）「疾病，傷害及び死因統計分類の変

更がわが国の厚生統計に与える影響に関する研究」

（H２７ ─ 統計 ─ 一般 ─ ００２）平成２７年度総括・分担研究報告

書．２０１６. p.１-６.
　緒方裕光，水島洋，佐藤洋子．分類変更の影響に関す

る従来の方法．厚生労働科学研究費補助金政策科学総合

研究事業（統計情報総合研究）「疾病，傷害および死因

統計分類の変更が我が国の厚生統計に与える影響に関す

る研究」（研究代表者：緒方裕光．H２７ ─ 統計 ─ 一般 ─ 
００２）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.７-１０.
　緒方裕光，水島洋，佐藤洋子．統計的影響評価方法の

開発と応用．厚生労働科学研究費補助金政策科学総合研

究事業（統計情報総合研究）「疾病，傷害および死因統

計分類の変更が我が国の厚生統計に与える影響に関する

研究」（研究代表者：緒方裕光．H２７ ─ 統計 ─ 一般 ─ ００２）
平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.１１-３０.
　緒方裕光，研究代表者．国際統計分類ファミリーに属

する統計分類の改善や有用性の向上に資する研究．厚生

労働科学研究費補助金政策科学総合研究事業（政策科学

推進研究事業）「国際統計分類ファミリーに属する統計

分類の改善や有用性の向上に資する研究」（H２７ ─ 政策 ─ 
一般 ─ ００５）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.１-６.
　緒方裕光，水島洋，冨田奈穂子，佐藤洋子．ICD改定
におけるフィールドトライアルの意義．厚生労働科学研

究費補助金政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事

業）「国際統計分類ファミリーに属する統計分類の改善

や有用性の向上に資する研究」（研究代表者：緒方裕光．

H２７ ─ 政策 ─ 一般 ─ ００５）平成２７年度総括・分担研究報告
書．２０１６. p.７-１０.
　緒方裕光，冨田奈穂子，水島洋，佐藤洋子．フィール

ドトライアルにむけたプレテストの検討．厚生労働科学

研究費補助金政策科学総合研究事業（政策科学推進研究

事業）「国際統計分類ファミリーに属する統計分類の改

善や有用性の向上に資する研究」（研究代表者：緒方裕

光．H２７ ─ 政策 ─ 一般 ─ ００５）平成２７年度総括・分担研究
報告書．２０１６. p.１１-１４.
　馬替純二，緒方裕光，森島信裕．低濃度トリチウムお

よび低線量放射線のリスク評価に関する研究．核融合科

学研究所LHD計画共同利用研究報告書．２０１５.
　小林健一，曽根智史，欅田尚樹，緒方裕光，斉藤智也．

健康安全・危機管理対策に関連する研究開発の動向と将

来予測に関する研究．厚生労働科学研究費補助金健康安

全・危機管理対策総合研究事業「健康安全・危機管理対

策に関連する研究開発の動向と将来予測に関する研究」

（研究代表者：小林健一．H２７ ─ 健危 ─ 指定 ─ ００１）平成２７
年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.１-１２.
　緒方裕光．地域保健基盤形成に関する分野における研

究動向．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理

対策総合研究事業「健康安全・危機管理対策に関連する

研究開発の動向と将来予測に関する研究」（研究代表者：

小林健一．H２７ ─ 健危 ─ 指定 ─ ００１）平成２７年度総括・分
担研究報告書．２０１６. p.１３-１８.
　吉永正夫，堀米仁志，大野聖子，市田蕗子，住友直方，

長嶋正實，緒方裕光，他．健常小児の心臓超音波所見の
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基準値作成に関する研究．厚生労働科学研究費補助金難

治性疾患等政策研究事業（難治性疾患政策研究事業）

「小児期心筋症の心電図学的抽出基準，心臓超音波学的

診断基準の作成と遺伝学的検査を反映した診療ガイドラ

インの作成に関する研究」（研究代表者：吉永正夫．

H２７ ─ 難治等（難） ─ 一般 ─ ０１９）平成２７年度総括・分担研
究報告書．２０１６. p.３４-５０.
　吉永正夫，堀米仁志，大野聖子，市田蕗子，住友直方，

長嶋正實，緒方裕光，他．心筋疾患児情報の収集と抽出

基準・診断基準の作成に関する研究―１次調査結果―．

厚生労働科学研究費補助金難治性疾患等政策研究事業

（難治性疾患政策研究事業）「小児期心筋症の心電図学的

抽出基準，心臓超音波学的診断基準の作成と遺伝学的検

査を反映した診療ガイドラインの作成に関する研究」

（研究代表者：吉永正夫．H２７ ─ 難治等（難） ─ 一般 ─ ０１９）
平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.５１-６０.
　緒方裕光，野添篤毅，水島洋，佐藤洋子．研究結果の

学術的アウトカムの評価方法の検討．厚生労働科学研究

費補助金厚生労働科学特別研究事業「厚生労働科学研究

における結果成果のアウトカム評価の指標及び手法の開

発に関する研究」（研究代表者：尾島俊之．H２７ ─ 特別 ─ 
指定 ─ ０１２）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. 
p.７５-９０.
　水島洋．難病患者情報の活用のための課題．厚生労働

科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業

「保健医療福祉計画策定のためのデータウェアハウス構

築に関する研究」（研究代表者：岡本悦司．H２７ ─ 健危 ─ 
一般 ─ ００１）平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. 
p.１７７-１８０.
　水島洋．医療情報の国際標準化の動向．厚生労働科学

研究費補助金政策科学総合研究事業「国際統計分類ファ

ミリーに属する統計分類の改善や有用性の向上に資する

研究」（研究代表者：緒方裕光．H２７ ─ 政策 ─ 一般 ─ ００５）
平成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.５７-６４.
　水島洋．患者登録システムの検討と国際動向調査．精

神・神経疾患研究開発費「国際協調に基づく臨床研究基

盤としての神経筋疾患ナショナルレジストリーの活用と

希少な難治性疾患への展開を目指した研究」（研究代表

者：木村円．２６-７）分担研究報告書．２０１６. p.７５-８０.
　水島洋．海外における臨床研究データベースの調査．

厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業

「臨床研究の実施状況管理のためのデータベースに関す

る研究」（研究代表者：佐藤元．H２７ ─ 特別 ─ 指定 ─ ０１９）
分担研究報告書．２０１６. p.８５-８９,１０４-２１７.
　橘とも子．保健師ガイドラインの多職種への適用可能

性の検証に関する研究．厚生労働科学研究費補助金健康

安全・危機管理対策総合研究事業「地域保健に従事する

人材の計画的育成に関する研究」（研究代表者：奥田博

子．H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００２）平成２７年度総括・分担研究
報告書．２０１６. p.９９-１０３.
　奥村貴史．健康危機管理における情報の効率的な収集

手法に関する研究．厚生労働科学研究費補助金「感染症

発生時の公衆衛生政策の社会的影響の予測及び対策の効

果に関する研究」（研究代表者：谷口清州．H２６ ─ 新興行
政 ─ 一般 ─ ００１）平成２７年度分担研究報告書．２０１６．p.１３-１６.
　佐藤洋子，水島洋，冨田奈穂子，緒方裕光．プレテス

ト結果の解析．厚生労働科学研究費補助金政策科学総合

研究事業「国際統計分類ファミリーに属する統計分類の

改善や有用性の向上に資する研究」（研究代表者：緒方

裕光．H２７ ─ 政策 ─ 一般 ─ ００５）平成２７年度総括・分担研
究報告書．２０１６. p.１５-５６.
　Ogata H (co-author). Annual Report 2015 by the 
Collaborating Center for the WHO-FIC in Japan. 2015.

視聴覚資料やディジタル媒体などによる研究成果／Visual media

　水島洋，制作協力．NHK ETV　はーとねっとTV ．
２０１５.６.２９.
　水島洋，監修．NHK ETV　心と脳の白熱教室（第１
回）．２０１５.７.３１.
　水島洋，監修．NHK ETV　心と脳の白熱教室（第２
回）．２０１５.８.６.
　水島洋，監修．NHK ETV　心と脳の白熱教室（第３
回）２０１５.８.１３.
　水島洋，監修．NHK ETV　心と脳の白熱教室（第４
回）２０１５.８.２０.
　水島洋，制作協力．NHK GTV　クローズアップ現代
（患者申し出療養制度に関して）．２０１５.２.２６.
　水島洋．あらゆる健康情報をオープンデータとして蓄

積することで，はじめて適切な活用ができる．mHealth 
Watch（mHealthキーマンインタビュー）．２０１５.１０.２２. 
http://mhealthwatch.jp/feature/２０１５１０２２

研究情報支援研究センター
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研究課題１　Gray Zone Analysisの試み

　Gray Zone Analysisを境界域を対象とする分析と仮定し，
Gray Zone Analysis の具体的な一例として，classical 
SIDS とGray Zone SIDSの相違について因子分析を行った．
方法：BeckwithとWillingerの文献に基づいてClassical 
SIDS，Borderline SIDS,Non-SIDSの３群を定義し，日本
病理剖検輯報からこの３群に該当する１６７症例の剖検情

報を抽出した．３者各々の剖検所見を|2検定し，Pure 
SIDS群,Borderline SIDS群の別々に，剖検所見全てにつ
いて因子分析を行い，潜在的な剖検情報の構造分析を

行った．因子分析は，バリマックス回転を伴う主因子法

によった．ここで剖検所見は質的性質を示すものとして，

把握されている．

結果：１）Classical SIDSでは，|2検定によりリンパ組織

腫脹が最も有意に高く，因子分析では鬱血，胸腺腫大，

肺水腫，副腎萎縮，新生児がhigh factor loadingであり，
窒息，無気肺，肺気腫，副腎萎縮，未熟児，胸腺低形成，

心奇形，異所性骨髄が続いた．２）Gray Zone SIDSでは，
|2検定では，肺炎・未熟児・心肥大が有意p＜０.０１であり，
胸腺腫大と副腎萎縮p＜０.０５が続いた．因子分析では窒
息，腎臓・脾臓・肺臓のうっ血，新生児がhigh factor 
loadingであった．３）Classical SIDSの因子分析において
は，第一因子は肝臓・腎臓・脾臓・肺臓のうっ血のよう

に低酸素状態を反映するものと推測され，第二因子は副

腎萎縮・胸腺肥大・肺気腫・肺水腫等，全身うっ血等所

謂リンパ性特異体質を反映するものと推測され，第三因

子は副腎萎縮と胸腺肥大のようにリンパ性特異体質の局

所所見そのものであった．Gray Zone SIDSの因子分析に
おいては，第一因子は肝臓・腎臓・脾臓のうっ血と無気

肺と局所性肺気腫，新生児期等，機械的窒息の関与を示

唆するものであり，第二因子は脂肪肝と脳浮腫のように

代謝性因子の存在を推測させるものであり，第三因子は

未熟児・胸腺低形成・先天性心奇形・異所性造血・胸腺

肥大・副腎萎縮というように胸腺リンパ体質を含み，他

の内因の存在を推測させるものであった．

結論と考察：Gray Zone SIDSに関連するこの試みは，日
本SIDS/乳幼児予防突然死学会のSIDS診断の手引きの視
点から再度把握されるべきであるが，同時期のイギリス

（ウエールズ）における解剖所見と比較して，日本でと

りあげられているリンパ性特異体質を示唆する所見がイ

ギリスでは殆どみられず，解剖に従事するものの視点の

相違が認められた．ここで死因の分析を通じて明らかに

なったものは分析の対象である死者に関わる特質でなく，

解剖に携わる者即ち分析を行った生者の特性の相違であ

ることが推測された．Gray Zone Analysisという概念は，
手法を変えて，特定健診のような保健医療・母子保健領

域や医療安全・犯罪学のような暗数を伴う領域において，

具体的な施策展開に寄与することと考えられる．

研究課題２　小児期の難病及び小児慢性特定疾患等デー

タにおける生体認証の有効性と関連論点の研究

　マイナンバー制度の発足にあたり，個人情報は一元管

理せず，分散管理を原則とすることになっている．一方，

保健医療をとらえる視点として，年齢層を横断する従来

の視点から，患者一人一人のデータを縦断的にとらえる

生涯保健という概念が提唱されている．分散型医療保健

データベースへのアクセスのため生体認証を用いること

は可能である，難病の小児期・小児慢性特定疾患等にお

いて，一人の医療データを個人管理できるようにする際

の関連項目について考察を試行した．

　今後の医療保健データベースは，完全な分散型と限ら

ない．例えば使用可能期間を数年と区切り，ある疾患に

限った縦断型で各個人が持ち歩き可能なもの（ポケット

カルテ・電子手帳等）との混合型で，構築される可能性

がある．一例として，胎児の電子手帳と登録の問題が示

唆される．法的な側面も含めて，胎児については，幾つ

かの特徴的な事項を指摘可能である．多くの先端生命医

科学と同様，胎児治療の初期段階では，児にも母親にも

利益が得られないstageが存在し，それらへの保険制度
をつくることも難しい．胎児についての診療録も作成で

きず，ランダマイズドスタディーにも困難がある．胎児

外科と新生児外科の移行期に，母親と胎児の医療保健情

報を，一体型として扱うか，独立型として扱うか，新生

児期から生前の情報に逆行できる形で胎児の電子手帳を

構築することには医学的なメリットが存在するのか，胎

児を登録することが胎児疫学の構築につながるのか，胎

児における生体認証と生後の生体認証相互の相同性は生

後の生体認証相互の相同性との相互比較において如何か，

胎児期のようにautoplasticityの高い時期の生体認証の斉

統括研究官（生涯保健システム研究分野）

８．統括研究官（生涯保健システム研究分野）
　　　澤口聡子

（１）平成２７年度活動報告

研究課題１　SIDSの因子分析のために使用した分類

解剖でも臨床所見でも死亡の原因が

見当たらない

Pure SIDS Cases
（Classical SIDS）

死因となるべき既存の先天異常や臨

床所見がなく，解剖所見でも死因と

なり得る程度でない

Borderline SIDS 
Cases

臨床所見によっても解剖所見によっ

ても死因を説明できる
Non-SIDS Cases
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一性はいかに確保されているのか，等の多くの興味深い

論点が見いだされる．

　医療と保健に関わるデータベースの設計と，そこに自

己認証でアクセスするあるいは自己の生涯のデータを自

己で管理するという方向性は，量的視点が質的視点より

優位であることを示し，それを外的妥当性の高い形にい

かに誘導するかが，今後の難病の小児期や小児慢性特定

疾患の施策のpolitical axisとなりえる．
　例えば，Universal Health Coverage（UHC）に用いられ
るUniversal 普遍性という言葉が国際機関では一つのター
ゲットとされ，Universal　Epidemiology（UE）・Universal 
Public　Health（UPH）という造語をイメージすること
は可能である．普遍性は，今日の国際保健において，統

合性と共に，目指す理想を示すことばとされるが，現実

には諸外国特にアジアでの経営展開等において，困難が

発生することが指摘されている．一方では，supervision 
of health intervention（SHI）という概念も存在し，これに
ついてはWHOの国際分類としてInternational Classification 
of Health Interventionがもうけられている．公衆衛生と

国際保健の将来の為のleading imageとして，これらの
UE・UPH・SHIは有効な概念であり，UEとUPHの概念
の中で，SHIは実行概念として活用すべきであるという．
　もう一つのアプローチとして，データ構築の上で相同

モデル化（Phase Assimilation）というプロセスが既に
取り入れられている．保健医療のデータの世界では，所

謂「衣食住」「日常生活」が相同モデルとされるべきと

考えられており，data-wearing（衣：spss system），data-
cuisine（食），data-building（住），data-sheet（日常生活 
spss system）というように，ゆるい構造化を図る流れ
である．ここで，例えばdata-wearingが衣服のデータを
示し，data-cuisineが食のデータとしていわゆるSUN　
projectにつながるというように，則物的に対応させる必
要はないと考えられている．この相同モデル化（Phase 
Assimilation）というプロセスは，BMI（Bio-Machine 
Interface）の開発においては双方向に取り入れられてお
り，BMIは日本において最もすぐれた先端技術基盤とし
て，再生医療と共に，難病においても今後日本から国際

的に発信できるものとみなされている．

統括研究官（生涯保健システム研究分野）

１） 学術雑誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Originals

　小渕律子，李暁鵬，石田博雄，熊澤武志，池田賢一郎，

藤城雅也，藤田健一，佐藤淳一，澤口聡子，高橋春男，

佐藤啓造．HILIC-MS/MS法によるヒト涙液中tegafur及
び５-fluorouracilの高感度分析法．昭和学士会雑誌．２０１６；
７６（２）：in print.
　加藤礼，李暁鵬，熊澤武志，藤城雅也，佐藤淳一，澤

口聡子，上島実佳子，青木武士，村上雅彦，佐々木陽平，

古谷卓郎，佐藤啓造．HILIC-MS/MSを用いたヒト血漿
中カルバぺネム系抗菌薬の高感度分析法．昭和学士会雑

誌．２０１６；７６（２）：in print.
　米山裕子，佐藤啓造，加藤晶人，栗原竜也，藤城雅也，

水野駿，金成彌，佐藤淳一，根本紀子，李暁鵬，福地麗，

澤口聡子．感染症突然死防止に向けての法医学的検討―

感染症突然死剖検例と心臓突然死剖検例との比較をもと

に―．昭和学士会雑誌．２０１６；７６（２）：in print.
　大宮信哉，熊澤武志，李暁鵬，庄司幸子，佐藤淳一，

澤口聡子，吉村吾志夫，佐藤啓造．HILIC-MS-MSによ
る血漿中アミノグリコシド系抗菌薬の簡易迅速分析法．

昭和学士会雑誌．２０１６；７６（２）：in print.

総説／Reviews

　澤口聡子．犯罪学教育の展望　法医学・司法精神医学

と刑事司法―諸外国との比較を交えて―．犯罪誌．

２０１５；８１（６）：１５８-１６４.
　澤口聡子．日本とアジアにおける犯罪学の教育．犯罪

誌．２０１５：８１（３）：７０.

２） 学術雑誌に発表した論文（査読なしのもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　Sawaguchi T. How should we identify the development 
of human mind? Bulletin of Gakushuin Women’s College. 
2016;18:87-91.
　澤口聡子．立法・行政・司法における複数の視点の取

り扱いについて．早稲田大学社会安全政策研究所紀要．

２０１４（２０１５年８月７日発行）； ７：５３-７０.
　澤口聡子．医療系大学の基礎医療英語における説得納

得ゲーム応用の可能性．学習院女子大学紀要．２０１５；１７：

４７-５６.
　澤口聡子，築山望未，北林愛，星郁実．新「健やか親

子２１」に向けて．学習院女子大学紀要．２０１５；１７：５７-７０.
　澤口聡子，京相雅樹，加茂登志子，坂本慎一，李孝珍，

中島章博，滝口清昭，河野賢司，米山万里枝，大脇敏之．

個人同定に関わる四つの今日的試み．学習院女子大学紀

要．２０１５；１７：７１-７８.
　澤口聡子．こころの時間学（１）―こころへの音と脳波

によるアプローチ―．学習院女子大学紀要．２０１６；１８：

９３-９７.
　澤口聡子．こころの時間学（２）― Evidence based 
Philosophy（EBPH）によるアプローチ―．学習院女子大
学紀要．２０１６；１８：９９-１０３.

著書・訳書／Books

　Sawaguchi T. Social background of child abuse and 
counter-measure in Japan. In: Ed. Prof. Viano E. Best 
Papers from Monterrey. New York. Springer. 2016. in 

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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print.
　Sawaguchi T. An Investigation as criminal regulatory 
science: An approach from the prospect of “law and 
economics”. In: Ed. Prof. Viano E. In Best Papers from 
Monterrey. New York. Springer. 2016. in print.
　Sawaguchi T. Chapter24: Methods of ascertainment of 
personal damage in Japan. In: Ed. Prof. Ferrara D. In 
Personal Injury and Damage Ascertainment. International 
State of the Art and Guidelines. Milan. Springer. 2016. in 
print.
　澤口聡子．母子保健の水準．鈴木庄亮，久道茂，監．

小山洋，辻一郎，編．シンプル衛生公衆衛生学．東京：

南江堂；２０１６．p.２２７-２３１.
　澤口聡子．母子保健活動と行政．鈴木庄亮，久道茂，

監．小山洋，辻一郎，編．シンプル衛生公衆衛生学．東

京：南江堂；２０１６．p.２３６-２４０.
　百島祐貴．画像診断マニュアル．澤口聡子，編集協力．

東京：医学教育出版社；２０１５．p.１-２６４.
　澤口聡子．小児の骨・関節疾患．人体のしくみとはた

らき．東京：朝倉書店；２０１５．p.１３２-１３５.
　澤口聡子．胎生循環と成人循環．人体のしくみとはた

らき．東京：朝倉書店；２０１５．p.１３６-１３７.
　澤口聡子．先天性心疾患．人体のしくみとはたらき．

東京：朝倉書店；２０１５．p.１３８-１４０.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　Sawaguchi T, Sawaguchi A. Immunohistochemistry of 
binding protein. Pathology 2015; 2015.12.1-3; London, 
UK. Abstract book. 2015. p.15. (poster)
　Sawaguchi T, Sawaguchi A. The possibility of gray-zone 
analysis. Pathology 2015; 2015. 12.1-3; London, UK. 
Abstract book; 2015. p.15. (poster)
 　澤口聡子．世代を超える同定と認証の在り方．第１４
回日本胎児治療学会学術集会；２０１５.１１.１８-２０；横浜．同
抄録集．２０１５. p.１７.（指定講演 short lecture）
　澤口聡子．国立保健医療科学院における研究の概要．

第６３回九州学校保健学会；２０１５.８.２３；熊本．同抄録集．
２０１５. p.６.（教育講演）
　澤口聡子．複数の視点による異なる統計評価への対応

― SIDS発生率と低出生体重への高齢出産の影響を例と
して―．第６３回九州学校保健学会；２０１５.８.２３；熊本．同
抄録集．２０１５. p.５.（一般発表）
　中尾裕之，今井博久，松永香里，澤口聡子．第二期の

特定健診・保健指導の課題に向けた市町村での取組状況．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；
６２（１０特別附録）：２５６.（一般発表）
　吉田穂波，澤口聡子，横山徹爾，加藤則子．人口動態

統計の再解析から明らかになったわが国の低出生体重増

加の要因とは？第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-
６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：３４２.（一般発表）
　加藤則子，澤口聡子，吉田都美，吉田穂波，横山徹爾．

異性双生児の周産期リスクは同性双生児より低いがその

差は縮まっている．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：３３５.（一般発表）
　澤口聡子，澤口彰子，吉田穂波，加藤則子．Gray 
Zone Analysisの試み：乳幼児突然死症候群を一例として．
第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；
６２（１０特別附録）：２５７.（一般発表）

研究報告書／Reports

　澤口聡子．小児期の難病及び小児慢性特定疾患等デー

タに関する法的視点からの検討．厚生労働科学研究費補

助金難治性疾患等政策研究事業（難治性疾患政策研究事

業）「小児期からの希少難治性消化管疾患の移行期を包

含するガイドラインの確立に関する研究」（研究代表者：

田口智章．H２６ ─ 難治等（難） ─ 一般 ─ ０４５）平成２７年度研
究報告書．２０１６. p.４１１-４１３.
　澤口聡子．難病の小児期及び小児慢性特定疾患等デー

タ管理における生体認証の有効性と関連論点の検討．厚

生労働科学研究費補助金難治性疾患等政策研究事業（難

治性疾患政策研究事業）「小児期からの希少難治性消化

管疾患の移行期を包含するガイドラインの確立に関する

研究」（研究代表者：田口智章．H２６ ─ 難治等（難） ─ 一般 
─ ０４５）平成２７年度研究報告書．２０１６. p.４１４-４２２.
 澤口聡子，研究代表者．交通事故後の救急救命率算定
の全国化．平成２７年度日本交通科学学会研究調査活動報

告書．２０１６.

統括研究官（生涯保健システム研究分野）
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研究課題１：歯科疾患実態調査の客体数増加に向けた

２０１１年歯科疾患実態調査，国民健康・栄養

調査，国民生活基礎調査のリンケージデー

タを用いた解析

　歯科疾患実態調査は１９５７年から６年間隔で実施され，

わが国の歯科疾患の実態に関する貴重な資料となってい

るが，近年，協力率の低下が問題視されている．そこで

協力率の向上を図るための基礎資料を得ることを目的に，

歯科疾患実態調査の協力率について母体となる調査であ

る国民健康・栄養調査の参加情報別に検討した．目的外

利用の許可を得た２０１１年の歯科疾患実態調査，国民健

康・栄養調査，国民生活基礎調査のリンケージを行い，

各調査間で性・年齢が一致しないデータを除いた１３,３５１
件のデータを用いて解析を行った．歯科疾患実態調査と

国民健康・栄養調査の国民生活基礎調査の協力者に対す

る協力率を比較したところ，歯科疾患実態調査の協力率

は血液検査と酷似していた．さらに国民健康・栄養調査

の協力状況別に歯科疾患実態調査の協力率をみたところ，

血液検査を受けた人では１００％近くが歯科疾患実態調査

に協力していたが，血液検査の非協力者では歯科疾患実

態調査の協力率が低かった．以上より，歯科疾患実態調

査の協力率向上を図るためには血液検査の非協力者に対

するアプローチが重要であることが示唆された．

研究課題２：特定健診・特定保健指導への歯科関連プロ

グラム導入に関する取り組み

　特定健診・特定保健指導には現在，歯科関連プログラ

ムは制度として導入されていない状況，平成２６年度厚生

労働科学研究委託費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病

対策実用化研究事業）において，①導入を図る科学的な

根拠，②導入するプログラムの内容，③導入のための基

盤整備，の３点を検討し，Webサイトも作成した（図１）．

　図１　特定健診・特定保健指導への歯科関連プログラム導入に関するウェブサイト（通称：歯科メタボ導入サイト）
http://www.niph.go.jp/soshiki/koku/oralhealth/kks/

統括研究官（地域医療システム研究分野）

９．統括研究官（地域医療システム研究分野）
　　　安藤雄一

（１）平成２７年度活動報告
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これらの内容は平成２７年度は厚労省の「歯科保健サービ

ス効果実証事業」の生活習慣病対策の発症予防に係わる

歯科保健サービスの効果検証における介入プログラムに

活用されるとともに，厚労省保険局医療介護連携政策課

医療費適正化対策室による「保険者に対する歯科口腔保

健の取組における普及啓発事業」において保険者に周知

した．

研修報告

　個別の研修では「歯科口腔保健の推進のための企画・

運営・評価研修」では副主任を担当し，歯科口腔保健事

業の企画・運営・評価に関する演習（グループワーク）

の責任者を務めた．「地域医療の情報化コーディネータ

育成研修」および「地域保健支援のための保健情報処理

技術研修」では副主任を担当した．

　院内の管理運営に関しては遠隔教育委員会の委員長を

務めた．

その他

　厚生労働省との協働のもと，自治体の歯科保健担当者

に対する情報提供対策の一環として，科学院ウェブサイ

トに置かれている「歯科口腔保健の情報提供サイト（通

称：歯っとサイト）」の内容の充実に努めた（図２）．

　厚生労働省の「ｅ-ヘルスネット」の評価委員として，
その効果的活用に務めた．

　厚生労働省の「歯科医師の資質向上検討会」における

「歯科医師の需給問題に関するワーキンググループ」の

委員を務め，歯科医師数に関する需給推計を行い，検討

会の資料として活用された．

統括研究官（地域医療システム研究分野）

図２　歯科口腔保健の情報提供サイト（通称：歯っとサイト）
http://www.niph.go.jp/soshiki/koku/oralhealth/

１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Originals

　Hamasaki T, Kitamura M, Kawashita Y, Ando Y, Saito 
T. Periodontal disease and percentage of calories from fat 

using national data. J Periodontal Res. 2016 Mar 29. doi: 
10.1111/jre.12375. [Epub ahead of print]
　大山篤，安藤雄一，森田学．糖尿病と口腔保健アセス

メント項目の関連性の検討．生活歯援プログラムを利用

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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して．口腔衛生学会雑誌．２０１５；６５（３）：２８３-２９４.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　安藤雄一．いつまでも健口生活「早食い」について．

月刊糖尿病ライフさかえ．２０１５；５６（３）：２６-２７.
　安藤雄一．いつまでも健口生活「健口と栄養」．月刊

糖尿病ライフさかえ．２０１５；５６（２）：２４-２５.
　安藤雄一．いつまでも健口生活「歯科疾患は多い」．

月刊糖尿病ライフさかえ．２０１５；５６（１）：２２-２３.
　安藤雄一．いつまでも健口生活「健口」であるために

は．月刊糖尿病ライフさかえ．２０１５；５５（１２）：２４-２５.
　安藤雄一．いつまでも健口生活「糖尿病と歯周病の関

わり」．月刊糖尿病ライフさかえ．２０１５；５５（１１）：２６-２７.
　安藤雄一．行政歯科を知ろう・活用しよう（最終回）

連載の総括と今後の展望．The Quintessence. ２０１５；３４
（１２）：２５９８-２５９９.
　安藤雄一．メタボ健診に“歯科”の導入を図るには？

The Quintessence. ２０１５；３４（９）：１８３９-１８４０.

著書／Books

　安藤雄一，中村宗達，杉本智子，竹中佐智子．地域支

援の一環としての歯科保健支援の位置づけ．日本災害時

公衆衛生歯科研究会，中久木康一，北原稔，安藤雄一，

編．災害時の歯科保健医療対策 連携と標準化に向けて．
東京：一世出版；２０１５．p.９０-９３.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　安藤雄一，青山旬，尾崎哲則，三浦宏子，柳澤智仁，

石濱信之．国民健康・栄養調査の参加状況別にみた歯科

疾患実態調査の参加率．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-５；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：２１７.
　三浦宏子，青山旬，柳澤智仁，安藤雄一，尾崎哲則．

全国自治体調査に基づく歯科疾患実態調査の参加者増へ

のアプローチ法に関する分析．第７４回日本公衆衛生学会

総会；２０１５１１.４-５；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２
（１０特別附録）：４４０.
　長田斎，安藤雄一，古谷野亘，甲斐一郎，椎名惠子．

東京都杉並区の傘寿者は約半数が「８０２０」を達成してい

た．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-５；長崎．
日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：４４５.
　大山篤，安藤雄一，石田智洋，森田学．糖尿病患者の

定期歯科受診に関するWeb調査．第７４回日本公衆衛生学
会総会；２０１５.１１.４-５；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２
（１０特別附録）：４４５.
　安藤雄一．多職種ですすめる歯科保健．第７４回日本公

衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-５；長崎．日本公衆衛生雑誌．
２０１５；６２（１０特別附録）：５９.

　安藤雄一，深井穫博，佐々木健，高澤みどり，石濱信

之．共通リスクアプローチの実践を考える 特定健診・
特定保健指導への歯科関連プログラムの導入を題材とし

て．第２４回日本健康教育学会学術大会；２０１５.７.４；前橋．
日本健康教育学会誌．２０１５；２３（Suppl）：１１５.
　富永一道，濱野強，土崎しのぶ，安藤雄一．咀嚼能力

の低い人にメタボが多かった．第６４回日本口腔衛生学会

総会；２０１５.５.２９；つくば．口腔衛生学会雑誌．２０１５；６５
（２）：２４７.
　富永一道，濱野強，土崎しのぶ，安藤雄一．「噛めな

い」人の食事は低たんぱく・高炭水化物食で甘味嗜好が

強かった．第６４回日本口腔衛生学会総会；２０１５.５.２９；つ
くば．口腔衛生学会雑誌．２０１５；６５（２）：２４６.
　財津崇，大貫茉莉，安藤雄一，川口陽子．Eichner分
類と機能歯ユニット（FTU）を用いた日本人成人の咬合
状態の実態調査．第６４回日本口腔衛生学会総会；

２０１５.５.２９；つくば．口腔衛生学会雑誌．２０１５；６５（２）：１９４.
　安藤雄一，尾崎哲則，青山旬，三浦宏子，柳澤智仁，

石濱信之．国民健康・栄養調査の参加状況別にみた歯科

疾患実態調査の参加率．第６４回日本口腔衛生学会総会；

２０１５.５.２８；つくば．口腔衛生学会雑誌．２０１５；６５（２）：１８５.

研究調査報告書／Reports

　安藤雄一．乳幼児歯科健診データの活用．厚生労働科

学研究費補助金健康危機管理総合研究事業「保健医療福

祉計画策定のためのデータウェアハウス構築に関する研

究」（研究代表者：岡本悦司．H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００１）平
成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.１２１-１２６.
　安藤雄一，佐藤眞一，羽根司人，木戸みどり，時田一

枝，竹蓋道子，岡部明子，宮澤紀子，吉岡みどり．千葉

県の介入研究で歯科保健指導を担当する歯科衛生士に対

する研修会の報告．労災疾病臨床研究事業費補助金「歯

科口腔保健と作業関連疾患との関連に関する実証研究」

（研究代表者：川口陽子）平成２７年度総括・分担研究報告

書．２０１６. p.２４０-２９７.
　大久保満男，山科透，深井穫博，佐藤徹，神原正樹，

宮闢秀夫，安藤雄一，嶋闢義浩，相田潤，古田美智子，

住友雅人．（公財）８０２０ 推進財団・平成２６年度調査研究
事業「歯科医療による健康増進効果に関する調査研究」

報告書．２０１６.
　椎名惠子，福内恵子，中村晴美，安藤雄一．住民基本

台帳情報とリンケージした各種データを用いた歯周疾患

検診受診者の特性に関する分析（第２報）．（公財）８０２０ 
推進財団・平成２６年度８０２０公募研究報告書．２０１５. p.１６１-
１７３.

視聴覚資料やディジタル媒体などによる研究成果／Visual media

　歯科口腔保健の情報提供サイト（通称：歯っとサイト）

http://www.niph.go.jp/soshiki/koku/oralhealth/juq/index.
html

統括研究官（地域医療システム研究分野）
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　超高齢社会を迎える中で地域ケアを効率良く，効果的

に転換するために地域包括ケアシステムを始め様々な地

域ケアシステムの構築が求められている．本地域ケアシ

ステム研究分野では，保健活動，特に保健所や行政保健

師が地域ケアシステム構築においてどのような役割や機

能を果たす必要があるのか検討したり，実践知から理論

を生成したりしている．また，ポジティブな側面からの

健康づくりを活用した健康教育の開発やヘルスプロモー

ションを推進する地域組織活動についても取り組んでいる．

１） 調査研究

①　研究課題１：ラフター（笑い）ヨガクラブ参加者

の健康状態に関する縦断的観察研究

　医療研究開発機構研究費（循環器疾患・糖尿病等生活

習慣病対策実用化研究事業）笑い等のポジティブな心理

介入が生活習慣病発症・重症化予防に及ぼす影響につい

ての疫学研究（研究代表者：大平哲也）の分担研究とし

て取り組んでいる．

　【目的】本研究では，東京都内等における“ラフター

（笑い）ヨガクラブ（以下，LYC）参加の健康への効果
を明らかにすることを目的とした縦断的観察研究である．

　【方法】ベースライン調査は，平成２５年１２月に東京都

内等の２８箇所のＷヨガクラブ参加者に対し，笑の状況と

健康の状況に関する無記名自記式質問紙調査を実施し，

２３０名（７３.２％）から回答を得た．追跡調査は平成２７年
１１月に実施し，実質配布は２２２名，回収数２１６名（回収率

９７.３％）であり，有効回答数２０９名（有効回答率９４.１％）
を分析対象とした．２回の調査は，前後比較を的確にす

る為に連結可能匿名化とした．倫理的配慮として，本院

研究倫理審査委員会の審査を受けた上，その手順に従っ

て調査を実施した．データの分析は統計パッケージ

SPSS２０.０を用い，追跡調査時においてはLYC継続参加月
数別３グループ間の健康状態の比較には，Kruskal-wallis
の検定および多重比較（Steel-Dwass）の検定を行った．
　【総括】主な結果として，LYC参加期間と健康関連
QOL（SF-8）の関係について報告する．LYCの参加期間
からＡ群（参加中断中），B群（２４-４７か月），C群（４８か
月以上）の３群に分け，FS-8の平均値を比較し（表１），
３群で差があるか検討した（表２）．表１，表２に示す

ようにSF-8からとらえた健康状態は，C群，B群，A群の
順位で良好であると結論づけた．今後は，経年的変化か

ら検討をする予定である．

 ②　研究課題２：自治体における生活習慣病対策推進
のための「健診・医療・介護等データ活用マニュ

アル」の開発

　【目的】どの自治体でも効果的な生活習慣対策を効果

的に行うことができるツールを開発する．

　【方法】データ活用の現状とニーズ把握を行った上で，

統括研究官（地域ケアシステム研究分野）

　　　　　　　　　　表２　LYC参加延べ月数別群の健康状態の比較（平均順位，H値，p値，多重比較）　　　　　　　　n＝２０５

多重比較pH統計値
C群（n＝８６）B群（n＝７９）A群（n＝３９）

平均順位平均順位平均順位SF-８項目（優位差ありのみ）

A＜B＊＊，A≪C＊＊＊＜.００１＊＊＊１８.１４１１４.３１０５.７６９.８・体の痛み：BP

A＜B＊，A≪C＊＊.００１５＊＊１２.９４１１２.９１０４.０７６.１・活力：VT

A＜C＊＊,B＜C＊.００１２＊＊１３.４４１１７.４９５.６８０.７・日常役割機能（精神）：RE

A＜C＊.００９＊＊９.４２１１１.６９１.１８０.５・精神的サマリースコア：MCS

両側検定　＊＊＊p＜０.００１，＊＊＊p＜０.０１，＊ ｐ＜０.０５

Kruskal-wallisの検定および多重比較（Steel-Dwass）の検定結果，各群の平均順位，H統計量p値を示す．

１０．統括研究官（地域ケアシステム研究分野）
　　　成木弘子

（１）平成２７年度活動報告

　　　　　　　　　　　表１　LYC参加延べ月数別群の健康状態の比較（平均値,標準偏差値）　　　　　　　n＝２０５

C群（n＝８７）B群（n＝７９）A群（n＝３９）

SDMSDMSDMSF-８項目（優位差有りのみ）

６.６４５２.９３７.３９５１.６４７.５２４６.７９・体の痛み：BP

５.４０５３.９３６.２６５２.４０６.７  ４９.４１・活力：VT

６.０１５１.９４５.６３５０.０１７.３０４７.９０・日常役割機能（精神）：RE

５.５６５１.８７５.９３４９.９７８.２６４７.７８・精神的サマリースコア：MCS
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データ分析手法の具体的手順の整理をし，一部協力自治

体でのデータ分析と活用を試作し，結果を踏まえマニュ

アルを作成した．

　【総括】以下の種類マニュアルを作成し公開した．①

自治体における生活習慣病対策推進のための健診・医

療・介護等データ活用マニュアル，②「市町村を支援す

る方々のための」健診・医療・介護等のデータを活用し

た効果的な生活習慣病対策の立案・実践・評価のための

人材育成プログラム・実践ガイド．

２） 研修報告

　短期研修では，①AIDS対策研修の主任として研修の
企画・運営，本省との調整を担当した．公衆衛生看護研

修の②中堅期研修および③管理期研修の副主任として，

遠隔教育や講義，演習を担当した．生活習慣病対策研修

では④計画編，および⑤評価編の計画策定から関わり運

営や演習を担当した．⑥歯科口腔保健研修では副主任と

して講義と演習を担当した．⑦児童虐待防止研修では副

主任として研修の企画運営に関わった．これら①～⑦の

７本の研修は，いずれも定員を上回る応募者があり，研

修生からの評価も高いものであった．

　長期課程では，保健福祉行政分野および地域保健福祉

分野・専攻科における①精神保健活動論の科目責任者，

②地域診断の科目副責任者，③行動科学の科目副責任者，

③公衆衛生看護管理の講義を担当した．

　地域保健福祉分野研修生（１名）の特別研究に関して

は，研究指導者として通年関わり，実践に結びつく研究

成果を支援することができた．

　自治体から依頼された研修，①山形県看護協会総会に

おいては地域ケアシステム構築に関する講演，②山形県

保健師中央研修では，地域包括ケアシステム構築に関す

る講義，③庄内保健所管内保健師研修会講師を担当し，

地域ケアシステムに関する研究成果を交えて意見交換す

ることができた．

１）学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

総説／Reviews

　成木弘子．地域ケアシステムの構築における“連携”

の課題と“統合”促進の方策．保健医療科学．２０１６；６５

（１）：４７-５５.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　成木弘子，福本久美子．笑いヨガクラブ参加中のシニ

ア世代女性の“笑い”の状態と健康関連QOL．第４回
日本公衆衛生看護学会学術集会；２０１６.１.２３-２４；東京．同
講演集．p.６７.
　成木弘子．笑いヨガクラブに参加しているシニア世代

女性の健康関連QOL．第１３回日本ヘルスプロモーショ
ン学会学術集会；２０１５.１１.２８-２９；新潟．同講演集．p.２９.
　成木弘子，星旦二，福本久美子，大平哲也．女性高齢

者におけるラフター（笑い）ヨガセッションのストレス

軽減効果に関する研究．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：２９４.

研究調査報告書／Reports

　成木弘子．女性高齢者におけるラフター（笑い）ヨガ

セッションのストレス軽減効果と要因に関する検討．医

療研究開発機構研究費循環器疾患・糖尿病等生活習慣病

対策実用化研究事業「笑い等のポジティブな心理介入が

生活習慣病発症・重症化予防に及ぼす影響についての疫

学研究」（研究代表者：大平哲也．１５ek０２１００３h０１０３）平
成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６．p.４３-６２．
　横山徹爾，水嶋春朔，福田敬，杉田由加里，堀井聡子，

成木弘子，他．自治体における生活習慣病対策推進のた

めの「健診・医療・介護等データ活用マニュアル」の開

発．厚生労働省科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病等

生活習慣病対策総合研究事業「健診・医療・介護等デー

タ活用による地域診断と保健事業と立案を含む生活習慣

病事業を担う地域保健人材の育成に関する研究」（研究

代表者：横山徹爾．H２５ ─ 循環器等（生習） ─ 一般 ─ ０１４）
平成２５～２７年度総合研究報告書．２０１６. p.１５-２２.
　横山徹爾，水嶋春朔，福田敬，杉田由加里，堀井聡子，

成木弘子，他．自治体における生活習慣病対策推進のた

めの「健診・医療・介護等データ活用マニュアル」の開

発．厚生労働省科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病等

生活習慣病対策総合研究事業「健診・医療・介護等デー

タ活用による地域診断と保健事業と立案を含む生活習慣

病事業を担う地域保健人材の育成に関する研究」（研究

代表者：横山徹爾．H２５ ─ 循環器等（生習） ─ 一般 ─ ０１４）
平成２７年度総括・分担報告書．２０１６. p.１３-２０.

統括研究官（地域ケアシステム研究分野）

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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　水道は国民の日常生活や都市活動を営む上で欠くこと

のできないインフラ施設であり，国の重大な責務の一つ

である健康危機管理に直結している．本分野では，安全

で安心できる水の持続的な供給を確保するため，水源か

ら蛇口まで統合的なアプローチによる調査研究（レギュ

ラトリーサイエンス），その成果を反映させた養成訓練

を行っている．

１） 調査研究

研究テーマ１：大規模災害および気候変動に伴う利水障

害に対応した環境調和型水道システムの構築に関する研究

　持続可能な水道システム構築において，危機管理への

対応，安全な水の供給，ならびに水道サービスの持続性

が必要とされており，大規模地震等の広域災害，気候変

動による大雨降水量に伴う原水高濁度化や無降水日の増

加による渇水，また水温上昇に伴う生物障害への対策は，

今後の持続可能な水道システム構築の要諦である．一方

で，水道システムにおいても気候変動の緩和がより一層

求められる状況から，本研究では「大規模災害や気候変

動に伴う利水障害に対応した環境調和型水道システム」

の提案を目指し，本年度は，全国の水道原水取水口集水

域における気候変動の傾向分析を行った．全国の表流水

のみを水源とする浄水場のうち，５７ ヶ所を対象とし，そ
の取水口位置から，国土交通省の提供する集水域情報を

用いて，各々の集水域をGIS上で確定した．なお，これ
ら５７の浄水場の総平均日配水量は４.４百万m3/日であった
（２０１０年度の全国の上水道の総給水量からみると約１割

に相当）．一方，流域の気象について，将来予測はRCP２.８
ならびに８.５シナリオに基づくMIROC５.０（以下，MIROC）
及びMRI-CGCM３.０（以下，MRI）の２０８１～２１００年の予測
値（花崎ら，２０１４）を，レファレンスとしては農業環境

技術研究所の１kmメッシュデータ（清野，１９９３）に基
づく１９８１～２０００年の値を用いた．また，影響度は配水量

にて重みづけをした．その結果，全国の水道原水取水口

集水域における気候変動の傾向分析：RCP２.６シナリオで
は，対象とした浄水場の集水域では降水量が概ね１.０～
１.２倍程度に変化することが推算された．またRCP８.５シ
ナリオではより降水量が増加する傾向となり，特にMIROC
では１２％で１.３倍以上となった．一方，気温は，RCP２.６
シナリオではMIROCではすべてが，MRIでは８割程度
が１～２℃の変化となること，RCP８.５シナリオでは
MIROCではすべてが４℃以上，MRIでは３～５℃の変
化となることが推算された．

研究テーマ２：水安全計画，水質検査計画を用いた水道

水源，浄水プロセスでの危害と監視方法の解析

　安全な水道水を供給する観点から，水道システム，特

に水道水源での危害を同定し，浄水プロセスで水質変

動・異常を検知し，迅速に対応することが重要な課題の

一つである．しかし，水源から給水栓までの統合的リス

ク管理手法である水安全計画の策定率は低く，特に中小

水道事業体ではこれらの課題への十分な対応は取られて

いない．本研究では，全国の浄水場別水安全計画を用い

て，昨年度に抽出した優先度の高い危害を対象に，表流

水を原水とする急速ろ過方式の浄水場における監視シス

テム（監視項目，監視方法，監視地点，管理基準）の

データベース化，解析を行った．

　水道水源，浄水プロセス，給配水システムで優先度の

高い危害原因事象について，主な危害因子を対象に，監

視方法を整理し，Excelファイルに統合し，検索可能な
データベース化することができた．例えば，水道水源で

の降雨（危害原因事象）に対する濁度（危害因子）への

監視は，取水，原水，沈殿水，ろ過水が管理点で，主要

な監視方法は濁度計による濁度の監視であった．特に，

原水と沈殿水が重要管理点で，管理基準は浄水場によっ

て異なるが，それぞれ２５～５００および０.８～３度の範囲で
あった．また，連続計器によらない監視方法として，水

源の調査や手分析による監視が挙がっていた．

研究テーマ３：災害時における福祉施設の水確保のあり

方に関する研究

　東日本大震災では，断水が長期化したため，医療・福

祉施設など重要施設の生活用水が不足し，衛生水準が著

しく低下した．大規模災害の備えとして，重要施設の災

害時の水確保の実態や衛生対策状況を把握する必要があ

る．本研究では，全国の特養等高齢者向け施設に対して

平成２５年度に実施したアンケート調査（全国の特別養護

老人ホーム５,８６４ヶ所（全数），回収率１２.８％）結果を解
析し，断水への備えと平常時の衛生状況について明らか

にした．

　災害時断水に備えについては，近隣の災害応急給水拠

点の認識度や断水を想定した災害訓練の導入度が低かっ

た．また，衛生管理については，貯水槽の受検率は９０％

であった．また，半数以上で残留塩素濃度測定や水回り

清掃への配慮がみられた一方で，レジオネラに関する研

修や周知を推進する必要があった．

２） 研修報告

　科学院研修の運営・管理については，教務会議メン

バー，入試委員会委員長，予算委員会委員，研究委員会

委員，研究倫理審査委員会委員，内部評価小委員会委員

等を務めた．専門課程では，２分野共通必須科目「環境

保健概論」の科目責任者，短期研修では，「水道クリプ

トスポリジウム試験法に係る技術研修」「水道工学研修」

統括研究官（水管理研究分野）

１１．統括研究官（水管理研究分野）
　　　秋葉道宏

（１）平成２７年度活動報告
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のそれぞれ主任，副主任を務めた．

なお，その他の調査研究活動，養成訓練活動については，

生活環境研究部水管理研究領域を参照されたい．

統括研究官（水管理研究分野）

１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Original

　Kosaka K, Asami M, Ohkubo K, Akiba M. Determination 
of a N-nitrosodimethylamine precursor in water using 
ultra-high performance liquid chromatography-tandem 
mass spectrometry. Analytical Sciences. 2015;31:769-772.
　Kishida N, Sagehashi M, Takanashi H, Fujimoto N, 
Akiba M. Nationwide survey of organism-related off-
flavor problems in Japanese drinking water treatment 
plants (2010-?2012). J Water Supply Res T. 2015;64(7):832-
838.
　Fujimoto N, Mizuno K, Yokoyama T, Ohnishi A, Suzuki 
M, Watanabe S, Komatsu K, Sakata Y, Kishida N, Akiba 
M, Matsukura S. Community analysis of picocyanobacteria 
in an oligotrophic lake by cloning 16S rRNA gene and 
16S rRNA gene amplicon sequencing. J Gen Appl 
Microbiol. 2015;61(5):171-176.
　Sakai H, Kosaka K, Takizawa S. Degradation of N-
nitrosodimethylamine by mercury-free excimer UV 
lamps. Environmental Engineering Science. 2016;63(4): 
260-267.
　島闢大，榎本圭佑，春日郁朗，小沼晋，齋藤利晃，秋

葉道宏．銅製水道管による給配水過程の微生物再増殖な

らびにエンドトキシン活性抑制効果．土木学会論文集G
（環境）．２０１５；７１（７）：III_１７１-１７７.
　小坂浩司，福田圭佑，中村怜奈，浅見真理，越後信哉，

秋葉道宏．トリクロラミン生成能におよぼすオゾン処理

の影響．土木学会論文集G（環境）．２０１５；７１（７）：III_３６１-
３６９.
　中井喬彦，小坂浩司，浅見真理，秋葉道宏．LC-
MS/MS法による水道水中の２,６-ジクロロ-１,４-ベンゾキ
ノンの測定法検討と実態調査．水環境学会誌．２０１５；３８：

６７-７３.
　岸田直裕，松本悠，山田俊郎，浅見真理，秋葉道宏．

我が国における過去３０年間の飲料水を介した健康危機事

例の解析（１９８３～２０１２年）．保健医療科学．２０１５；６４（２）：

７０-８０.
　小保内啓太，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．水文水質モデル

を用いた釜房ダム流域における豪雨による高濁度化の水

道システム影響評価．水道協会雑誌．２０１５；８４（５）： ２-１３.
　Sagehashi M, Mori H, Hareyama Y, Sakuma K, Akiba 
M, Hosomi M. Integration of the rice paddy water 
management into a coupled surface-subsurface water 
flow model in the Sakuragawa River watershed (Japan). 
Hydrology Research. 2015;47(1):137-156.

その他／Others

　下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．災害時の高齢者への給水対策．

保健医療科学．２０１５；６４（２）：８７-９３.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　島闢大，秋葉道宏．災害時における医療用水の安定確

保に向けて．日本透析医会雑誌．２０１５；３０（１）：６８-７３．
　岸田直裕，松本悠，山田俊郎，浅見真理，小窪和博，

秋葉道宏．国内の水道施設における水質事故の発生実態．

水道．２０１６；６１（１）：１９-２５.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　Haramoto E, Kishida N, Morita H, Asami M, Akiba M. 
Pepper mild mottle virus and tobacco mosaic virus as 
potential viral indicators of human fecal contamination in 
river water; 18th International Symposium on Health-
Related Water Microbiology; 2015.9.13-19; Lisbon, Portugal. 
Abstracts of 18th International Symposium on Health-
Related Water Microbiology. p.420-421.
　Sagehashi, M. and Akiba, M. Nationwide survey of 
water consumption and preparedness for the cutoff of 
water supply at elderly facilities in Japan. Water and 
Environment Technology Conference 2015 (WET2015); 
2015.8.5-6; Tokyo. WET 2015 Program and Abstracts. 
p.45.
　Kosaka K, Asami M, Ohkubo K, Iwamoto T, Koshino 
H, Echigo S, Akiba M. Source of a N-nitrosodimethyleamine 
precursor and its identification in the Yodo River basin. 
Proc. 9th IWA Specialized Conference on Assessment 
and Control of Micropollutants/ Hazardous Substances 
in Water; 2015.11.22-25; Singapore. 2015. MPOL-020 (CD-
ROM).
　Simazaki D, Fujimura S, Ishikawa R, Hiraiwa M, 
Nishihara M, Akiba M. Evaluation of removal capability 
of Cryptosporidium oocyst by conventional drinking 
water treatment and associated human health risk. The 
10th International Symposium on Water Supply Technology; 
2015.7.20-22; Kobe, Japan. OP1-12.
　Nakamura H, Kasuga I, Kurisu F, Furumai H, 
Shimazaki D, Akiba M. Microbial regrowth potential and 
dynamics  of  community  structure  of  biofilm  in 
dechlorinated drinking water. IWA Specialized Conference 
Biofilms in drinking water systems - From treatment to 

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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tap; 2015.8.23-26; Arosa, Switzerland. Proceedings.
　Sagehashi M, Takanashi H, Akiba M. Changes in 
energy consumption and environmental loads caused by 
microorganism-related problems in Japanese drinking 
water treatment plants. the 6th IWA-ASPIRE Conference & 
Exhibition; 2015.9.20-24; Beijing, China. Proceedings of 
the 6th IWA-ASPIRE Conference & Exhibition (Online). 
Presentation No. C0038.
　反保亮祐，大野浩一，小沼晋，有賀拓也，五十嵐大稀，

斉藤利明，寺田宙，秋葉道宏．濁質と吸着剤を用いた溶

存態セシウムの除去及び吸脱着に関する研究．第５０回日

本水環境学会年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要旨集．
p.４６６.
　菱田祐太，中井喬彦，小坂浩司，浅見真理，秋葉道宏．

オゾン／活性炭プロセスの浄水場におけるハロベンゾキ

ノンの生成調査．第５０回日本水環境学会年会；２０１６.３.１６-
１８；徳島．同講演要旨集．p.３７１.
　島闢大，里見翔，三谷駿太，小沼晋，齋藤利晃，秋葉

道宏．浄水処理の凝集沈殿・砂ろ過・塩素消毒過程にお

けるエンドトシキン活性の挙動．第５０回日本水環境学会

年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要旨集．p.４６０.
　反保亮祐，大野浩一，小沼晋，斉藤利明，寺田宙，秋

葉道宏．水試料中の低濃度溶存態放射性セシウムの濃縮

測定と浄水処理工程中の挙動．第５２回環境工学研究

フォーラム；２０１５.１１.２７-２９；郡山．同講演集．p.４２-４４.
　島闢大，榎本圭佑，春日郁朗，小沼晋，齋藤利晃，秋

葉道宏. 銅製水道管による給配水過程の微生物再増殖な
らびにエンドトキシン活性抑制効果．第５２回土木学会環

境工学研究フォーラム；２０１５.１１.２７-２９；郡山．同抄録集．
A２０.
　小坂浩司，福田圭佑，中村怜奈，浅見真理，越後信哉，

秋葉道宏．トリクロラミン生成能におよぼすオゾン処理

の影響．第５２回土木学会環境工学研究フォーラム；

２０１５.１１.２７-２９；郡山．同抄録集．III_３６１-９.
　下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．我が国の高齢者向け施設の水

利用実態調査．第４４回日本医療福祉設備学会；２０１５.１１.２５-
２６；東京．病院設備．２０１５；５７（６）：１７５.
　島闢大，秋葉道宏．銅製水道管表面における細菌再増

殖およびエンドトキシン活性の経時変化と特性．第７４回

日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛
生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５７０.
　片木孝徳，佐々木剛，三輪修，大野浩一，小坂浩司，

伊藤雅喜，秋葉道宏．浄水発生土・原水濁質・ベントナ

イトを用いた溶存態セシウムの除去と脱着．平成２７年度

全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．
同講演集．p.２７４-２７５.
　村田桂子，日下部貴章，武井紀子，大野浩一，小坂浩

司，秋葉道宏．水安全計画を用いた水源における危害解

析．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-
２３；さいたま．同講演集．p.６８０-６８１.
　日下部貴章，村田桂子，武井紀子，大野浩一，小坂浩

司，秋葉道宏. 水安全計画を用いた浄水プロセスにおけ
る危害解析．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；

２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講演集．p.６８２-６８３.
　武井紀子，村田桂子，日下部貴章，大野浩一，小坂浩

司，秋葉道宏．水安全計画を用いた給配水における危害

解析．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-
２３；さいたま．同講演集．p.６８４-６８５.
　廣瀬正晃，山中駿司，島闢大，秋葉道宏．水道原水・

処理工程水・医療用水におけるエンドトキシン活性の存

在状況に関する研究．日本水道協会平成２７年度全国会議

（全国水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講
演集．p.５７４-５７５.
　羽田野祐介，村田恵呉，町田高広，中井喬彦，小坂浩

司，浅見真理，秋葉道宏．高度浄水処理工程におけるハ

ロベンゾキノン生成能の挙動とオゾン処理性．平成２７年

度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．
同講演集．p.５９２-５９３.
　中井喬彦，森岡弘幸，小坂浩司，浅見真理，秋葉道宏．

塩素処理による芳香族化合物からのハロベンゾキノンの

生成．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０. 
２１-２３；さいたま．同講演集．p.５９４-５９５.
　Sagehashi M, Simazaki D, Asami M, Akiba M, 
Jayaratne A, France JD, Williams T. The Vital connection -
water safety plans and operation and maintenance of 
water supply systems．平成２７年度全国会議（水道研究
発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講演集．p.７４０-７４１.
　小坂浩司，浅見真理，大久保慶子，岩本卓治，越野広

雪，越後信哉，秋葉道宏．淀川流域におけるオゾン処理

でのN-ニトロソジメチルアミン前駆物質の実態．第３７
回環境衛生工学研究シンポジウム；２０１５.７.３１-８.１；京都．
環境衛生工学研究．p.１２６-１２９.
　小坂浩司，浅見真理，大久保慶子，岩本卓治，越野広

雪，越後信哉，秋葉道宏．淀川流域におけるN-ニトロ
ソジメチルアミン前駆物質汚染の原因究明．第２４回日本

オゾン協会年次研究講演会；２０１５.５.２８-２９；東京．同講演
集．p.５９-６２.
　島闢大，秋葉道宏．国内の水道原水・浄水処理工程・

医療用水等におけるエンドトキシン活性の挙動．第６０回

日本透析医学会学術集会・総会；２０１５.６.２８-３０；横浜．同
講演集．p.１８４.
　渡邉英梨香，藤本尚志，大西章博，鈴木昌治，藤瀬大

輝，岸田直裕，秋葉道宏．１６S rRNA遺伝子アンプリコ
ンシーケンシングによる浄水場処理工程水の細菌相の評

価．平成２７年度全国会議（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-
２３；さいたま．同講演集．p.６３０-６３１.
　渡邉英梨香，藤本尚志，大西章博，鈴木昌治，藤瀬大

輝，岸田直裕，秋葉道宏．１６S rRNA遺伝子アンプリコ
ンシーケンシングによる浄水場処理工程水の微生物相の

評価．第５０回日本水環境学会年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．
同講演要旨集．p.２７４.
　清水千佳，藤本尚志，渡辺智，大西章博，鈴木昌治，

統括研究官（水管理研究分野）
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兼崎友，石毛太一郎，菊地英夫，岸田直裕，秋葉道宏．

草木湖における微生物群集の鉛直分布．第５０回日本水環

境学会年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要旨集．p.４３５.
　加村瑞希，遠藤雅也，篠原健吾，内海真生，岸田直裕，

秋葉道宏，清水和哉．カビ臭物質産生微生物によるカビ

臭物質産生特性．日本水環境学会第５０回年会；２０１６.３.１６-
１８；徳島．同講演要旨集．p.６３０.
　田中太一，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．（２０１５）タンクモ

デル及びLQ式を用いた気候変動による水道原水流量及
び濁度への影響評価．日本水道協会平成２７年度全国会議

（水道研究発表会）；２０１５.１０.２１-２３；さいたま．同講演集．
p.１５４-１５５.
　籾山将，下ヶ橋雅樹，秋葉道宏．気候変動の水道シス

テム影響評価のための相模川流域水文モデルの作成．第

５０回日本水環境学会年会；２０１６.３.１６-１８；徳島．同講演要
旨集．p.４８６.

研究調査報告書／Reports

　大野浩一，小坂浩司，秋葉道宏，岸田直裕，佐々木賢

史，小川将司．水安全計画を用いた水道水源・浄水プロ

セス・給配水システムでの危害と監視方法の解析．厚生

科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業

「水道における連続監視の最適化および浄水プロセスで

の処理性能評価に関する研究」（研究代表者：小坂浩司．

H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年度分担研究報告書．
２０１６. p.１７-２８.
　秋葉道宏，高梨啓和，岸田直裕，小倉明生．高分解能

質量分析計を用いた水道水生ぐさ臭臭気原因物質の探索．

厚生科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総合研究

事業「大規模災害および気候変動に伴う利水障害に対応

した環境調和型水道システムの構築に関する研究」（研

究代表者：秋葉道宏．H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年
度総括・分担研究報告書．２０１６. p.３５-３９.
　秋葉道宏，藤本尚志，岸田直裕．ろ過漏出障害原因微

生物の同定技術の開発と存在実態調査．厚生科学研究費

補助金健康安全・危機管理対策総合研究事業「大規模災

害および気候変動に伴う利水障害に対応した環境調和型

水道システムの構築に関する研究」（研究代表者：秋葉

道宏．H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年度総括・分担研
究報告書．２０１６. p.４３-５１.
　秋葉道宏，清水和哉，岸田直裕．カビ臭発生予測手法

の構築．厚生科学研究費補助金健康安全・危機管理対策

総合研究事業「大規模災害および気候変動に伴う利水障

害に対応した環境調和型水道システムの構築に関する研

究」（研究代表者：秋葉道宏．H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００３）平
成２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.６３-６７.
　秋葉道宏，下ヶ橋雅樹，高梨啓和．流域システムの水

管理対策に関する研究．厚生労働科学研究費補助金健康

安全・危機管理対策総合研究事業「大規模災害および気

候変動に伴う利水障害に対応した環境調和型水道システ

ムの構築に関する研究」（研究代表者：秋葉道宏．H２７ ─ 
健危 ─ 一般 ─ ００３）平成２７年度総括・分担研究報告書．
２０１６. p.１７-３１.

統括研究官（水管理研究分野）
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１） 研究活動

　健康的な生活の基盤となる建築（住宅やその他の施

設）は，生活に係る要求レベルの向上，超高齢化，省エ

ネルギー，災害対策等の社会的な必要性の変化の中で，

急速な技術革新が進められている．このようなわが国特

有の状況の中で，新旧の建築における生活条件の大きな

格差や急速な変化に伴う副作用（建築や設備の問題と使

用者の生活習慣や管理に関する問題）が発生している．

中でも，アレルギー患者，高齢者，被災者等のハイリス

ク対象では，建築の室内環境は，深刻な健康影響の要因

となることが指摘される．これらのハイリスク対象を中

心とした建築環境に起因する健康影響に関する情報収取，

実態調査，機序解明と防除策に関する研究を行っている．

①建築物環境衛生管理に係る行政監視等に関する研究

（厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策総

合研究事業）

　建物の用途複合化，建築設備の変化等により，建築物

衛生法による監視技術の多様化，高度化が求められる中，

特定建築物の建築物環境衛生管理基準を満足しない割合

「不適率」が増加している．本研究の一環として，東京

都の特定建築物立入検査のデータを分析した．検査時の

炭酸ガス濃度から一人あたりの換気量（図１）を推定し

た上で，室内湿度の評価を行った結果，利用者からの水

蒸気発生を考慮することで，利用者数が想定レベルであ

れば環境衛生基準における相対湿度の下限値４０RH ％を
満たすことになる場合が少なくないことを明らかにした．

利用者数が少ない状況での立入検査時の測定結果の評価

方法の検討が望まれることを明らかにし，今後全国的な

評価に関する状況把握の必要性を示した．

②感染を制御するための室内空気環境計画に関する研究

（国立保健医療科学院基盤的研究費）

　健康リスクが高い高齢者等への環境衛生配慮の検討の

ため，A：H２６年度までの調査（全国の高齢者施設への
アンケート調査及び南関東の施設の室内空気環境の実

測）の結果を用いた臭気及び湿度に関する分析，B：寒
冷地の室内空気環境に関する実態調査，C：高齢者施設
の室内湿度環境の改善に関する実験を行った．Aでは，
介護職員は排泄処理に伴う臭気を気にし，窓開けや消臭

スプレーなどの対応を行っている．臭気に関する申告に

関する重回帰分析の結果，特に居室における排泄処理が

課題であることを確認した．また，室内湿度の形成機構

に関する分析を行い，小型加湿器では建築物衛生法の湿

度基準（４０RH ％）を満たすことが困難であり，加湿設
備の設置の必要性を明らかにした．Bでは，湿度維持が
より困難な寒冷地における室内空気環境の測定により，

寒冷地における湿度維持の取組み状況を把握し，加湿設

備設置の必要性を確認した．Cでは，小型加湿器による
加湿量を測定する方法を考案して，南関東の施設に設置

して，効果の測定を行った結果，小型加湿器の給水等の

管理の状況，加湿効果の実態を確認した．居室と共用室

の間の戸の開放程度の影響により，加湿効果が得られて

いない場合が多く，既存施設における湿度改善の要点を

確認した．また，インフルエンザ感染防止のための室内

空気環境の評価方法として，換気による効果と絶対湿度

による効果（図２）を統合したインフルエンザ感染予防

空気環境の評価方法を提案し，高齢者施設を例に評価を

行った．

統括研究官（建築・施設管理研究分野）

１２．統括研究官（建築・施設管理研究分野）
　　　林基哉

（１）平成２７年度活動報告

図１　立入検査（東京都平成２５年）時の一人あたりの換気量の推定値
（対象の特定建築物で大きな差があり，検査時の利用者数に大きな開きがあることが分かる．）
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③東日本大震災の復興住宅の環境設計に関する研究

　被災者の健康維持の基礎となる復興住宅の室内環境維

持向上と環境負荷低減のための設計支援ツール“涼暖ナ

ビ”の全国版を作成するための気象データ整備を行い，

今後の災害復興住宅の設計支援に向けた準備を行った．

また，復興住宅の冬期室内環境維持の基礎的条件である

気密性能の簡易測定法を考案して，その実用性を検証した．

④居住スタイル及び住宅性能・設備の変化を考慮した健

康潜在リスク推定とリスク管理

　住宅の省エネルギー性能及び環境性能の向上する中で，

超高齢社会，地球温暖化，都市・建築の高度化と老朽化，

居住形態の多様化，アレルギー等の体質変化等の様々な

変化の中で，新たな対応が必要となっている．居住者の

居住リテラシーの欠如に伴う健康影響要因として，建築

基準法改正以降の新たな化学物質，旧来のカビダニ等の

生物汚染物質や燃焼器具からの燃焼ガス，常時換気設備

の非運転などが挙げられる．本年度は，常時換気設備の

非運転に関する既往の調査データ（住宅のカビ・ダニ等

のアレルギー源に係る実態把握及び情報提供に関する研

究２００５-２００６）の統計分析，燃焼器具の使用による一酸
化炭素等による室内空気汚染に関するシミュレーション

を行い．リテラシー欠如に伴う室内空気環境によるリス

クが，住宅の構法及び気密性能によって大きく異なるこ

とを明らかにした．

 

統括研究官（建築・施設管理研究分野）

図２　ポータブル加湿による湿度改善に関する調査（室温と湿度の関係）／南関東
（高齢者施設では，冬期湿度がほとんどの場合に４０RH％以下である．居室においては，ポータブル加湿器の連続運転
は難しく居室ドアの常時開放によって，加湿効果（図中のK０３-R１’K０４-R３’，K０５-R１’で加湿量測定）は低い．） 

図３　G.J.Harperの実験結果*を用いた室内絶対湿度と相当換気回数（インフルエンザ生存率の減衰指数）の関係
＊G.J.Harper, Airborne micro-organism: Survival tests with four virus J.Hyg;４７９-４８６,１９６１



J. Natl. Inst. Public Health, 65（3）: 2016332

２） 養成訓練

　近年，対物保健の担い手である環境衛生監視員の急速

な世代交代や職員配置の流動化，担当領域の拡大などが，

その専門性や監視密度の低下を招いていると懸念される

中，当分野ではかねてから健康に住むための技術支援を

行う能力の養成を目的とした「住まいと健康研修」（３

週間） 及び，建築物衛生法に係る衛生監視業務に役立つ
洞察力を養うことを目的とした「建築物衛生研修」（３

週間）を隔年で，生活衛生営業等の監視指導能力を養う

ことを目的とした「環境衛生監視指導研修」（１週間）

を毎年開講している．平成２６年度は，「住まいと健康研

修」と「環境衛生監視指導研修」が実施された．

１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Originals

　林基哉，本間義規，長谷川兼一，金勲．日本大震災復

興戸建住宅の簡易気密性能確認法─レンジファンと燃焼

ガスの炭酸ガスを用いた１点法．日本建築学会環境系論

文集．２０１５；８０（７１６）：１０１３-１０２０.
　金勲，林基哉，阪東美智子，開原典子，大澤元毅．高

齢者施設における冬期の温度，湿度，CO2濃度の実測調
査及び湿度管理に関する分析．室内環境．２０１５；１８（２）：

７７-８７.
　林基哉，菅原正則，本間義規，倉渕隆．戸建住宅にお

ける窓開放の年特性に関する調査 引違窓の開巾の連続
測定法と開巾の年間特性．日本建築学会環境系論文集．

２０１６；８１（７１９）：９３-１００.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　林基哉．環境衛生分野に求められる住宅・建築教育へ

の視点．生活と環境．２０１５；７１４： ９-１３.
　林基哉．環境衛生監視指導研修の背景と展望．生活と

環境．２０１６；７１８：１３-１７.

著書・訳書／Books

　林基哉．シックハウスと隙間換気 住まいと人と環境 
プロフェッショナルからの提言．住まいと環境東北

フォーラム，編．東京：技報堂出版；２０１５．p.５５-５８.
　林基哉．冬対応と夏対応の両方を考えよう 住まいと
人と環境 プロフェッショナルからの提言．住まいと環
境東北フォーラム，編．東京：技報堂出版；２０１５．p.１２７-１３１.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　林基哉，本間義規，長谷川兼一，金勲．東日本大震災

復興住宅の断熱気密性能の実態調査．２０１５年度日本建築

学会大会；２０１５.９.４-６；湘南．同学術講演梗概集．p.１０２５-
１０２６.
　井上義之，羽山広文，森太郎，菊田弘輝， 豊原範之，
林基哉．サーバルーム天井部における排気再循環の把握

に関する研究．日本建築学会大会；２０１５.９.４-６；湘南．同
学術講演梗概集．p.１１０１-１１０２.
　松村光太郎，林基哉，佐藤研吾．コンクリート壁の着

雪と落雪に関する実験的研究．２０１５年度日本建築学会大

会；２０１５.９.４-６；湘南．同学術講演梗概集．p.９３３-９３４.
　大澤元毅，金勲，阪東美智子，開原典子，林基哉．高

齢者施設における健康リスク低減のための室内環境衛生

管理．２０１５年度日本建築学会大会；２０１５.９.４-６；湘南．学
術講演梗概集．p.１１３９-１１４０.
　開原典子，大澤元毅，阪東美智子，金勲，林基哉．高

齢者施設における健康リスク低減のための室内環境衛生

管理．２０１５年度日本建築学会大会；２０１５.９.４-６；湘南．同
学術講演梗概集．p.１１４１-１１４２.
　金勲，大澤元毅，阪東美智子，開原典子，林基哉．高

齢者施設における健康リスク低減のための室内環境衛生

管理．２０１５年度日本建築学会大会；２０１５.９.４-６；湘南．同
学術講演梗概集．p.１１４３-１１４４.
　阪東美智子，大澤元毅，金勲，開原典子，林基哉．高

齢者施設における健康リスク低減のための室内環境衛生

管理．２０１５年度日本建築学会大会；２０１５.９.４-６；湘南．同
学術講演梗概集．p.１１４５-１１４６.
　林基哉，本間義規，長谷川兼一，金勲．東日本大震災

統括研究官（建築・施設管理研究分野）

図４　冬期の常時換気システムの稼働時間とその関連要因
（普及率が高い排気型換気の場合に，稼働時間が短い．）

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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復興住宅の断熱気密性能の実態調査．２０１５年度日本建築

学会大会；２０１５.９.４-６；湘南．同学術講演梗概集．p.１０２５-
１０２６.
　金勲， 林基哉，大澤元毅，開原典子，阪東美智子．高
齢者施設における室内環境と健康性に関する調査（第３

報）室内温湿度及びCO2濃度の冬季実測．平成２７年度空
気調和・衛生工学会大会；２０１５.９.１６-１８；大阪．同学術講
演論文集．p.１１３-１１６.
　林基哉，金勲，大澤元毅，開原典子，阪東美智子．高

齢者施設における室内環境と健康性に関する調査（第４

報）室内温湿度および CO2濃度を用いた加湿と換気に関
する分析．平成２７年度空気調和・衛生工学会大会；２０１５. 
９.１６-１８；大阪．同学術講演論文集．p.１１７-１２０.
　大澤元毅，林基哉，金勲，開原典子，阪東美智子，小

林健一．高齢者施設における室内環境と健康性に関する

調査（第５報）出張理美容環境に関する調査概要．平成

２７年度空気調和・衛生工学会大会；２０１５.９.１６-１８；大阪．
同学術講演論文集．p.１２１-１２４.
　開原典子，林基哉，大澤元毅，金勲，阪東美智子，小

林健一．高齢者施設における室内環境と健康性に関する

調査（第６報）出張理美容の施術環境と被施術者の生理

量の測定．平成２７年度空気調和・衛生工学会大会；２０１５. 
９.１６-１８；大阪．同学術講演論文集．p.１２５-１２８.
　Inoue Y, Hayama H, Mori T, Kikuta K, Hayashi M, 
Toyohara N. Prediction of recirculation through vent 
holes on ceiling in server room. 6th International 
Building Physics Conference, IBPC 2015; 2015.6.14-17; 
Torino, Italy. Proceedings. p.6.
　山田裕己，長岡廉，田辺新一，林基哉．香りの断続的

体感が臭気強度と順応に及ぼす影響．第３９回人間―生活

環境系シンポジウム；２０１５.１１.２０-２１；東京．同報告集．
p.１５１-１５２.
　阪東美智子，金勲，小林健一，森川美絵，大澤元毅，

林基哉，開原典子．高齢者福祉施設における出張理美容

の現状と課題（その１）．第４４回日本医療福祉設備学会；

２０１５.１１.２５-２６；東京．同予稿集．p.１７６.
　金勲，阪東美智子，小林健一，森川美絵，大澤元毅，

林基哉，開原典子．高齢者福祉施設における出張理美容

の現状と課題（その２）．第４４回日本医療福祉設備学会；

２０１５.１１.２５-２６；東京．同予稿集．p.１７７.
　阪東美智子，大澤元毅，開原典子，金勲，林基哉，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第１報）全国の特別養護老人ホームの理美容状況．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本

公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５７２.
　大澤元毅,　阪東美智子，林基哉，金勲，開原典子，
森川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の

実態（第２報）施設の建築設備と施術空間．第７４回日本

公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑
誌．２０１５；６２（１０特別附録）：５７２.
　開原典子，阪東美智子，林基哉，金勲，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第３報）利用者と施術内容．第７４回日本公衆衛生学

会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：５７２.
　金勲，阪東美智子，林基哉，開原典子，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第４報）施術環境と体調．第７４回日本公衆衛生学会

総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：５７３.
　林基哉，金勲，開原典子，阪東美智子，大澤元毅，森

川美絵，小林健一．高齢者施設における出張理美容の実

態（第５報）利用者の施術時の体調．第７４回日本公衆衛

生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．２０１５；６２（１０特別附録）：５７３.
　林基哉，大澤元毅，金勲．住宅の室内空気質の年特性

に関する研究．平成２７年室内環境学会学術大会；２０１５. 
１２.３-４；沖縄．同講演要旨集．p.８６-８７.
　金勲，柳宇，鍵直樹，東賢一，イムウンス，林基哉．

都市住宅におけるハウスダスト中エンドトキシン濃度の

実態調査．平成２７年室内環境学会学術大会；２０１５.１２.３-
４；沖縄．同講演要旨集．p.２１４-２１５.
　林基哉，大澤元毅，金勲．住宅の室内空気質の年特性

に関する研究．平成２７年室内環境学会学術大会；

２０１５.１２.３-４；沖縄．同講演要旨集．p.１４.

研究調査報告書／Reports

　林基哉．建築物における空気環境の衛生管理の現状

１-３東京都特定建築物の立ち入り検査データによる冬
期室内湿度に関する分析．厚生労働科学研究費補助金健

康安全・危機管理対策総合研究事業「建築物環境衛生管

理に係る行政監視等に関する研究」（研究代表者：大澤

元毅．H２６ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００７）平成２７年度総括・分担研
究報告書．２０１６. p.２１-２８, p.３２-３５.
 欅田尚樹，林基哉．生活環境安全分野における研究動
向．厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機管理対策

総合研究事業「健康安全・危機管理対策に関連する研究

開発の動向と将来予測に関する研究」（研究代表者：小

林健一．H２７ ─ 健危 ─ 指定 ─ ００１）平成２７年度分担研究報
告書．２０１６. p.２５-３１.

統括研究官（建築・施設管理研究分野）
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　疫学調査研究分野では，国における保健，医療および

福祉に関する諸課題について，疫学の理論および手法を

用いて問題解決を図り，国民の健康およびQOLの向上
に資する研究を行っている．そのために，院内外の研究

者と研究チームを組織して効率的かつ効果的な運営を実

施し，得られた研究成果については，学術的な情報発信

を行っている．また，長期課程の研修生を対象に，保健

行動・行動変容に焦点をあて，行動科学の理論に基づき，

疫学の手法を用いて，保健医療・健康教育で実践に応用

できる知識と技術を習得してもらっている．

　以下に，平成２７年度の主な研究活動と研修活動につい

て報告する．

１） 研究

①　難病（特定疾患）

　難病は，その稀少性がゆえに治療法や医薬品の開発が

進み難いという背景があったが，「難病の患者に対する

医療等に関する法律」のもと，安定的な医療費の助成お

よび療養生活の環境整備とともに，医療に関する調査及

び研究を推進することが明記され，より一層の，エビデ

ンスの集積・分析・活用（エビデンスに基づく医療（EBM））
が求められることとなった．臨床試験の実施は実用化研

究事業，得られたエビデンスの集積・分析・活用は政策

研究事業と整理され，後者は，政策研究事業として，診

断基準・診療ガイドラインの作成・改訂・普及，疫学研

究，難病患者のQOL調査などが進められている．
　一般に，EBMでの推奨グレードを満たすためには，
システマティックレビューにより収集・選択された複数

の個別研究（臨床試験では複数のランダム化比較試験

（RCT），観察研究では複数のコホート研究）の集積と，
メタアナリシスによる分析・評価が必須とされる．一方，

システマティックレビューに基づくこの方法では，公

表・報告されていない個別研究が含まれず，公表・報告

バイアスによるメタアナリシスへの影響を評価できない

という欠点がある．特に，極めて稀少性の高い難病にお

いては，患者数の確保が大きな障害となり，EBMに資
する研究を困難にしており，研究が実施されたとしても

様々な理由から，公表されずに終わってしまう可能性が

危惧される．

　そこで，稀少性の高い神経難病を取り上げ，臨床試験

登録データベースを用い，登録・結果の公表の状況につ

いて記述分析を行い，公表・報告バイアスを軽減する方

法について検討した．２００６年以降，日本を含め国際的に，

全ての臨床試験が事前登録されることとなったが，今後

は，臨床試験登録データベース上での結果公表も併せ，

よりシステマティックな運用を図ることにより，公表・

報告バイアスが軽減されるものと期待される．

②　睡眠

　近年，大人社会の夜型化・２４時間化が進み，その影響

で子どもの睡眠が夜型化し，成長や行動などに問題を引

き起こすのではないかという懸念が広がっている．しか

し，適切な評価尺度が無かったため，子どもの朝型－夜

型の個人差や夜型化傾向に関する研究は立ち遅れてい

る状況にあった．平成２３-２６年度科学研究費助成事業
「Children’s ChronoType Questionnaire 日本語版（CCTQ-
J）の開発と子どもの朝型－夜型に関する研究（研究代
表者：土井由利子）」において，CCTQ-Jの開発と信頼
性・妥当性の検討，４－６歳の園児を対象とした朝型‐

夜型（クロノタイプ）に関するパイロット調査，全国調

査を実施した．その結果，朝型，中間型，夜型の頻度は，

それぞれ約４０％，約５０％，約１０％と推測され，夜型化傾

向と多動などの問題行動との間に有意な関連があること

が示唆された．クロノタイプを考慮に入れた，睡眠衛生

教育（睡眠－覚醒リズムと生活リズムの乖離をできるだ

け少なくするなど）の重要性が示唆され，さらに継続し

た研究を行う予定である．

　また，協力研究員である亀井雄一医師および岩垂善貴

医師らとともに，子どもの睡眠習慣の測定・評価（子ど

もの睡眠習慣質問票 Children’s Sleep Habits Questionnaire
（CSHQ））や概日リズム障害などに関する研究を進めて
いる．

③　職域定期健診に関する研究

　職域定期健診の法定健診項目等の健康関連情報を有効

活用し効果的で効率的な健康管理の運用および健診シス

テムを構築することは職域のヘルスプロモーションを推

進していく上で取り組むべき重要な公衆衛生上の課題で

ある．研究生である八木祝子医師らとともに，職域定期

健診の健康関連情報をもとにその有効活用に関する実証

的研究を進めている．

２） 研修

　専門課程秋必修C-1『行動科学』では，長期課程の研修
生を対象に，保健行動・行動変容に焦点をあて，行動科

学の理論に基づき，疫学の手法を用いて，保健医療・健

康教育で実践に応用できる知識と技術を習得してもらっ

ている．

　「学習理論と行動分析」では，行動変容の基礎となる

学習理論について系統的に紹介し，行動分析の手法につ

いても簡単な実例を交えながら解説している．「行動科

学概論」では，行動科学の発達，行動科学のアプローチ

統括研究官（疫学調査研究分野）

１３．統括研究官（疫学調査研究分野）
　　　土井由利子

（１）平成２７年度活動報告
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および代表的な理論・モデル（ヘルス・ビリーフ・モデ

ル，トランスセオレティカルモデル，計画的行動理論，

社会的認知理論，ソーシャル・サポート等）などについ

て解説している．「行動科学各論」では，行動科学の代

表的な理論・モデルを応用した各論について解説してい

る．

　「行動科学演習」では，行動科学の代表的な理論・モ

デルを用いて実践に応用できる実施計画を各人が作成す

る．例えば，行動科学の理論・モデルに基づいて，既存

の制度に新たな介入策を導入したり，従来の健康教育の

内容・方法を見直したりするなど，研修生が派遣元に戻

り，作成した実施計画書を雛形として，地域の人々の健

康およびQOLの向上に資する，具体的な事業の策定・実
施・評価に繋がって行くことが期待される．

統括研究官（疫学調査研究分野）

１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

総説／Reviews

　Doi Y, Ishihara K, Uchiyama M. Sleep duration in 
relation  to  behavioral  problems  among  Japanese 
preschool children. Sleep Biol Rhythms. 2016;14:107-111.
　Doi Y, Ishihara K, Uchiyama M. Associations of 
chronotype with social jetlag and behavioral problems in 
preschool children. Chronobiol Int. 2015;32:1101-1108.
　土井由利子，石原金由，内山真．サマータイム制度―

睡眠と健康について―．保健医療科学．２０１５；６４；１０４-
１１１.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　土井由利子．睡眠障害の疫学と睡眠障害分類．睡眠医

療．２０１５； ９：２１７-２２３.
　土井由利子．子どもの睡眠．カレントテラピー．２０１５； 
３３：６３-６８.
　土井由利子．高齢者睡眠障害の疫学．日本臨床．２０１５； 
７３：８９５-８９９.

著書／Books

　土井由利子．母子保健の課題（第８章）．小山洋・辻

一郎，編．鈴木庄亮・久道茂，監修．シンプル衛生公衆

衛生学２０１６．東京：南江堂；２０１６．p.２３１-２３５.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　土井由利子，石原金由，内山真．幼児の朝型―夜型に

関する全国疫学調査．日本睡眠学会第４０回定期学術集

会；２０１５.７.２；宇都宮．同抄録集．p.１７４.

研究調査報告書／Reports

　土井由利子．稀少疾患に関する疫学研究の方法と応用．

厚生労働科学研究費補助金難治性疾患等克服研究事業

「神経変性疾患領域における調査研究」（研究代表者：中

島健二．H２６ ─ 難治等（難） ─ 一般 ─ ０８５）平成２７年度総括・
分担研究報告書．２０１６.
　土井由利子，研究代表者．CCTQ日本語版の開発と子
どもの朝型‐夜型に関する研究．文部科学研究費基盤研

究（B）「CCTQ日本語版の開発と子供の朝型－夜型に関
する研究」平成２６年度科学研究費助成事業実績報告書．

２０１５.

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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１） 研究活動

○市町村単位データのデータウェアハウス化

　今年度より２年計画で厚生労働科学研究健康安全・危

機管理対策総合研究事業として「保健医療福祉計画策定

のためのデータウェアハウス構築に関する研究」を実施

した．保健所の重要な機能として，都道府県や市町村が

策定する保健医療福祉計画への情報面等の技術支援があ

る．幸い，市町村単位の詳細な集計データがe-STATや
ネット上で公表されるようになってきた．しかし，膨大

なデータの中から保健所や市町村にとって必要なデータ

を効率よく活用することは逆にデータの膨大さゆえに，

困難になっている．本研究では膨大なクロス表データを

加工し，分析しやすいデータウェアハウス（DWH）化
を行った．これによりExcelのピボットテーブルを扱え
る程度のスキルがあれば，膨大なクロス表の中から，保

健所管轄区域，経年変化，大分類から小分類へのドリル

ダウンやドリルアップが容易に行える．完成したDWH
はDVDにして報告書と共に全国保健所に提供した．
　DWH化はクロス表のキューブ化作業が中心となる．
キューブ形式にすることによってExcelのピボットテー
ブルや各種データベースソフトによる分析が可能となる．

　今年度においては，以下のようなデータのDWH化を
行った．

　DPC導入の影響調査（中医協），医療施設調査，
医師歯科医師薬剤師調査，患者調査，健康増進事業

報告，国勢調査，国民健康保険事業年報，国民健康

保険実態調査，市町村決算状況（総務省），市町村

民税の調べ（総務省），施設基準（地方厚生局），人

口動態総覧，死産，母年齢別出生数，人口動態保健

所・市区町村別統計，住民基本台帳（総務省），将

来推計人口（社会保障・人口問題研究所），自殺警

察統計（警察庁），保健師活動領域調査，介護保険

事業状況報告，市区町村のすがた，学校基本調査

　DWHにより，たとえば特定の市町村のデータの経年
変化を追跡が容易にできる．下は岡山県倉敷市のがん検

診受診者数の推移を示したものである．

○自治体のレセプトデータや国保データベースの分析

　和光市と科学院との協定により，国保データベース

（KDB）の分析を行った．KDBは，医療レセプト，特定
健康診査・保健指導データに加えて介護データも含んで

おり，個人単位で突合されている．そのため，たとえば，

要介護度別に傷病別の受療状況も把握される．本年度に

おいては，KDBのcsv掃きだし機能をデータウェアハウ
ス化して，要介護度別，診療月別そして地域別の詳細な

分析を可能にした．成果は同市のデータヘルスや保健福

祉計画の資料として活用されている．

統括研究官（国際保健分野）

１４．統括研究官（国際保健分野）
　　　岡本悦司

（１）平成２７年度活動報告
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統括研究官（国際保健分野）
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２） 研修活動

○地域医療連携マネジメント研修（７月６～１０日，定員４０）

　地域の中核的医療機関の管理者等を対象とする．ICT
活用を重視した内容であり，DPC病院，医療機関の施
設基準等のデータを活用して，自院の属する二次医療圏

における医療資源を把握する技術をPC演習で体得させ
ている．

　たとえば施設基準データでは，医療機関の所在地を緯

度・経度で現し，これと国土交通省が提供する位置参照

情報とを結合してGIS表示させる．位置参照情報は「大
字・町丁目レベル」と「街区レベル」まである．たとえば

和光市南２丁目３番地には１５街区の座標が含まれている．

　下図は医療機関の緯度・経度を街区レベルで表示した

ものである．

○JICA研修「アジア地域におけるユニバーサル・ヘル
ス・カバレッジ達成のための社会保険制度強化」（１１月

９～２０日，定員１５）

　本研修は，アジア諸国のユニバーサルヘルスカバレジ

（UHC）達成を支援する国際保健外交戦略の一環として
の重要性を帯びている．参加者は下記のように各国の医

療政策を担う中堅職員であり，アジア諸国の医療保障制

度に大きな影響を及ぼすものと期待される．

○レセプト・DPCデータ分析法（１月９日～２月７日，
定員２０）

　１週間を単位として，１）DPCデータ分析，２）全国健
康保険協会の公表する医科，調剤データの分析，３）支

払基金が公表している医科のサンプルデータ分析，４）

同調剤レセプト分析，のカリキュラムとなっている．１）

統括研究官（国際保健分野）

「アジア地域におけるユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成のための社会保険制度強化」研修参加者一覧
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２）では，Excelのピボットテーブルを用い，３）４）で
はACCESSのSQL言語を用いた分析を行う．受講にあ
たっては，SQLの基本文法を理解していることが要件と

され，そのため申込時にSQL言語の理解度を評価する試
験も実施している．

　２０１５年度は１３名が受講し８名に修了証が交付された．

統括研究官（国際保健分野）

１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

総説／Reviews

　岡本悦司．データヘルス計画：保健指導から疾病管理

へ，一次予防から三次（重症化）予防へ．健康開発．

２０１５；１９（４）：２１-２７.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　岡本悦司．アジア諸国のUHC達成のための日本の人
材支援．健康保険．２０１５；６９（５）：２４-２７.
　岡本悦司．レセプトデータを利活用したデータヘルス

事業の現状と課題．公衆衛生．２０１５；７９（９）：５９８-６０３.

著書・訳書／Books

　Okamoto E. Public health of Japan 2015. Tokyo: Japan 
Public Health Association; 2016.
　Okamoto E, Endo G. Prevalence of bile duct cancer as 
measured by discharges from Diagnosis-Procedure-
Combination (DPC) participating hospitals among 
beneficiaries of a printing industry health insurance 
society in comparison with general population. Donna 
EM, ed. Bile Duct Cancer: Symptoms, Treatment and 
Prognosis. New York, USA: Nova Science Publishers: 
2015.

抄録のある学会報告／Proceedings with abstracts

　岡本悦司．医療資源投入量からみた病院と有床診療所

の慢性期患者の割合推計．第１４回日本医療経営学会学術

総会；２０１５.１１.７；東京．プログラム・抄録集．p.４６.
　岡本悦司，熊川寿郎．レセプトデータより推計した年

齢階級別流産発生率の動向．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
特別附録）：２２４.
　大澤絵里，川島（児玉）知子，坪井聡，岡本悦司，三

浦宏子．主観的健康度と社会経済的要因の分析―国民生

活基礎調査より―．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：２４４.

　森川美絵，松繁卓哉，大夛賀政昭，玉置洋，平塚義宗，

岡本悦司，熊川寿郎．地域包括ケアシステム構築にむけ

たデータ活用の概況（第１報）全国調査から．第７４回日

本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生
雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：３８６.
　松繁卓哉，森川美絵，玉置洋，大夛賀政昭，平塚義宗，

岡本悦司，熊川寿郎．地域包括ケアシステム構築にむけ

た活用の概況（第２報）聞き取り・自由記載から．第７４

回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆
衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：３８６.

調査研究報告書／Reports

　岡本悦司，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金健

康安全・危機管理対策総合研究事業「保健医療福祉計画

策定のためのデータウェアハウス構築に関する研究」

（H２７ ─ 健危 ─ 一般 ─ ００１）平成２７年度総括・分担報告書．
２０１６.
　Okamoto E. One nation in middle class: Japan’s legacy. 
医療研究開発機構研究費地球規模保健課題解決のための

研究事業「保健分野のポスト国連ミレニアム開発指標に

向けた指標開発に関する研究」（研究代表者：大澤絵里．

１５jk０１１０００２h０１０３）平成２７年度総括・分担報告書．２０１６. 
p.９４-１０７.
　岡本悦司．地域包括支援センター・地域ケア会議のた

めのKDB活用マニュアル作成．医療研究開発機構研究
費長寿・障害総合研究事業長寿科学研究開発事業「エビ

デンスに基づく地域包括ケアシステム構築のための市町

村情報活用マニュアル作成と運用に関する研究」（研究

代表者：熊川寿郎．１５dk０１０７０１４h０００２）平成２７年度総
括・分担報告書．２０１６. p.１１２-１３９.
　岡本悦司，多田羅浩三，ギルモー・スュアート，ミジャ

ヌール・ラハマン．A comprehensive evaluation of health 
financing reforms in response to aging in Japan. 厚生労働
科学研究費補助金地球規模保健課題推進研究事業「エビ

デンスに基づく日本の保健医療制度の実証的分析」（研

究代表者：渋谷健司．H２６ ─ 地球規模 ─ 一般 ─ ００１）平成
２７年度総括・分担研究報告書．２０１６. p.７-１８.

�

（２）平成２７年度研究業績目録
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　本年度は，以下の３つの研究テーマ，すなわち①デー

タヘルス計画進捗状況調査，②特定保健指導の定量評価，

③かかりつけ薬局・薬剤師の機能分析と介入研究を中心

に行った．

１） データヘルス計画進捗状況調査

　データヘルス計画とは，①加入者のレセプトデータと

特定健診データを活用し，加入者全体の健康状況，受診

状況，医療費状況を把握する，②保険者の経済力やマン

パワー，実施可能能力に応じた保健事業を実施し，

PDCAサイクル分析を活用しながら事業を進める，③健
康保険組合であれば事業主との協働作業による保健事業，

市町村国保であれば都道府県との協力体制を結んだ保健

事業の計画を策定するなどであり，平成２６度末までに計

画策定の完了予定であった．市町村国保は，厚生労働省

保険局からの通達が健康保険組合の後であったこともあ

り，遅くとも平成２７年度末までには完了することが期待

されていた．そこで，市町村国保におけるデータヘルス

計画策定の進捗状況を把握するため，平成２７年度末期に

全国規模の質問紙調査を実施し１３県３０４市町村から回答

を得た（調査結果は本年度４月の当院公開シンポジウム

において報告）．その結果，データヘルス計画が策定済

は２４％，年度末までに策定完了が４８％であった（図１）．

計画策定の過程における困難な点として挙げられたのは，

データの扱いに慣れていないため計画策定に早めに取り

組み難かった，入手したデータの分析が不十分になった，

データから保健事業の立案作業への落とし込みが困難で

あった，これらの３点が目立っていた（図２）．計画に

おける主な保健事業の内容では，重症化予防，受診勧奨，

保健指導事業における強化が上位３点であった．

２） 都道府県における特定保健指導の定量評価

　特定保健指導の介入の定量評価に関する研究を実施し

た．制度が導入されて８年間が経過し運営は円滑に行わ

れているが，保健事業の成果として体重，血圧，中性脂

肪などの項目がどの程度改善しているかについて都道府

県別に検討した．旧型の定量評価ツールを，県平均値，

県全体を俯瞰する散布図，健診受診者のみと保健指導実

施者を同時提示等の機能を追加した改訂版をリリースし

た．図３は，ある自治体の結果のグラフである．

３） かかりつけ薬局・薬剤師の機能分析と介入研究

　健康サポート薬局は，もともとは「健康情報拠点薬

局」（仮称）となっていたが，厚労省の検討会を経て最

終的に現在の名称になった．健康サポート機能を発揮す

るには，「かかりつけ薬剤師・薬局」の基本的機能を備

えている必要がある．従来にはない薬局の機能が求めら

れ，薬剤師に本質的な機能の同定を試みながら理論分析

を行った．その構造図を図４に示した．

統括研究官（疫学統計研究分野）

１５．統括研究官（疫学統計研究分野）
　　　今井博久

（１）平成２７年度活動報告

図１　市町村のデータヘルス計画の策定状況

図２　計画策定のプロセスにおいてデータ関連で困った点は何ですか
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４） 研修報告

　国立保健医療科学院の専門課程の科目では，疫学概論

および疫学各論の科目責任者として科目の運営と講義を

行った．短期研修では疫学統計研修の主任，生活習慣病

対策健診・保健指導に関する企画・運営・技術研修（研

修計画編）の副主任，生活習慣病対策健診・保健指導に

関する企画・運営・技術研修（事業評価編）の副主任，

地域保健支援のための保健情報処理技術研修の副主任と

して研修の企画と講義を行った．院内の管理運営および

教育訓練では，研究委員会委員，情報統計小委員会委員

長，研究倫理審査会委員，教務会議メンバー，短期研修

委員会副委員長などを担当した．

統括研究官（疫学統計研究分野）

図３　特定保健指導の体重増減度数分布

図４　かかりつけ薬局・薬剤師の機能
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１） 学術誌に発表した論文（査読付きのもの）

原著／Originals

　Imai H, Nakao H, Shinohara H, Watarai M, Matsumoto 
N, Yamagishi T, Saito M, Kitamura T. Prevalence, 
potential predictors, and genotype-specific prevalence of 
human papillomavirus infection among sexually active 
students in Japan. PLoS ONE. 2015;10(7):e0132462. doi: 
10.1371/journal.pone.0132462 
　Onda M, Imai H, Takada Y, Fujii S, Shono T and 
Nanaumi Y. Identification and prevalence of adverse drug 
events caused by potentially inappropriate medication in 
homebound elderly patients: a retrospective study using 
a nationwide survey in Japan. BMJ Open. 2015;5(8): 
e007581. DOI:10.1136/bmjopen-2015-007581
　七海陽子，恩田光子，今井博久．全国調査による分析

的観察研究からの考察．日本薬剤師会雑誌．２０１６；６８

（１）：３５-３９.
　恩田光子，今井博久，春日美香，安田実央，下村真美

子，岡本夏実，高田百合菜，七海陽子，田中有香，荒川

行生．薬剤師の在宅医療サービスによる残薬解消効果．

医薬品情報学．２０１５；１７（１）：２１-３３.

２） 学術誌に発表した論文（査読のつかないもの）

総説・解説／Reviews and Notes

　今井博久．２０２５年問題とは何か：公衆衛生が直面する

問題の諸相．保健医療科学．２０１６；６５（１）： ２-８.
　今井博久．疫病予防分野から：地域の新しい予防と医

療の連携システム構築．保健医療科学．２０１６；６５ （１）： ９-１５.
　今井博久．HPV疫学調査 無症候の女子学生における
HPV感染の感染率，危険因子，遺伝子型分布．性の健康．
２０１５；１４（２）：１８-２１.
　伏見清秀，今中雄一，藤森研司，猪飼宏，伊藤弘人，

今井博久．医療・病院管理におけるビッグデータの利用．

日本医療・病院管理学会誌．２０１５；５２（３）：１５９-１６６.
　今井博久．新しい患者参加型の薬物治療．日本女性薬

剤師会雑誌．２０１５. p.９２-１０１.
　今井博久．健康サポート薬局への道：プロセスを学び

不適切な多剤併用を解消しよう．ドラッグインフォメー

ション．２０１６；２２１（３）：１２-１３.
　今井博久．健康サポート薬局への道：不適切処方に介

入し，かかりつけ機能を高めよう．ドラッグインフォ

メーション．２０１６；２２０ （２）：１２-１３.
　今井博久．健康サポート薬局への道：時代遅れになら

ないために知っておきたい３つの視点．ドラッグイン

フォメーション．２０１６；２１９（１）：１２-１３.

抄録のある学会報告／Proceeding with abstracts

　Imai H. Genotype distribution and risk factor of HPV 
infection among young female. 30th International 
Papillomavirus Conference; 2015.9.16-22; Lisbon, Portugal. 
no.463.
　今井博久．超高齢社会における薬剤師の本質的な機能．

第３７回日本病院薬剤師会近畿学術大会；２０１６.１.２４-２５：神
戸．同シンポジスト講演要旨集．p.７４.
　今井博久．患者情報の共有による薬剤師の本質的な機

能．第２５回日本医療薬学会年会；２０１５.１１.２１-２３；横浜．
同講演要旨集．p.１６３.
　今井博久．一般用医療品の購入経路に関する住民記帳

台帳を使用した大規模な全国調査．第５３回日本医療・病

院管理学会学術総会；２０１５.１１.５-６；福岡．同抄録集．p.６,１７.
　今井博久．疾病予防分野から：地域の疾病予防と重症

化予防に向けた連携強化．第７４回日本公衆衛生学会総

会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０
特別附録）：１３５.
　今井博久，中尾博之，松永香里．第二期特定健診保健

指導における市町村国保によるPDCAサイクルの定性的
評価．第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．
日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：２５６.
　中尾博之，今井博久，松永香里，澤口聡子．第二期の

特定健診・保健指導の課題に向けた市町村での取組状況．

第７４回日本公衆衛生学会総会；２０１５.１１.４-６；長崎．日本
公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別附録）：２５６.
　松永香里，今井博久，中尾博之，金子康則．全国の中

年女性３万６千人における４年間の体重変化と血圧・血

糖・脂質変化の関係性．第７４回日本公衆衛生学会総会；

２０１５.１１.４-６；長崎．日本公衆衛生雑誌．２０１５；６２（１０特別
附録）：２５６.

研究調査報告／Report

　今井博久，研究代表者．厚生労働科学研究費補助金医

薬品・医療機器レギュラトリーサイエンス政策研究事業

「地域のチーム医療における薬剤師の本質的な機能を明

らかにする研究」（H２６ ─ 医療A ─ 一般 ─ ００１）平成２７年度
研究報告書．２０１６.
　今井博久，研究代表者．文部科学研究費基礎研究（B）
事業「学際アプローチによる高齢者のセクシュアリティ

と心身の健康・社会経済状態の実証研究」（２６３１０１１０）

平成２７年度研究報告書．２０１６.
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統括研究官（疫学統計研究分野）


